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2.1.2-1 

  2.1.2 耐震設計の基本方針 

2.1.2.1 地震による損傷の防止に係る基準適合性 

【設置許可基準規則】 

（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応じ、それぞ

れ次に定める要件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大事故

に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される

重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 第四条第二項

の規定により算定する地震力に十分に耐えることができるものであるこ

と。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等

対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重大事故に対処す

るために必要な機能が損なわれるおそれがないものであること。 

四 特定重大事故等対処施設のため，省略。 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生によって生ずるおそれ

がある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないものでなければならない。 

（解釈） 

１ 第 39 条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとする。 

２ 第１項第２号に規定する「第４条第２項の規定により算定する地震力」

とは、本規程別記２第４条第２項から第４項までにおいて、代替する機

能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラスに適

用される地震力と同等のものとする。 

３ 特定重大事故等対処施設のため，省略。 

４ 特定重大事故等対処施設のため，省略。 

５ 特定重大事故等対処施設のため，省略。 
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2.1.2-2 

適合のための設計方針 

第１項について 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するた

めに必要な機能及び設置状態を踏まえて「I.設備分類」のとおり分類し，設備分

類に応じて「Ⅱ.設計方針」に示す設計方針に従って耐震設計を行う。耐震設計に

おいて適用する地震動及び当該地震動による地震力等については，設計基準対象

施設のものを設備分類に応じて適用する。 

なお，「Ⅱ.設計方針」の（1），（2）及び（3）に示す設計方針が，それぞれ

第１項の第一号，第二号及び第三号の要求事項に対応するものである。 

 

Ⅰ. 設備分類 

(1) 常設重大事故防止設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故に至るおそれがある事故が発生した

場合であって，設計基準事故対処設備の安全機能又は燃料プールの冷却機能

若しくは注水機能が喪失した場合において，その喪失した機能（重大事故に

至るおそれがある事故に対処するために必要な機能に限る。）を代替するこ

とにより重大事故の発生を防止する機能を有する設備であって常設のもの 

 

ａ．常設耐震重要重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故対処

設備が有する機能を代替するもの 

ｂ．常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，a.以外のもの 

(2) 常設重大事故緩和設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故が発生した場合において，当該重大

事故の拡大を防止し，又はその影響を緩和するための機能を有する設備であ

って常設のもの 

(3) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設備であって，

重大事故の発生を防止する機能を有する（1）以外の常設のもの 

(4) 可搬型重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備であって可搬型のもの 

 

 

Ⅱ. 設計方針 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故に至るおそれがある事故

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

(2) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される
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2.1.2-3 

重大事故等対処施設 

代替する機能を有する設計基準事故対処設備の耐震重要度分類のクラスに

適用される地震力に十分に耐えることができるように設計する。 

(3) 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

(4) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設 

当該設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力に十分に

耐えることができるように設計する。 

(5) 可搬型重大事故等対処設備 

地震による周辺斜面の崩壊，溢水，火災等の影響を受けない場所に適切に

保管する。 

 

なお，上記設計において適用する動的地震力は，水平２方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定する。 

また，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラス

のもの）が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事

故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又

はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設，可搬型重大事故等対処

設備並びに常設重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）のいずれにも属さない常設の重大事故等対処施設の波

及的影響によって，重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよう

に設計する。 
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2.1.2-4 

第２項について 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が

設置される重大事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力によっ

て生じるおそれがある周辺斜面の崩壊に対して，重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがない場所に設置する。 

 

2.1.2.2 重大事故等対処施設の耐震設計 

2.1.2.2.1 重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針 

重大事故等対処施設については，設計基準対象施設の耐震設計に

おける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大

事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等における運転状態，重

大事故等時の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震

力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないことを目的として，設備分類に応じて，以下の項目に

従って耐震設計を行う。 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施設（特

定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計

する。 

(2) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置さ

れる重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類

のクラスに適用される地震力に十分に耐えることができるように設計す

る。 

(3) 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定重大事

故等対処施設を除く。） 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

なお，本施設と（2）の両方に属する重大事故等対処施設については，

基準地震動Ｓｓによる地震力を適用するものとする。 

(4) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処

施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

当該設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力に十分

に耐えることができるように設計する。 
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2.1.2-5 

(5) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，溢水及び火災に対して，

設計基準事故対処設備等及び常設重大事故等対処設備と同時に機能を損

なうおそれがないように，設計基準事故対処設備等の配置も含めて常設

重大事故等対処設備と位置的分散を図り複数箇所に保管する。 

また，可搬型重大事故等対処設備保管場所の周辺斜面の安定性を保持

するために設置する，その他の土木構造物である抑止ぐいについては，

屋外重要土木構造物に準じた設計とする。 

(6) 常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置され

る重大事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用

した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置

する。 

また，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設については，代替する機能を有する設計

基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力，

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施

設については，当該設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される

地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

(7) 重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平２方向及び鉛直方

向について適切に組み合わせて算定するものとする。なお，水平２方向

及び鉛直方向の地震力が同時に作用し，影響が考えられる施設，設備に

ついては許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

(8)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳ

クラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の土木構造物は，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがないように設計する。 

(9) 重大事故等対処施設を津波から防護するための津波防護施設，浸水防

止設備並びに津波監視設備及び浸水防止設備が設置された建物・構築物

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，それぞれの施設及び設備に

要求される機能が保持できるように設計することとし，「設計基準対象

施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１部 1.3.1 設計基準

対象施設の耐震設計」に示す津波防護施設，浸水防止設備並びに津波監

視設備及び浸水防止設備が設置された建物・構築物の設計方針に基づき

設計する。 

(10)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類が

Ｓクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設が，Ｂクラス及びＣ
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2.1.2-6 

クラスの施設，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等

対処施設，可搬型重大事故等対処設備並びに常設重大事故防止設備，常

設重大事故緩和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）のいず

れにも属さない常設の重大事故等対処施設の波及的影響によって，重大

事故等に対処するために必要な機能を損なわないように設計する。 

(11) 重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響

が低減されるように考慮する。 

(12) 緊急時対策所の耐震設計の基本方針については，「2.1.2.2.7 緊急

時対策所」に示す。 
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2.1.2-7 

2.1.2.2.2 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等

に対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，以下の区分

に分類する。 

(1) 常設重大事故防止設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故に至るおそれがある事故が発生

した場合であって，設計基準事故対処設備の安全機能又は燃料プールの

冷却機能若しくは注水機能が喪失した場合において，その喪失した機能

（重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能に限

る。）を代替することにより重大事故の発生を防止する機能を有する設

備であって常設のもの 

ａ．常設耐震重要重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故

対処設備が有する機能を代替するもの 

ｂ．常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，a.以外のもの 

(2) 常設重大事故緩和設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故が発生した場合において，当該

重大事故の拡大を防止し，又はその影響を緩和するための機能を有する

設備であって常設のもの 

(3) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設備であっ

て，重大事故の発生を防止する機能を有する（1）以外の常設のもの 

(4) 可搬型重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備であって可搬型のもの 

 

重大事故等対処設備のうち，耐震評価を行う主要設備の設備分類に

ついて，第 2.1.2.2.2 表に示す。 
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2.1.2.2.3 地震力の算定方法 

重大事故等対処施設の耐震設計に用いる地震力の算定方法は,

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.3 地震力の算定方法」に示す設計基準対象施設の静的

地震力，動的地震力及び設計用減衰定数について，以下のとおり適

用する。 

(1) 静的地震力 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設

重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設につ

いて，「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.3 地震力の算定方法」の「（1) 静的地震力」に示すＢク

ラス又はＣクラスの施設に適用する静的地震力を適用する。 

(2) 動的地震力 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳ

クラスのもの）が設置される重大事故等対処施設について，「設計基準

対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１部 1.3.1.3 

地震力の算定方法」の「（2) 動的地震力」に示す入力地震動を用いた

地震応答解析による地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が設置さ

れる重大事故等対処施設のうち，Ｂクラスの施設の機能を代替する共振

のおそれのある施設及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置

される重大事故等対処施設のうち，当該設備が属する耐震重要度分類が

Ｂクラスで共振のおそれのある施設については，「設計基準対象施設に

ついて 第４条：地震による損傷の防止 第１部 1.3.1.3 地震力の算

定方法」の「（2) 動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラスの施

設に適用する地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳ

クラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の土木構造物について

は，「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.3 地震力の算定方法」の「（2) 動的地震力」に示す屋外

重要土木構造物に適用する地震力を適用する。 

なお，重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設の基本構造と異

なる施設については，適用する地震力に対して，要求される機能及び構

造健全性が維持されることを確認するため，当該施設の構造を適切にモ

デル化した上での地震応答解析又は加振試験等を実施する。 
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(3) 設計用減衰定数 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１部 

1.3.1.3 地震力の算定方法」の「（3) 設計用減衰定数」を適用する。 
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2.1.2.2.4 荷重の組合せと許容限界 

重大事故等対処施設の耐震設計における荷重の組合せと許容限

界は以下による。 

(1) 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。 

ａ．建物・構築物 

(a) 運転時の状態 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 a. 建物・構築物」に示す「(a) 運転時の状態」を適用する。 

(b) 設計基準事故時の状態 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１部 

1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する状態 a. 

建物・構築物」に示す「（b) 設計基準事故時の状態」を適用する。 

(c) 重大事故等時の状態 

発電用原子炉施設が，重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故

時の状態で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態 

(d) 設計用自然条件 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 a. 建物・構築物」に示す「（c) 設計用自然条件」を適用する。 

ｂ．機器・配管系 

(a) 通常運転時の状態 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 b. 機器・配管系」に示す「(a) 通常運転時の状態」を適用する。 

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 b. 機器・配管系」に示す「(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態」

を適用する。 

(c) 設計基準事故時の状態 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 b. 機器・配管系」に示す「(c) 設計基準事故時の状態」を適用す

る。 

(d) 重大事故等時の状態 

発電用原子炉施設が，重大事故に至るおそれのある事故又は重大事故

時の状態で，重大事故等対処施設の機能を必要とする状態 
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(e) 設計用自然条件 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第１

部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（1) 耐震設計上考慮する

状態 b.機器・配管系」に示す「（d) 設計用自然条件」を適用する。 

(2) 荷重の種類 

ａ．建物・構築物 

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷

重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及び通常の気象条件に

よる荷重 

(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

(d) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

(e) 地震力，風荷重，積雪荷重等 

ただし，運転時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状

態での荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれるものとし，

地震力には，地震時土圧，機器・配管系からの反力，スロッシング等に

よる荷重が含まれるものとする。 

ｂ．機器・配管系 

(a) 通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重 

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

(d) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

(e) 地震力，風荷重，積雪荷重等 

(3) 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せは次による。 

ａ．建物・構築物 

(a)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用す

る荷重と地震力とを組み合わせる。 

(b)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大

事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こ

されるおそれがある事象によって作用する荷重と地震力とを組み合わ

せる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事象で

あるかについては，設計基準対象施設の耐震設計の考え方に基づくと
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ともに，確率論的な考察も考慮した上で設定する。 

(c)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，常時作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大

事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こ

されるおそれがない事象による荷重は，その事故事象の発生確率，継

続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力(基準地

震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力)と組み合わせる。こ

の組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年

超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。なお，

継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 

 

   以上を踏まえ，原子炉格納容器バウンダリを構成する施設（原子炉

格納容器内の圧力，温度の条件を用いて評価を行うその他の施設を含

む。）については，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事

象による荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせ，

その状態からさらに長期的に継続する事象による荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力を組み合わせる。また，その他の施設については，い

ったん事故が発生した場合，長時間継続する事象による荷重と基準地

震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(d) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度

分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施

設の建物・構築物については，常時作用している荷重及び運転時の状

態で施設に作用する荷重と，動的地震力又は静的地震力とを組み合わ

せる。 

ｂ．機器・配管系 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，通常運転時の状態で作用する荷重と地震力とを組み合わ

せる。 

(b)  常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，運転時の異常な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状

態及び重大事故等時の状態で作用する荷重のうち，地震によって引き
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起こされるおそれのある事象によって作用する荷重と地震力とを組み

合わせる。重大事故等が地震によって引き起こされるおそれがある事

象であるかについては，設計基準対象施設の耐震設計の考え方に基づ

くとともに，確率論的な考察も考慮した上で設定する。 

(c) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，運転時の異常な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状

態及び重大事故等時の状態で作用する荷重のうち，地震によって引き

起こされるおそれがない事象による荷重は，その事故事象の発生確率，

継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力（基

準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせ

る。この組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び地震

動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上設定する。 

なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 

      以上を踏まえ，重大事故等時の状態で作用する荷重と地震力（基準       

地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）との組合せにつ

いては，以下を基本設計とする。原子炉冷却材圧力バウンダリを構成

する設備については，いったん事故が発生した場合，長時間継続する

事象による荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせ，

その状態からさらに長期的に継続する事象による荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力とを組み合わせる。原子炉格納容器バウンダリを構成

する設備（原子炉格納容器内の圧力，温度の条件を用いて評価を行う

その他の施設を含む。）については，いったん事故が発生した場合，

長時間継続する事象による荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

とを組み合わせ，その状態からさらに長期的に継続する事象による荷

重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。その他の施設に

ついては，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事象による

荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

(d) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度

分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施

設の機器・配管系については，通常運転時の状態又は運転時の異常な

過渡変化時の状態で作用する荷重と動的地震力又は静的地震力とを組

み合わせる。 

ｃ．荷重の組合せ上の留意事項 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設に作用する地震
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力のうち動的地震力については，水平２方向と鉛直方向の地震力とを

適切に組み合わせ算定するものとする。 

(b) ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいことが判明してい

る場合には，その他の荷重の組合せ状態での評価は行わないことがあ

る。 

(c) 複数の荷重が同時に作用する場合，それらの荷重による応力の各ピ

ークの生起時刻に明らかなずれがあることが判明しているならば，必

ずしもそれぞれの応力のピーク値を重ねなくてもよいものとする。 

(d) 重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能

を確認する場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震

力と常時作用している荷重，重大事故等時の状態で施設に作用する荷

重及びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

(4) 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は

次のとおりとし，安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥

当性が確認されている許容応力等を用いる。 

ａ．建物・構築物 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

（（e）に記載のものを除く。） 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

すＳクラスの建物・構築物の基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せ

に対する許容限界を適用する。 

 

ただし，原子炉格納容器バウンダリを構成する施設の設計基準事故

時の状態における長期的荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

との組合せに対する許容限界は，「設計基準対象施設について 第４

条：地震による損傷の防止 第１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容

限界」の「(4)許容限界」に示すＳクラスの建物・構築物の弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容

限界を適用する。 

(b) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物（（f）に記載のものを除く。） 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示
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すＢクラス及びＣクラスの建物・構築物の許容限界を適用する。 

(c) 施設区分の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物（（e）

及び(f）に記載のものを除く。) 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

す耐震クラスの異なる施設を支持する建物・構築物の許容限界を適用

する。 

なお，適用に当たっては，「耐震重要度分類」を「設備分類」に読

み替える。 

(d) 建物・構築物の保有水平耐力（（e）及び（f）に記載のものを除く。） 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

す建物・構築物の保有水平耐力に対する許容限界を適用する。 

なお，適用に当たっては，「耐震重要度分類」を「重大事故等対処

施設が代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラス」に読み替える。ただし，常設重大事故緩和設備が

設置される重大事故等対処施設については，当該クラスをＳクラスと

する。 

(e) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の土木構造物 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

1 部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「（4) 許容限界」

に示す屋外重要土木構造物の基準地震動Ｓｓによる地震力との組合

せに対する許容限界を適用する。 

(f) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処

施設の土木構造物 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

すその他の土木構造物の許容限界を適用する。 

ｂ．機器・配管系 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に

示すＳクラスの機器・配管系の基準地震動Ｓｓによる地震力との組
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合せに対する許容限界を適用する。 

ただし，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備及び非常用炉

心冷却設備等の弾性設計用地震動Ｓｄと設計基準事故時の状態にお

ける長期的荷重との組合せに対する許容限界は，「設計基準対象施

設について 第４条：地震による損傷の防止 第 1部 1.3.1.4 荷

重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示すＳクラスの機器・

配管系の弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組

合せに対する許容限界を適用する。 

(b) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等

対処施設の機器・配管系 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に

示すＢクラス及びＣクラスの機器・配管系の許容限界を適用する。 

ｃ．基礎地盤の支持性能 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類

がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物，

機器・配管系及び土木構造物の基礎地盤 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

すＳクラスの建物・構築物，Ｓクラスの機器・配管系，屋外重要土木

構造物，津波防護施設，浸水防止設備並びに津波監視設備及び浸水防

止設備が設置された建物・構築物の基礎地盤の基準地震動Ｓｓによる

地震力との組合せに対する許容限界を適用する。 

(b) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処

施設の建物・構築物，機器・配管系及び土木構造物の基礎地盤 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容限界」に示

すＢクラス又はＣクラスの建物・構築物，機器・配管系及びその他の

土木構造物の基礎地盤の許容限界を適用する。 
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2.1.2.2.5 設計における留意事項 

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 

第１部 1.3.1.5 設計における留意事項」を適用する。 

ただし，適用に当たっては，「耐震重要施設」を「常設耐震重要

重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラス

のもの）が設置される重大事故等対処施設」に，「安全機能」を「重

大事故等に対処するために必要な機能」に読み替える。 

なお，耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設の波及的影響

については，Ｂクラス及びＣクラスの施設に加え，常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢク

ラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設，可搬

型重大事故等対処設備並びに常設重大事故防止設備，常設重大事故

緩和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）のいずれにも

属さない常設の重大事故等対処施設の影響についても評価する。 

また，可搬型重大事故等対処設備については，「2.1.2.2.1 重

大事故等対処施設の耐震設計の基本方針」の（5）に示す方針に従

い，適切な保管がなされていることを併せて確認する。 
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2.1.2.2.6 構造計画と配置計画 

重大事故等対処施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の

影響が低減されるように考慮する。 

建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築物は，

地震力に対し十分な支持性能を有する地盤に支持させる。剛構造と

しない建物・構築物は，剛構造と同等又はそれを上回る耐震安全性

を確保する。 

機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力に対

して構造強度を有する設計とする。配置に自由度のあるものは，耐

震上の観点からできる限り重心位置を低くし，かつ，安定性のよい

据付け状態になるよう配置する。 

また，建物・構築物の建物間相対変位を考慮しても，建物・構築

物及び機器・配管系の耐震安全性を確保する設計とする。 

Ｂクラス及びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故防止設備以

外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡

張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスの

もの）が設置される重大事故等対処施設，可搬型重大事故等対処設

備並びに常設大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）のいずれにも属さない常設の重大事

故等対処施設は，原則，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大

事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設

備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が設置される重大事

故等対処施設に対して離隔をとり配置する，若しくは基準地震動Ｓ

ｓに対し構造強度を保つようにし，常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が設置され

る重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 
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2.1.2.2.7 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないように設計する。 

緊急時対策所の建物については，耐震構造とし，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して，遮蔽性能を確保する。 

また，緊急時対策所の居住性を確保するため，緊急時対策所の換

気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保できるよう，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，過度な破損・変形等が生じない設計

とする。 

 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，

「設計基準対象施設について 第４条：地震による損傷の防止 第

１部 1.3.1.3 地震力の算定方法」及び「設計基準対象施設につい

て 第４条：地震による損傷の防止 第１部 1.3.1.4 荷重の組合

せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系のものを適用

する。 
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2.1.2.3 主要施設の耐震構造 

2.1.2.3.1 原子炉建物 

原子炉建物は，中央部に地上４階，地下１階で平面が約 52m×約

52m の原子炉棟があり，その周囲に地上２階（一部３階），地下２

階の原子炉建物付属棟（以下「付属棟」という。）を配置した鉄

筋コンクリート造の建物である。原子炉棟と付属棟は，一体構造

で同一基礎版上に設置され，本建物の平面は約 89m×約 70m の矩形

をなしている。最下階床面からの高さは約 62m で，地上高さは約

49m である。 

建物中央部には，鋼製格納容器を囲む厚さ約２mの鉄筋コンクリ

ート造の生体遮蔽壁があり，その外側に原子炉棟と付属棟を区切

る壁及び付属棟の外壁がある。 

これらは，原子炉建物の主要な耐震壁を構成し，それぞれ壁の

間を強固な床版で一体に連結しているので，極めて剛な構造とな

っている。 

なお，この原子炉建物に収納するＳクラスの機器・配管系は，

できる限り剛強な生体遮蔽壁又は床に直接支持させ，地震時反力

を直接建物に伝えるように設計する。 

2.1.2.3.2 タービン建物 

タービン建物は，地上３階（一部４階），地下１階建で平面が

約 137m（東西方向）×約 50m（南北方向）の鉄筋コンクリート造

の建物である。 

原子炉は，直接サイクルであり，タービンが原子炉冷却系に接

続しているので，タービン建物はＢクラスではあるが，直接又は

コンクリートを介して基礎岩盤で支持させる。 

建物の内部は，多くの遮蔽壁をもち，相当に剛性が高く，十分

な耐震性を有する構造となっている。 

2.1.2.3.3 廃棄物処理建物 

廃棄物処理建物は，地上５階，地下２階建で平面が約 56m（東西

方向）×約 54m（南北方向）の鉄筋コンクリート造の建物である。 

廃棄物処理建物は，Ｂクラスではあるが直接基礎岩盤で支持さ

せる。 

建物の内部は，放射性廃棄物処理施設を収納するので，多くの

遮蔽壁をもち，剛性が高く十分な耐震性を有する構造となってい

る。 

2.1.2.3.4 防波壁 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力

擁 壁の 3種類の構造形式に区分され，敷地護岸沿いに設置する。 
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多重鋼管杭式擁壁は，延長約 430m，天端高さ T.P.+15m であり，  

鋼管杭と鋼管杭を被覆した鉄筋コンクリート（被覆コンクリート）

で構成される。鋼管杭は直径 1.6～2.2m で，岩盤に根入れさせて

いる。 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁は，延長約 320m，天端高さ T.P.+15m であり，

鋼管杭と鉄筋コンクリート（逆Ｔ擁壁）で構成される。鋼管杭は

直径 1.3m で，岩盤に根入れさせている。 

波返重力擁壁は，延長約 760m，天端高さ T.P.+15m であり，鉄筋  

コンクリート製である。波返重力擁壁は，ケーソンの上部に設置

され，ケーソンはＭＭＲを介して岩着している。 

2.1.2.3.5 原子炉格納容器 

原子炉格納容器は，上下部半球胴部円筒系ドライウェルと円環

形サプレッション・チェンバで構成され，容器の主要寸法はそれ

ぞれドライウェル円筒部直径約 23m，サプレッション・チェンバの

円環部断面直径約 9.4m，円環部中心線直径約 38m，全体の高さは

約 37m である。 

ドライウェル下部及びサプレッション・チェンバ支持脚は建物

基礎版上に設置する。 

ドライウェル上部と生体遮蔽壁との間にシアラグを設け，原子

炉圧力容器から原子炉格納容器に伝えられる水平力及び原子炉格

納容器にかかる水平力の一部を周囲の生体遮蔽壁を介して建物に

伝える構造となっている。 

2.1.2.3.6 原子炉圧力容器 

原子炉圧力容器は底部の鋼製スカートで支持し，スカートは鋼

製円筒形基礎にアンカ・ボルトで接続されている。原子炉圧力容

器の上部は，ガンマ線遮蔽壁頂部でスタビライザによって水平方

向に支持し，ガンマ線遮蔽壁の頂部は鋼製フレーム（スタビライ

ザ）によって原子炉格納容器と結合する。 

2.1.2.3.7 原子炉圧力容器内部構造物 

炉心シュラウドはシュラウド支持脚を介して原子炉圧力容器の

下部に溶接する。 

燃料集合体に作用する水平力は上部格子板及び炉心支持板を通

して炉心シュラウドに伝える。燃料集合体はチャンネル・ボックス

に納め，燃料棒は燃料集合体頂部及び底部のタイ・プレートで押さ

えられ，中間部もスペーサによって押さえられるので過度の変形を

生ずることはない。 

気水分離器はシュラウド・ヘッドに取付けられたスタンド・パイ

プに溶接する。蒸気乾燥器は原子炉圧力容器に付けたブラケットで

支持する。 

24



 

 

2.1.2-22 

20 個のジェット・ポンプは炉心シュラウドの外周に配置する。ジ

ェット・ポンプ・ライザ管は原子炉圧力容器を貫通して立ち上がり，

上部において圧力容器にライザ・ブレースで支持する。ジェット・

ポンプのディフューザ下部はバッフル板に溶接する。 

制御棒駆動機構ハウジングは，上部は原子炉圧力容器底部のスタ

ブ・チューブに溶接し，下部はハウジング・サポートで支持するの

で地震力に対しても十分な強度をもつ。 

2.1.2.3.8 再循環系 

再循環ループは２ループあって，原子炉圧力容器からステンレ

ス鋼管で下方に伸び，その下部に再循環ポンプを設け，再び立上

げてヘッダに入れ，そこから５本のステンレス鋼管に分け，原子

炉圧力容器に接続する。この系は高温であることから熱膨張によ

る変位を拘束しないよう，主にスナッバ及びハンガを用いて支持

する。また，支持間隔は，適切な剛性及び減衰を有する系となる

ような間隔とする。 

再循環ポンプはハンガで支持する。 

2.1.2.3.9 第 1 ベントフィルタ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽は，平面が約 13m（南北方向）×約

25m（東西方向）の鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，MMR

を介して CM 級岩盤に支持される。 

2.1.2.3.10 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽は，平面が約 13m（南北方向）

×約 27m（東西方向）の水槽とポンプ格納槽に大別される鉄筋コ

ンクリート造の地中構造物であり，CM 級岩盤に支持される。 

2.1.2.3.11 ガスタービン発電機建物 

ガスタービン発電機建物は，地上３階建で平面が約 44m（東西

方向）×約 43m（南北方向）の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄

筋コンクリート造及び鉄骨造）の建物である。 

ガスタービン発電機建物は，直接基礎岩盤で支持させる。 

建物の内部は，多くの耐震壁をもち，剛性が高く十分な耐震性

を有する構造となっている。 

 

 

 

 

2.1.2.3.12 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタ

ービン発電機） 
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屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスター

ビン発電機）は，延長約 56m，幅約 3m の鉄筋コンクリート造の地

中構造物であり，MMR を介して CM 級岩盤に支持される。 

2.1.2.3.13 非常用取水設備 

非常用取水設備は，以下の各設備からなる一連の設備として設

置する。 

(1) 取水口 

取水口は，輪谷湾内に設置される直径約 19m×高さ約 13m（内

径約 8m，内空高さ約 10m）の基部をアンカーコンクリートで巻

き立てられた鋼製の構造物であり，CM 級岩盤に直接支持される。

取水口は 2基あり，両者の設置高さに違いはない。 

(2) 取水管 

取水管は，直径約 4m で長さ約 130m と長さ約 125m の 2 系統で

構成される，通水方向に対して一様の断面形状を示す鋼製の構

造物であり，岩盤掘削した中に砕石又はコンクリートを介して

CM 級岩盤に支持される。 

(3) 取水槽 

取水槽は，平面が約 47m（南北方向）×約 35m（東西方向）の

ポンプ室とスクリーン室に大別される鉄筋コンクリート造の半

地下式構造物であり，CM 級岩盤に直接支持される。ポンプ室は，

T.P.+1.1m より上部のポンプ室と下部の 3連のボックスカルバ

ート形状の水路から構成され，スクリーン室は，T.P.+4.0m よ

り上部の除じん機室と下部の 6連のボックスカルバート形状の

水路から構成される。 

2.1.2.3.14 可搬型重大事故等対処設備保管場所 

可搬型重大事故等対処設備保管場所は，発電所構内の第１～第

４保管エリアの合計４箇所設置し，設計基準事故対処設備及び常

設重大事故等対処設備と同時に必要な機能が失われないよう，

100m 以上の離隔をとる。また，基準地震動Ｓｓに対し，周辺斜

面の崩壊，敷地下斜面のすべり，周辺構造物の損壊の影響を受け

ない場所とする。 

2.1.2.3.15 その他 

その他の機器・配管系については，運転荷重，地震荷重，熱膨

張による荷重の下で不都合な応力が生じないよう，必要に応じて

リジット・ハンガ，スナッバ，その他の装置を使用して耐震的に

も熱的にも十分な設計を行う。 

2.1.2.4 地震検知による耐震安全性の確保 

2.1.2.4.1 地震感知器 
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原子炉保護系の１つとして地震感知器を設け，ある程度以上の地

震が起こった場合に原子炉を自動的に停止させる。スクラム設定値

は弾性設計用地震動Ｓｄの加速度レベルに余裕を持たせた値とする。

原子炉保護系は，フェイル・セーフ設備とするが，地震以外のショ

ックによって原子炉をスクラムさせないよう配慮する。 

地震感知器は，基盤の地震動をできるだけ直接的に検出するため

建物基礎版の位置，また主要な機器が配置されている代表的な床面

に設置する。なお，設置に当たっては，試験及び保守が可能な原子

炉建物の適切な場所に設置する。 

2.1.2.4.2 地震観測等による耐震性の確認 

発電用原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対しては，地震

観測網を適切に設置し，地震観測等により振動性状の把握を行い，

それらの測定結果に基づく解析等により施設の機能に支障のないこ

とを確認していくものとする。 

地震観測を継続して実施するために，地震観測網の適切な維持管

理を行う。 
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第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（１／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅰ．常設耐震重要重大

事故防止設備以外

の常設重大事故防

止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの以外のもの 

(1)核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

・燃料プール水位（ＳＡ） 

・燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

 

(2)原子炉冷却系統施設 

・原子炉建物ブローアウトパネル 

 

(3)計測制御系統施設 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

・ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

・Ｎ２ガスボンベ圧力 

 

(4)放射線管理施設 

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

（ＳＡ） 

 

(5)非常用取水設備 

・取水口〔Ｃ〕 

・取水管〔Ｃ〕 

・取水槽〔Ｃ〕 
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第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（２／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅱ．常設耐震重要重大

事故防止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの 

(1)原子炉本体 

・原子炉圧力容器〔Ｓ〕 

 

(2)核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料プールスプレイ系 配管・弁［流路］ 

・燃料プール冷却ポンプ〔Ｂ〕 

・燃料プール冷却系熱交換器〔Ｂ〕 

・原子炉補機冷却系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系 サージタンク［流路］〔Ｓ〕 

・燃料プール冷却系 配管・弁［流路］〔Ｓ，Ｂ〕 

・燃料プール冷却系 スキマサージタンク［流路］〔Ｂ〕 

・燃料プール冷却系 ディフューザ［流路］〔Ｂ〕 

・燃料プール〔Ｓ〕 

 

(3)原子炉冷却系統施設 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 

・高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁［流路］ 

・主蒸気系 配管・クエンチャ［流路］〔Ｓ，Ｂ〕 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁［流路］ 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉浄化系 配管［流路］〔Ｓ〕 

・給水系 配管・弁・スパージャ［流路］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁［操作対象弁］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ［流路］〔Ｓ〕 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁［流路］〔Ｂ〕 

・原子炉補機冷却系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系 サージタンク［流路］〔Ｓ〕 

・残留熱除去系熱交換器［流路］〔Ｓ〕 

・低圧原子炉代替注水槽 

・サプレッション・チェンバ〔Ｓ〕 
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第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（３／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅱ．常設耐震重要重大

事故防止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの 

(4)計測制御系統施設 

・ATWS 緩和設備（代替制御棒挿入機能） 

・制御棒〔Ｓ〕 

・制御棒駆動機構（水圧駆動）〔Ｓ〕 

・制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット〔Ｓ〕 

・制御棒駆動水圧系配管・弁［流路］〔Ｓ，Ｂ〕 

・ATWS 緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

・ほう酸水注入ポンプ〔Ｓ〕 

・ほう酸水貯蔵タンク〔Ｓ〕 

・ほう酸水注入系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部）

［流路］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ〔Ｓ〕 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

・自動減圧起動阻止スイッチ 

・代替自動減圧起動阻止スイッチ 

・逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

・原子炉圧力〔Ｓ〕 

・原子炉圧力（ＳＡ） 

・原子炉水位（広帯域）〔Ｓ〕 

・原子炉水位（燃料域）〔Ｓ〕 

・原子炉水位（ＳＡ） 

・高圧原子炉代替注水流量 

・代替注水流量（常設） 

・残留熱代替除去系原子炉注水流量 

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

・ペデスタル温度（ＳＡ） 

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

・ドライウェル圧力（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

・ドライウェル水位 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

・格納容器水素濃度〔Ｓ〕 

・格納容器水素濃度（ＳＡ） 

・中性子源領域計装〔Ｓ〕 

・平均出力領域計装〔Ｓ〕 

・スクラバ容器水位 

・スクラバ容器圧力 

・スクラバ水ｐＨ 

・ドライウェル温度（ＳＡ） 

・低圧原子炉代替注水槽水位 

・Ｃ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｄ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｃ－ロードセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｄ－ロードセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・ＨＰＣＳ－コントロールセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）電圧 

・Ａ－115V 系直流盤母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｂ－115V 系直流盤母線電圧〔Ｓ〕 
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第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（４／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅱ．常設耐震重要重大

事故防止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの 

(4)計測制御系統施設（続き） 

・230V 系直流盤（ＲＣＩＣ）母線電圧〔Ｓ〕 

・ガスタービン発電機電圧 

 

(5)放射線管理施設 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル）〔Ｓ〕 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェン

バ）〔Ｓ〕 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

・中央制御室遮蔽〔Ｓ〕 

・再循環用ファン〔Ｓ〕 

・チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン〔Ｓ〕 

・非常用チャコール・フィルタ・ユニット〔Ｓ〕 

・中央制御室換気系ダクト［流路］〔Ｓ〕 

・中央制御室換気系ダンパ［流路］〔Ｓ〕 

 

(6)原子炉格納施設 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁［流路］〔Ｂ〕 

・残留熱除去系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・格納容器スプレイ・ヘッダ［流路］〔Ｓ〕 

・格納容器代替スプレイ系 配管・弁［流路］ 

・第１ベントフィルタスクラバ容器 

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

・圧力開放板 

・格納容器フィルタベント系 配管・弁［流路］ 

・窒素ガス制御系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・非常用ガス処理系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・遠隔手動弁操作機構 

・原子炉格納容器〔Ｓ〕 
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第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（５／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅱ．常設耐震重要重大

事故防止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの 

(7)非常用電源設備 

・SRV 用電源切替盤 

・ガスタービン発電機 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ガスタービン発電機用サービスタンク 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁［燃料流路］ 

・ガスタービン発電機用軽油タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］ 

・Ｂ－115V 系蓄電池〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 

・230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）〔Ｓ〕 

・Ｂ－115V 系充電器〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

・230V 系充電器（ＲＣＩＣ）〔Ｓ〕 

・ＳＡ用 115V 系蓄電池 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

・230V 系充電器（常用）〔Ｓ〕 

・緊急用メタクラ 

・メタクラ切替盤 

・緊急用メタクラ接続プラグ盤 

・高圧発電機車接続プラグ収納箱 

・ＳＡロードセンタ 

・ＳＡ１コントロールセンタ 

・ＳＡ２コントロールセンタ 

・充電器電源切替盤 
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2.1.2-30 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（６／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅱ．常設耐震重要重大

事故防止設備 

常設重大事故防止設備

であって，耐震重要施設

に属する設計基準対処

設備が有する機能を代

替するもの 

(7)非常用電源設備（続き） 

・ＳＡ電源切替盤 

・重大事故操作盤 

・非常用高圧母線Ｃ系〔Ｓ〕 

・非常用高圧母線Ｄ系〔Ｓ〕 

 

(8)補機駆動用燃料設備 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ガスタービン発電機用軽油タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］ 
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2.1.2-31 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（７／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅲ．常設重大事故緩和

設備 

重大事故等対処設備の

うち，重大事故が発生し

た場合において，当該重

大事故の拡大を防止し，

又はその影響を緩和す

るための機能を有する

設備であって常設のも

の 

(1)原子炉本体 

・原子炉圧力容器[Ｓ] 

 

(2)核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料プールスプレイ系 配管・弁［流路］ 

・燃料プール水位（ＳＡ） 

・燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

・燃料プール〔Ｓ〕 

 

(3)原子炉冷却系統施設 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 

・高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁［流路］ 

・主蒸気系 配管・クエンチャ［流路］〔Ｓ，Ｂ〕 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁［流路］ 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉浄化系 配管［流路］〔Ｓ〕 

・給水系 配管・弁・スパージャ［流路］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁［操作対象弁］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ〔Ｓ〕 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁［流路］〔Ｂ〕 

・低圧原子炉代替注水槽 

・サプレッション・チェンバ〔Ｓ〕 
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2.1.2-32 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（８／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅲ．常設重大事故緩和

設備 

重大事故等対処設備の

うち，重大事故が発生し

た場合において，当該重

大事故のその影響を緩

和するための機能を有

する設備であって常設

のもの 

(4)計測制御系統施設 

・ほう酸水注入ポンプ〔Ｓ〕 

・ほう酸水貯蔵タンク〔Ｓ〕 

・ほう酸水注入系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部）

［流路］〔Ｓ〕 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ〔Ｓ〕 

・格納容器水素濃度（ＳＡ） 

・格納容器水素濃度〔Ｓ〕 

・格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

・格納容器酸素濃度〔Ｓ〕 

・静的触媒式水素処理装置入口温度 

・静的触媒式水素処理装置出口温度 

・原子炉建物水素濃度 

・原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

・原子炉圧力〔Ｓ〕 

・原子炉圧力（ＳＡ） 

・原子炉水位（広帯域）〔Ｓ〕 

・原子炉水位（燃料域）〔Ｓ〕 

・原子炉水位（ＳＡ） 

・高圧原子炉代替注水流量 

・代替注水流量（常設） 

・残留熱代替除去系原子炉注水流量 

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

・ドライウェル温度（ＳＡ） 

・ペデスタル温度（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

・ドライウェル圧力（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

・ドライウェル水位 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

・ペデスタル水位 

・残留熱除去系熱交換器出口温度〔Ｓ〕 

・スクラバ容器水位 

・スクラバ容器圧力 

・スクラバ水ｐＨ 

・低圧原子炉代替注水槽水位 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ

用冷却設備を含む。） 

・安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 

・Ｃ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｄ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｃ－ロードセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｄ－ロードセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・ＨＰＣＳ－コントロールセンタ母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）電圧 

・Ａ－115V 系直流盤母線電圧〔Ｓ〕 

・Ｂ－115V 系直流盤母線電圧〔Ｓ〕 
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2.1.2-33 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（９／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅲ．常設重大事故緩和

設備 

重大事故等対処設備の

うち，重大事故が発生し

た場合において，当該重

大事故のその影響を緩

和するための機能を有

する設備であって常設

のもの 

(4)計測制御系統施設（続き） 

・230V 系直流盤（ＲＣＩＣ）母線電圧〔Ｓ〕 

・ガスタービン発電機電圧 

・無線通信設備（固定型） 

 

(5)放射線管理施設 

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

（ＳＡ） 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル）〔Ｓ〕 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェン

バ）〔Ｓ〕 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

・中央制御室遮蔽〔Ｓ〕 

・中央制御室待避室遮蔽 

・再循環用ファン〔Ｓ〕 

・チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン〔Ｓ〕 

・非常用チャコール・フィルタ・ユニット〔Ｓ〕 

・中央制御室換気系ダクト[流路]〔Ｓ〕 

・中央制御室待避室空気ボンベ（配管・弁）[流路] 

・中央制御室換気系ダンパ［流路］〔Ｓ〕 

・緊急時対策所遮蔽 

・緊急時対策所空気浄化装置（配管・弁）[流路] 

・緊急時対策所空気ボンベ（配管・弁）[流路] 
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2.1.2-34 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（１０／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅲ．常設重大事故緩和

設備 

重大事故等対処設備の

うち，重大事故が発生し

た場合において，当該重

大事故のその影響を緩

和するための機能を有

する設備であって常設

のもの 

(6)原子炉格納施設 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁［流路］〔Ｂ〕 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ［流路］〔Ｓ〕 

・格納容器スプレイ・ヘッダ［流路］〔Ｓ〕 

・格納容器代替スプレイ系 配管・弁［流路］ 

・第１ベントフィルタスクラバ容器 

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

・圧力開放板 

・格納容器フィルタベント系 配管・弁［流路］ 

・窒素ガス制御系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・非常用ガス処理系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・遠隔手動弁操作機構 

・残留熱代替除去ポンプ 

・残留熱除去系熱交換器〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系サージタンク［流路］〔Ｓ〕 

・残留熱代替除去系 配管・弁［流路］ 

・コリウムシールド 

・ペデスタル代替注水系 配管・弁［流路］ 

・窒素ガス代替注入系 配管・弁［流路］ 

・静的触媒式水素処理装置 

・非常用ガス処理系排気ファン〔Ｓ〕 

・前置ガス処理装置［流路］〔Ｓ〕 

・後置ガス処理装置［流路］〔Ｓ〕 

・排気管［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉建物ブローアウトパネル閉止装置 

・原子炉格納容器〔Ｓ〕 

・原子炉棟〔Ｓ〕 
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2.1.2-35 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（１１／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅲ．常設重大事故緩和

設備 

重大事故等対処設備の

うち，重大事故が発生し

た場合において，当該重

大事故のその影響を緩

和するための機能を有

する設備であって常設

のもの 

(7)非常用電源設備 

・ガスタービン発電機 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ガスタービン発電機用サービスタンク 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

・ガスタービン発電機用燃料移送配管・弁［燃料流路］ 

・ガスタービン発電機用軽油タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］ 

・Ｂ－115V 系蓄電池〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 

・Ｂ－115V 系充電器〔Ｓ〕 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

・ＳＡ用 115V 系蓄電池 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

・230V 系充電器（常用）〔Ｓ〕 

・緊急用メタクラ 

・メタクラ切替盤 

・緊急用メタクラ接続プラグ盤 

・高圧発電機車接続プラグ収納箱 

・ＳＡロードセンタ 

・ＳＡ１コントロールセンタ 

・ＳＡ２コントロールセンタ 

・充電器電源切替盤 

・ＳＡ電源切替盤 

・重大事故操作盤 

・非常用高圧母線Ｃ系〔Ｓ〕 

・非常用高圧母線Ｄ系〔Ｓ〕 

・緊急時対策所発電機接続プラグ盤 

・緊急時対策所低圧母線盤 

・緊急時対策所用燃料地下タンク 

 

(8)非常用取水設備 

・取水口〔Ｃ〕 

・取水管〔Ｃ〕 

・取水槽〔Ｃ〕 

 

(9)補機駆動用燃料設備 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ガスタービン発電機用軽油タンク出口ノズル・弁［燃料

流路］ 
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2.1.2-36 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（１２／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅳ．常設重大事故防止

設備（設計基準拡

張） 

設計基準対象施設のう

ち，重大事故等発生時に

機能を期待する設備で

あって，重大事故の発生

を防止する機能を有す

る常設重大事故防止設

備以外の常設のもの 

(1)原子炉冷却系統施設 

・原子炉隔離時冷却ポンプ〔Ｓ〕 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁［流路］〔Ｓ〕 

・主蒸気系 配管［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ 

［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉浄化系 配管［流路］〔Ｓ〕 

・給水系 配管・弁・スパージャ［流路］〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイポンプ〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージ

ャ［流路］〔Ｓ〕 

・残留熱除去系注水弁（MV222-5A）〔Ｓ〕 

・低圧炉心スプレイポンプ〔Ｓ〕 

・低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージ

ャ［流路］〔Ｓ〕 

・残留熱除去ポンプ〔Ｓ〕 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ・ジェットポンプ

［流路］〔Ｓ〕 

・残留熱除去系熱交換器〔Ｓ〕 

・原子炉再循環系 配管［流路］〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却水ポンプ〔Ｓ〕 

・原子炉補機海水ポンプ〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系熱交換器〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系 配管・弁・海水ストレーナ［流路］

〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却系 サージタンク［流路］〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ補機冷却系 配管・弁・海水ストレー

ナ［流路］〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ補機冷却系 サージタンク［流路］〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ〔Ｓ〕 

 

(2)計測制御系統施設 

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイポンプ出口流量〔Ｓ〕 

・残留熱除去ポンプ出口流量〔Ｓ〕 

・低圧炉心スプレイポンプ出口流量〔Ｓ〕 

・残留熱除去系熱交換器入口温度〔Ｓ〕 

・残留熱除去系熱交換器出口温度〔Ｓ〕 

・残留熱除去ポンプ出口流量〔Ｓ〕 

・残留熱除去ポンプ出口圧力〔Ｓ〕 

・原子炉補機冷却ポンプ圧力〔Ｓ〕 

・ＲＣＷ熱交換出口温度〔Ｓ〕 

・ＲＣＷサージタンク水位〔Ｓ〕 

 

(3)原子炉格納施設 

・残留熱除去ポンプ〔Ｓ〕 

・残留熱除去系熱交換器〔Ｓ〕 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ［流路］〔Ｓ〕 
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2.1.2-37 

第 2.1.2.2.2 表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類（１３／１３） 

設備分類 定義 

主要設備 

（〔 〕内は設計基準事故対処施設を 

兼ねる設備の耐震重要度分類） 

Ⅳ．常設重大事故防止

設備（設計基準拡

張） 

設計基準対象施設のう

ち，重大事故等発生時に

機能を期待する設備で

あって，重大事故の発生

を防止する機能を有す

る常設重大事故防止設

備以外の常設のもの 

(4)非常用電源設備 

・非常用ディーゼル発電機〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機〔Ｓ〕 

・ディーゼル燃料移送ポンプ〔Ｓ〕 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク〔Ｓ〕 

・ディーゼル燃料デイタンク〔Ｓ〕 

・非常用ディーゼル発電機燃料移送系 配管・弁［燃料流

路］〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送系 配

管・弁[燃料流路] 〔Ｓ〕 

・Ａ－115V 系蓄電池〔Ｓ〕 

・230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ系蓄電池〔Ｓ〕 

・Ａ－原子炉中性子計装用蓄電池〔Ｓ〕 

・Ｂ－原子炉中性子計装用蓄電池〔Ｓ〕 

・Ａ－115V 系充電器〔Ｓ〕 

・230V 系充電器（ＲＣＩＣ）〔Ｓ〕 

・高圧炉心スプレイ系充電器〔Ｓ〕 

・Ａ－原子炉中性子計装用充電器〔Ｓ〕 

・Ｂ－原子炉中性子計装用充電器〔Ｓ〕 
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3.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備【46 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備) 

第四十六条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備を設けなければな

らない。 

（解釈) 

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材

圧力バウンダリを減圧するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）ロジックの追加

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で、逃がし安全弁を作動さ

せる減圧自動化ロジックを設けること(BWR の場合)。 

（２）可搬型重大事故防止設備

ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の

場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動さ

せ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手動設備又は可

搬型代替直流電源設備を配備すること。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬型コンプレッサー又は窒素

ボンベを配備すること。 

ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等が発生した場合の環境条件において

確実に作動すること。 

3.3-1
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3.3.1 適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，設計基準事故対処設備が

有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する

ために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の系統概要図及び説明図を

第 3.3-1 図から第 3.3-4 図に示す。 

3.3.1.1 重大事故等対処設備（原子炉冷却系統施設） 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧時に炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備として逃がし安全弁を設ける。 

(1) フロントライン系故障時に用いる設備

ａ．原子炉減圧の自動化 

逃がし安全弁の自動減圧機能が喪失した場合の重大事故等対処設備とし

て，逃がし安全弁を代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）により作

動させ使用する。 

逃がし安全弁は，代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）からの信

号により，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータに蓄圧された窒素

ガスをアクチュエータのピストンに供給することで作動し，蒸気を排気管

によりサプレッション・チェンバのプール水面下に導き凝縮させることで，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧できる設計とする。 

なお，原子炉緊急停止失敗時に自動減圧系が作動すると，高圧炉心スプ

レイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系から大

量の冷水が注水され出力の急激な上昇につながるため，自動減圧起動阻止

スイッチにより自動減圧系による自動減圧を阻止し，代替自動減圧起動阻

止スイッチにより代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）による自動

減圧を阻止する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）(3.3.1.2 重大事故等対処

設備（計測制御系統施設)）

・自動減圧起動阻止スイッチ（3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測制御

系統施設））

・代替自動減圧起動阻止スイッチ（3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測

制御系統施設））

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故等

対処設備(設計基準拡張)として使用する。 

3.3-2
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ｂ．手動による原子炉減圧 

逃がし安全弁の自動減圧機能が喪失した場合の重大事故等対処設備とし

て，逃がし安全弁を手動により作動させて使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔手動操作により，逃がし安全弁

逃がし弁機能用アキュムレータに蓄圧された窒素ガスをアクチュエータの

ピストンに供給することで作動し，蒸気を排気管によりサプレッション・

チェンバのプール水面下に導き凝縮させることで，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧できる設計とする。

主要な設備は，以下のとおりとする。

・逃がし安全弁

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

・所内常設蓄電式直流電源設備（3.14 電源設備）

・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備）

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエンチャを重大事故等対処設

備として使用する。 

(2) サポート系故障時に用いる設備

ａ．常設直流電源系統喪失時の減圧 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし安全

弁の機能回復のための重大事故等対処設備として，可搬型直流電源設備及

び主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）を使用する。 

(a) 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし安

全弁の機能回復のための重大事故等対処設備として，可搬型直流電源設

備及びＳＲＶ用電源切替盤を使用する。 

可搬型直流電源設備は，逃がし安全弁の作動に必要な常設直流電源系

統が喪失した場合においても，ＳＲＶ用電源切替盤を切り替えることに

より，逃がし安全弁（８個）の作動に必要な電源を供給できる設計とす

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備)

・ＳＲＶ用電源切替盤

(b) 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁機能回

復

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし

安全弁の機能回復のための重大事故等対処設備として，主蒸気逃がし安

全弁用蓄電池（補助盤室）を使用する。 

3.3-3
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主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，逃がし安全弁の作動  

に必要な常設直流電源系統が喪失した場合においても，逃がし安全弁の

作動回路に接続することにより，逃がし安全弁（２個）を一定期間にわ

たり連続して開状態を保持できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）

ｂ．逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし安全

弁の機能回復のための重大事故等対処設備として，逃がし安全弁窒素ガス

供給系を使用する。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，逃がし安全弁の作動に必要な逃がし安

全弁逃がし弁機能用アキュムレータの充填圧力が喪失した場合において，

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスを供給できる設計とする。 

なお，逃がし安全弁用窒素ガスボンベの圧力が低下した場合は，現場で

逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替えが可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ(3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測制

御系統施設）） 

本系統の流路として，逃がし安全弁窒素ガス供給系の配管及び弁並びに

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータを重大事故等対処設備とし

て使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である逃がし安全弁を重大事故等対処設

備として使用する。 

ｃ．代替電源設備を用いた逃がし安全弁の復旧 

(a) 代替直流電源設備による復旧

全交流動力電源又は常設直流電源系統が喪失した場合の重大事故等対

処設備として，可搬型直流電源設備を使用する。 

逃がし安全弁は，可搬型直流電源設備により作動に必要な直流電源が供給

されることにより機能を復旧し，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備）

(b) 代替交流電源設備による復旧

全交流動力電源又は常設直流電源系統が喪失した場合の重大事故等対

処設備として，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備を使用

する。 

逃がし安全弁は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備に
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より所内常設蓄電式直流電源設備を受電し，作動に必要な直流電源が供給

されることにより機能を復旧し，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備）

(3) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，炉心損傷時に原

子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出及

び格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防止するための重

大事故等対処設備として，逃がし安全弁を使用する。 

本系統は，「(1) ｂ．手動による原子炉減圧」と同じである。 

(4) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に用いる設備

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の重大事故等対処設備として，逃

がし安全弁，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び残留熱除去系注水

弁を使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作によって作動させ，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧させることで原子炉冷却材の漏えいを抑制できる設

計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，高圧の原子炉冷却材が原子炉

棟へ漏えいして蒸気となり，原子炉棟内の圧力が上昇した場合において，外気

との差圧により自動的に開放し，原子炉棟内の圧力及び温度を低下させること

ができる設計とする。 

残留熱除去系注水弁は，現場で弁を操作することにより原子炉冷却材の漏え

い箇所を隔離できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

・逃がし安全弁

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

・所内常設蓄電式直流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型直流電源設備(3.14 電源設備)

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエンチャを重大事故等対処設備と

して使用する。 

なお，設計基準事故対処設備である残留熱除去系注水弁を重大事故等対処設

備(設計基準拡張)として使用する。 
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原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機器仕様を第 3.3-1

表に示す。 

残留熱除去系注水弁については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」に記載する。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能），自動減圧起動阻止スイッチ，代替

自動減圧起動阻止スイッチ及び逃がし安全弁用窒素ガスボンベについては，

「3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測制御系統施設）」に記載する。 

非常用交流電源設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 

所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，

常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備については，「3.14 電源設備」

に記載する。 
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3.3.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

逃がし安全弁及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準事故

対処設備と重大事故等対処設備としての安全機能を兼ねる設備であるが，想定さ

れる重大事故等時に必要となる個数に対して十分に余裕をもった個数を分散して

設置する設計とする。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作又は代替自動減圧ロジック（代替自

動減圧機能）からの信号により作動することで，自動減圧機能による作動に対し

て多様性を有する設計とする。また，逃がし安全弁は，所内常設蓄電式直流電源

設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備及び主蒸気逃がし安全弁用蓄

電池（補助盤室）からの給電により作動することで，非常用直流電源設備からの

給電による作動に対して多様性を有する設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の多様性，位置的分散については

「3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測制御系統施設）」に記載し，所内常設蓄電式

直流電源設備，常設代替直流電源設備，及び可搬型直流電源設備の多様性，位置

的分散については「3.14 電源設備」に記載する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，廃棄物処理建物内の１階（補助盤

室）に保管することで，廃棄物処理建物内地下１階中階の非常用蓄電池及び廃棄

物処理建物内１階（消火ボンベ室）のＳＡ用 115Ｖ系蓄電池と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

3.3.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

逃がし安全弁及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準事故

対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す

ることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，通常時は主蒸気逃がし安全弁用蓄

電池（補助盤室）を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接続操作等

により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，治具による固定等をすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤は，通常時は設計基準対象施設として使用する場合と同じ系

統構成とし，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，他の設備と独立して作動すること

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，開放動作により，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 
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3.3.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

逃がし安全弁は，設計基準事故対処設備の逃がし安全弁と兼用しており，設計

基準事故対処設備としての弁吹出量が，想定される重大事故等時において，原子

炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な弁吹出量に対して十分であるた

め，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，設計基準対象施設の逃がし安

全弁の逃がし弁機能用アキュムレータと兼用しており，設計基準対象施設として

の逃がし弁機能用アキュムレータの容量が，想定される重大事故等時において，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための逃がし安全弁の開動作に必要な供

給窒素の容量に対して十分であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，想定される重大事故等時におい

て，逃がし安全弁２個を一定期間にわたり連続して開状態を保持できる容量を有

するものを１セット２個使用する。 

保有数は，１セット２個に加えて，故障時及び保守点検による待機徐外時のバ

ックアップ用として１セット２個の合計４個を保管する。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，想定される重大事故等時におい

て，原子炉棟内に漏えいした蒸気を原子炉建物外に排気して，原子炉棟内の圧力

及び温度を低下させるために必要となる容量を有する設計とする。 

3.3.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

逃がし安全弁は，想定される重大事故等時に確実に作動するように，原子炉格

納容器内に設置し，制御用空気が喪失した場合に使用する逃がし安全弁窒素ガス

供給系の逃がし安全弁用窒素ガスボンベの容量の設定も含めて，想定される重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

逃がし安全弁の操作は，想定される重大事故等時において中央制御室で可能な

設計とする。 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，原子炉格納容器内に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，廃棄物処理建物内の補助盤室に

保管及び設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）の常設設備との接続及び操作は，想

定される重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤は，廃棄物処理建物内の補助盤室に設置し，想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤の操作は，想定される重大事故等時において，設置場所で

可能な設計とする。 
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原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，原子炉棟と屋外との境界に設置

し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

3.3.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

逃がし安全弁及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，想定される

重大事故等時において，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統構

成で重大事故等対処設備として使用する設計とする。 

逃がし安全弁は，中央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，想定される重大事故等時におい

て，通常時の系統構成から接続操作により速やかに切り替えられる設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，人力による運搬が可能な設計と

し，屋内のアクセスルートを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設置

場所にて固縛による固定等が可能な設計とする。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）の接続は，ボルト・ネジ接続とし，

一般的に用いられる工具を用いて確実に接続することができる設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤は，想定される重大事故等時において，通常の系統構成か

ら遮断器操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤は，設置場所にて操作が可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，想定される重大事故等時におい

て，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，原子炉棟内と外気との差圧によ

り自動的に開放する設計とする。 

3.3.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

逃がし安全弁及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータは，発電用原子

炉の停止中に機能・性能及び漏えいの有無の確認並びに外観の確認が可能な設計

とする。また，逃がし安全弁は，発電用原子炉の停止中に分解が可能な設計とす

る。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は，発電用原子炉の運転中又は停止

中に，機能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

ＳＲＶ用電源切替盤は，発電用原子炉の停止中に，機能・性能及び外観の確認

が可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネルは，発電用原子炉の運転中又は停止

中に，外観の確認が可能な設計とする。
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第 3.3-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機 

器仕様 

(1) 逃がし安全弁

個  数 12 

容  量  

(安全弁機能) 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 
弁個数 

容量／個 

(吹出圧力において)(t/h) 

8.14 ２ 407 

8.21 ３ 410 

8.28 ３ 413 

8.35 ４ 417 

(逃がし弁機能) 

吹出圧力 

(MPa[gage]) 
弁個数 

容量／個 

(吹出圧力×1.03 において)(t/h) 

7.58 ２ 367 

7.65 ３ 370 

7.72 ３ 373 

7.79 ４ 377 

(2) 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

個  数 12 

容  量 約 15L/個 

(3) 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）

型  式 制御弁式据置鉛蓄電池 

個  数 ２（予備２） 

容  量 約 24Ah/個 

電  圧 115V 

使用箇所 廃棄物処理建物１階（補助盤室） 

保管場所 廃棄物処理建物１階（補助盤室） 

(4) ＳＲＶ用電源切替盤

個  数 １ 

(5) 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル

個  数 １式 

取付箇所 原子炉建物４階 
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3.3.1.2 重大事故等対処設備（計測制御系統施設） 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧時に炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備として，逃がし安全弁を作動させる代替自動減圧ロジック（代替自動減

圧機能）及び逃がし安全弁窒素ガス供給系を設ける。 

逃がし安全弁については，「3.3.1.1 重大事故等対処設備（原子炉冷却系統施

設）」に記載する。 

(1) フロントライン系故障時に用いる設備

ａ. 原子炉減圧の自動化 

自動減圧機能が喪失した場合の重大事故等対処設備として，代替自動減圧

ロジック（代替自動減圧機能）を使用する。

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，原子炉水位低（レベル１）

及び残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ

運転の場合に，逃がし安全弁用電磁弁を作動させることにより，逃がし安全

弁を強制的に開放し，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧させることができ

る設計とする。 

12 個の逃がし安全弁のうち，２個がこの機能を有している。 

なお，原子炉緊急停止失敗時に自動減圧系が作動すると，高圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系から大量の

冷水が注水され出力の急激な上昇につながるため，自動減圧起動阻止スイッ

チにより自動減圧系による自動減圧を阻止し，代替自動減圧起動阻止スイッ

チにより代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）による自動減圧を阻止

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）

・自動減圧起動阻止スイッチ

・代替自動減圧起動阻止スイッチ

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故等対

処設備(設計基準拡張)として使用し，設計基準事故対処設備である逃がし安

全弁を重大事故等対処設備として使用する。 

(2) サポート系故障時に用いる設備

ａ. 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備のうち，逃がし安全弁

の機能回復のための重大事故等対処設備として，逃がし安全弁窒素ガス供給

系を使用する。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，逃がし安全弁の作動に必要な逃がし安全

弁逃がし弁機能用アキュムレータの充填圧力が喪失した場合において，逃が

し安全弁の作動に必要な窒素ガスを供給できる設計とする。 
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なお，逃がし安全弁用窒素ガスボンベの圧力が低下した場合は，現場で逃

がし安全弁用窒素ガスボンベの切替えが可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ

本系統の流路として，逃がし安全弁窒素ガス供給系の配管及び弁並びに逃

がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータを重大事故等対処設備として使

用する。 

その他，設計基準事故対処設備である逃がし安全弁を重大事故等対処設備

として使用する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機器仕様を第

3.3-2 表に示す。 

非常用交流電源設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 
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3.3.1.2.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，原子炉水位低（レベル１）及

び残留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に，ドライウェル圧

力高信号を必要とせず，発電用原子炉の自動減圧を行うことが可能な設計とし，

自動減圧系の論理回路に対して異なる作動論理とすることで可能な限り多様性を

有する設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，他の設備と電気的に分離する

ことで，共通要因によって同時に機能を損なわない設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，自動減圧系と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，自動減圧系の制御盤と位置的分散を図る設計と

する。 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベは，予備のボンベも含めて，原子炉建物付属棟

に分散して保管及び設置することで，原子炉格納容器内の逃がし安全弁逃がし弁

機能用アキュムレータと共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。 

3.3.1.2.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の論理回路は，自動減圧系とは別

の制御盤に収納することで，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，原子炉水位低（レベル１）の

検出器及び残留熱除去ポンプ又は低圧炉心スプレイポンプの遮断器からの入力信

号を自動減圧系と共用するが，自動減圧系と電気的な隔離装置を用いて信号を分

離することで，自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，他の設備と電気的に分離する

ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替自動減圧起動阻止スイッチは，自動減圧起動阻止スイッチと分離すること

で自動減圧系に悪影響を及ぼさない設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，通常時は弁により他の系統と隔離し，弁操作

等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

3.3.1.2.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，想定される重大事故等時にお

いて，炉心の著しい損傷を防止するために作動する回路であることから，炉心が

露出しないように有効燃料棒頂部より高い設定として，原子炉水位低（レベル１）

の信号の計器誤差を考慮して確実に作動する設計とする。また，逃がし安全弁が
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作動すると冷却材が放出され，その補給に残留熱除去系又は低圧炉心スプレイ系

による注水が必要であることから，原子炉水位低（レベル１）及び残留熱除去ポ

ンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ運転の場合に作動する

設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系の逃がし安全弁用窒素ガスボンベは想定される重

大事故等時において，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

め，逃がし安全弁を作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧させるために

必要となる容量を有するものを１セット 15 個使用する。 

保有数は，１セット 15 個に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップ用として 15 個の合計 30 個を保管する。 

3.3.1.2.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，中央制御室及び原子炉棟内に

設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイッチは，中央制御室

に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイッチの操作は，中央

制御室で可能な設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，想定される重大事故等時において，原子炉格

納容器の圧力が設計圧力の２倍となった場合においても逃がし安全弁を確実に作

動するために必要な圧力を供給可能な設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系の逃がし安全弁用窒素ガスボンベは，原子炉建物

付属棟に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した

設計とする。 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベの予備との切替えは，想定される重大事故等時

において，設置場所で可能な設計とする。 

3.3.1.2.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，想定される重大事故等時にお

いて，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，原子炉水位低（レベル１）及

び残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）又は低圧炉心スプレイポンプ運転の

場合に，２個の逃がし安全弁を確実に作動させる設計とすることで，操作が不要

な設計とする。 

なお，原子炉水位低（レベル１）の検出器は多重化し，作動回路のトリップチ

ャンネルは二重の「1 out of 2」論理とし，信頼性の向上を図った設計とする。 

自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイッチは，想定される
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重大事故等時において，中央制御室の同じ盤で操作が可能な設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，想定される重大事故等時において，弁操作等

により速やかに切り替えられる設計とし，系統構成に必要な弁は，設置場所での

手動操作が可能な設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系の逃がし安全弁用窒素ガスボンベは，設置場所に

て固縛による固定等が可能な設計とする。 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベを接続する接続口については，簡便な接続とし，

一般的に用いられる工具を用いて確実に接続することができる設計とする。 

3.3.1.2.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）は，発電用原子炉の停止中に機能・

性能確認として，模擬入力による論理回路の動作確認（阻止スイッチの機能確認

を含む），校正及び設定値確認が可能な設計とする。 

逃がし安全弁窒素ガス供給系は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の確認と

して，系統の供給圧力の確認及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。 

また，逃がし安全弁窒素ガス供給系の逃がし安全弁用窒素ガスボンベは，発電

用原子炉の運転中又は停止中に規定圧力の確認及び外観の確認が可能な設計とす

る。 
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第 3.3-2 表 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備の主要機

器仕様 

 

(1) 代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

個  数    １ 

 

(2) 自動減圧起動阻止スイッチ 

個  数    ２ 

 

(3) 代替自動減圧起動阻止スイッチ 

個  数    １ 

 

(4) 逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

個  数    15（予備 15） 

容  量    約 47L/個 

充填圧力    約 15MPa[gage] 

使用箇所    原子炉建物２階 

保管場所    原子炉建物２階 
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第 3.3-3 図 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備説明図 

（原子炉減圧の自動化） 
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3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備

【47 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

第四十七条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態

であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉

を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故防止設備

ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため、常

設重大事故防止設備を設置すること。 

ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、

多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 
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3.4.1 適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が

有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却するために必要な重

大事故等対処設備を設置及び保管する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備の系

統概要図を第 3.4-1 図から第 3.4-4 図に示す。 

 

また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備である低圧炉

心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）が使用できる場合は，重大事故等対処設備（設計基準拡張）とし

て使用する。 

 

3.4.1.1 重大事故等対処設備 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備の

うち，発電用原子炉を冷却し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

止するための設備として，低圧原子炉代替注水系（可搬型）を設ける。また，炉

心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため，低圧原子炉

代替注水系（常設）を設ける。 

(1) 原子炉運転中の場合に用いる設備 

ａ．フロントライン系故障時に用いる設備 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却 

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）の機能が喪

失した場合の重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系（常設）

を使用する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ，配管・

弁類，計測制御装置等で構成し，低圧原子炉代替注水ポンプにより，低

圧原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系を経由して原子炉圧力容器へ注

水することで炉心を冷却できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，非常用交流電源設備に加えて，代

替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水槽（3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供

給設備） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 
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本系統の流路として，残留熱除去系の配管，弁を重大事故等対処設備

として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器を重大事故等対処設

備として使用し，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重

大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却 

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）の機能が喪

失した場合の重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系（可搬

型）を使用する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を残

留熱除去系を経由して原子炉圧力容器に注水することで炉心を冷却でき

る設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備である大型送水ポン

プ車により海を利用できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，非常用交流電源設備に加えて，

代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とする。また，大量送水車は，ディー

ゼルエンジンにより駆動できる設計とする。燃料は，燃料補給設備であ

るガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンクから

タンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，低圧原子炉代替注水系（常設）の配管及び弁，

残留熱除去系の配管及び弁並びにホースを重大事故等対処設備として使

用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器を重大事故等対処設

備として使用し，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重

大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

ｂ．サポート系故障時に用いる設備 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却 

全交流動力電源喪失により，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低
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圧注水モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備として使用す

る低圧原子炉代替注水系（常設）は，「(1)a.(a) 低圧原子炉代替注水系

（常設）による発電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却 

全交流動力電源喪失により，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低

圧注水モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備として使用す

る低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，「(1)a.(b) 低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による発電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

(c) 常設代替交流電源設備による低圧炉心スプレイ系の復旧 

全交流動力電源喪失により，低圧炉心スプレイ系が起動できない場合

の重大事故等対処設備として，常設代替交流電源設備を使用し，低圧炉

心スプレイ系を復旧する。 

低圧炉心スプレイ系は，常設代替交流電源設備からの給電により機能

を復旧し，低圧炉心スプレイポンプによりサプレッション・チェンバの

プール水を原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却できる設計とす

る。 

本系統に使用する冷却水は，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷

却系から供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・原子炉補機代替冷却系（3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備） 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器を重大事故等対処設

備として使用し，設計基準事故対処設備である残留熱除去系及び原子炉

補機冷却系を重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(d) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（低圧注水モード）の復旧 

全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（低圧注水モード）が起動

できない場合の重大事故等対処設備として，常設代替交流電源設備を使

用し，残留熱除去系（低圧注水モード）を復旧する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，常設代替交流電源設備からの給

電により機能を復旧し，残留熱除去ポンプによりサプレッション・チェ

ンバのプール水を原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却できる設

計とする。 

本系統に使用する冷却水は，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷

却系から供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 
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・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・原子炉補機代替冷却系（3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備） 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器を重大事故等対処設

備として使用し，設計基準事故対処設備である残留熱除去系及び原子炉

補機冷却系を重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

ｃ．溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合に用いる設備 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による残留溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内

に溶融炉心が存在する場合に，溶融炉心を冷却し，原子炉格納容器の破

損を防止するための重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系

（常設）を使用する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ，配管・

弁類，計測制御装置等で構成し，低圧原子炉代替注水ポンプにより，低

圧原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系を経由して原子炉圧力容器へ注

水することで原子炉圧力容器内に存在する溶融炉心を冷却できる設計と

する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，非常用交流電源設備に加えて，代

替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備からの給電が可能な設計とする。 

本系統の詳細については，「(1)a.(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）

による発電用原子炉の冷却」に記載する。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残留溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内

に溶融炉心が存在する場合に，溶融炉心を冷却し，原子炉格納容器の破

損を防止するための重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系

（可搬型）を使用する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を残

留熱除去系を経由して原子炉圧力容器に注水することで原子炉圧力容器

内に存在する溶融炉心を冷却できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備である大型送水ポン

プ車からの送水により海を利用できる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，非常用交流電源設備に加えて，

代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とする。 
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また，大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とす

る。燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又は

ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とす

る。 

本系統の詳細については，「(1)a.(b)低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による発電用原子炉の冷却」に記載する。 

 

(2) 原子炉停止中の場合に用いる設備 

ａ．フロントライン系故障時に用いる設備 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却 

原子炉停止中において残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の機

能が喪失した場合の重大事故等対処設備として使用する低圧原子炉代替

注水系（常設）は，「(1)a.(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発

電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却 

原子炉停止中において残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の機

能が喪失した場合の重大事故等対処設備として使用する低圧原子炉代替

注水系（可搬型）は，「(1)a.(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）によ

る発電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

ｂ．サポート系故障時に用いる設備 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却 

原子炉停止中において全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備とし

て使用する低圧原子炉代替注水系（常設）は，「(1)a.(a) 低圧原子炉代

替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却 

原子炉停止中において全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備とし

て使用する低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，「(1)a.(b) 低圧原子炉

代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却」と同じである。 

 

(c) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

の復旧 

原子炉停止中において全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備とし

て，常設代替交流電源設備を使用し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却
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モード）を復旧する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，常設代替交流電源設備

からの給電により機能を復旧し，冷却材を原子炉圧力容器から残留熱除

去ポンプ及び熱交換器を経由して原子炉圧力容器に戻すことにより炉心

を冷却できる設計とする。 

本系統に使用する冷却水は原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却

系から供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・原子炉補機代替冷却系（3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するため 

の設備） 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器を重大事故等対処設

備として使用し，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）及び原子炉補機冷却系を重大事故等対処設備（設計基

準拡張）として使用する。 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備の主

要機器仕様を第 3.4-1 表に示す。 

原子炉圧力容器については，「3.20 原子炉圧力容器」に記載する。 

残留熱除去系については，「3.4.1.2.2 残留熱除去系」に記載する。 

大型送水ポンプ車，低圧原子炉代替注水槽及びサプレッション・チェンバにつ

いては，「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載する。 

原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系については，「3.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための設備」に記載する。 

非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替

所内電気設備及び燃料補給設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 
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3.4.1.1.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低

圧注水モード）と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，低圧原子炉代

替注水ポンプを代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備からの給電に

より駆動することで，非常用所内電気設備を経由した非常用交流電源設備からの

給電により駆動する低圧炉心スプレイポンプ及び残留熱除去ポンプを用いた低圧

炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）に対して多様性を有する設

計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の電動弁は，ハンドルを設けて手動操作を可能

とすることで，非常用交流電源設備からの給電による遠隔操作に対して多様性を

有する設計とする。また，低圧原子炉代替注水系（常設）の電動弁は，代替所内

電気設備を経由して給電する系統において，独立した電路で系統構成することに

より，非常用所内電気設備を経由して給電する系統に対して独立性を有する設計

とする。 

また，低圧原子炉代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水槽を水源とする

ことで，サプレッション・チェンバを水源とする低圧炉心スプレイ系及び残留熱

除去系（低圧注水モード）に対して異なる水源を有する設計とする。 

低圧原子炉代替注水ポンプ及び低圧原子炉代替注水槽は，低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽内に設置することで，原子炉建物内の低圧炉心スプレイポンプ，残

留熱除去ポンプ及びサプレッション・チェンバと共通要因によって同時に機能を

損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード）及び低圧原子炉代替注水系（常設）と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，大量送水車をディーゼルエンジンにより駆動することで，

電動機駆動ポンプにより構成される低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注

水モード）及び低圧原子炉代替注水系（常設）に対して多様性を有する設計とす

る。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の電動弁は，ハンドルを設けて手動操作を可

能とすることで，非常用交流電源設備からの給電による遠隔操作に対して多様性

を有する設計とする。また，低圧原子炉代替注水系（可搬型）の電動弁は，代替

所内電気設備を経由して給電する系統において，独立した電路で系統構成するこ

とにより，非常用所内電気設備を経由して給電する系統に対して独立性を有する

設計とする。 

また，低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，代替淡水源を水源とすることで，

サプレッション・チェンバを水源とする低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード）及び低圧原子炉代替注水槽を水源とする低圧原子炉代替注水系（常

設）に対して異なる水源を有する設計とする。 

大量送水車は，原子炉建物から離れた屋外に分散して保管することで，原子炉
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建物内の低圧炉心スプレイポンプ及び残留熱除去ポンプ，低圧原子炉代替注水ポ

ンプ格納槽内の低圧原子炉代替注水ポンプと共通要因によって同時に機能を損な

わないよう位置的分散を図る設計とする。 

大量送水車の接続口は，共通要因によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，低圧

炉心スプレイ系及び残留熱除去系と共通要因によって同時に機能を損なわないよ

う，水源から残留熱除去系配管との合流点までの系統について，残留熱除去系に

対して独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び系統の独立性並びに位置的分散によって，低圧原子炉代替

注水系（常設）及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備

である低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）に対して重大事

故等対処設備としての独立性を有する設計とする。 

電源設備の多様性及び独立性，位置的分散については「3.14 電源設備」に記載

する。 

 

3.4.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，通常時は弁により他の系統と隔離し，重大

事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，通常時は大量送水車を接続先の系統と分

離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備として

の系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車は，輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

大量送水車は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.4.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，想定される重

大事故等時において，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めに必要な注水流量を有する設計とする。 

低圧原子力代替注水系（可搬型）の大量送水車は，想定される重大事故等時に

おいて，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要な注

水流量を有するものを１セット１台使用する。 

保有数は，２セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップ用として１台の合計３台を保管する。 
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3.4.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，低圧原子炉代

替注水ポンプ格納槽内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。 

低圧原子炉代替注水ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央

制御室で可能な設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重

大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

また，低圧原子炉代替注水系（常設）は，淡水だけでなく海水も使用できる設

計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，設

備への影響を考慮する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の大量送水車は，屋外に保管及び設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

大量送水車の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の系統構成に必要な弁の操作は，想定される

重大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

また，低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，淡水だけでなく海水も使用できる

設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，

設備への影響を考慮する。 

 

3.4.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作牲及び試験・検査性」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，想定される重大事故等時において，通常時

の系統構成から弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，中央制御室の

操作スイッチにより操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室

又は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）は，想定される重大事故等時において，通常

時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の大量送水車は，付属の操作スイッチにより，

設置場所での操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室又は設

置場所での手動操作が可能な設計とする。 

大量送水車は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設

計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

大量送水車を接続する接続口については，簡便な接続とし，結合金具を用いて

ホースを確実に接続することができる設計とする。 

また，接続口の口径を統一することで確実に接続できる設計とする。 
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3.4.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

低圧原子炉代替注水系（常設）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・

性能及び漏えいの有無の確認並びに弁開閉動作の確認が可能な設計とする。 

また，低圧原子炉代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，発電用

原子炉の停止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）の大量送水車は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に，独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとと

もに，分解又は取替えが可能な設計とする。 

また， 大量送水車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計

とする。 
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第 3.4-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備の主要機器仕様 

 

(1) 低圧原子炉代替注水系（常設） 

ａ．低圧原子炉代替注水ポンプ 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

台    数  １（予備１） 

容    量  約 230m3/h/台 

全 揚 程   約 190m 

(2) 低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

ａ．大量送水車 

第3.11-1表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載す

る。
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3.4.1.2 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.4.1.2.1 低圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系は，想定される重大事故等時において，重大事故等対処設

備（設計基準拡張）として使用する。 

低圧炉心スプレイ系は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，

多様性，位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

低圧炉心スプレイ系主要機器仕様を第 3.4-2 表に，系統概要図を第 3.4-7 図に

示す。 

 

3.4.1.2.1.1 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

低圧炉心スプレイ系は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用することで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.4.1.2.1.2 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

低圧炉心スプレイポンプは，設計基準事故時の非常用炉心冷却機能と兼用して

おり，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束に必要な容量

に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

 

3.4.1.2.1.3 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

低圧炉心スプレイポンプは，原子炉棟内に設置し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。低圧炉心スプレイ系の操作は，想定され

る重大事故等時において，中央制御室で可能な設計とする。 

 

3.4.1.2.1.4 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

低圧炉心スプレイ系は，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処

設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）

として使用する。低圧炉心スプレイ系は，中央制御室の操作スイッチにより操作

が可能な設計とする。 

 

3.4.1.2.1.5 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

低圧炉心スプレイ系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏

えいの有無の確認が可能な設計とする。また，低圧炉心スプレイポンプは，発電

用原子炉の停止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

3.4-19

79



3.4.1.2.2 残留熱除去系 

残留熱除去系の低圧注水モード及び原子炉停止時冷却モードは，想定される重

大事故等時において，重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

残留熱除去系は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，多様性，

位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

残留熱除去系主要機器仕様を第 3.4-3 表に，系統概要図を第 3.4-8 図及び第

3.4-9 図に示す。 

 

3.4.1.2.2.1 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

残留熱除去系の低圧注水モード及び原子炉停止時冷却モードは，設計基準事故

対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡

張）として使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.4.1.2.2.2 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

残留熱除去ポンプ及び残留熱除去系熱交換器は，設計基準事故時の非常用炉心

冷却機能と兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等

の収束に必要な容量に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で

設計する。 

 

3.4.1.2.2.3 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

残留熱除去ポンプ，残留熱除去系熱交換器及び残留熱除去系注水弁は，原子炉

棟内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。

残留熱除去系の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室で可能な

設計とする。また，中央制御室からの操作により残留熱除去系注水弁を閉止でき

ない場合において，残留熱除去系注水弁の操作は，想定される重大事故等時にお

いて，設置場所で可能な設計とする。 

 

3.4.1.2.2.4 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

残留熱除去系は，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として

使用する。残留熱除去系は，中央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計

とする。また，残留熱除去系注水弁は，中央制御室から操作できない場合におい

ても，現場操作が可能となるように手動ハンドルを設け，現場での人力により確

実に操作が可能な設計とする。 
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3.4.1.2.2.5 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

残留熱除去系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏えいの

有無の確認が可能な設計とする。また，残留熱除去ポンプ，残留熱除去系熱交換

器及び残留熱除去系注水弁は，発電用原子炉の停止中に分解及び外観の確認が可

能な設計とする。 
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第 3.4-2 表 低圧炉心スプレイ系主要機器仕様 

 

(1) ポンプ 

台  数   １ 

容  量   約 1,050m3/h/台 
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第 3.4-3 表 残留熱除去系主要機器仕様 

(1) ポンプ 

台  数   ３ 

容  量   約 1,200m3/h/台 

 

(2) 熱交換器 

基  数   ２ 

伝熱容量   約９MW/基（海水温度 30℃において） 
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第 3.4-8 図 残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 
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第 3.4-9 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概要図 
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3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備【48 条】 

【設置許可基準規則】 

(最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備) 

第四十八条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有する最終ヒー

トシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損(炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限

る。)を防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設備を

設けなければならない。 

 

(解釈) 

１ 第４８条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整備すること。 

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重性又は多様性

及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上で、

BWRにおいては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉冷却

機能が確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代替の最

終ヒートシンクシステム(UHSS)の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場へ

の熱の輸送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な

場合について考慮すること。 

また、PWRにおいては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁

による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送

ができること。 

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第５０条３ｂ）に準ず

ること。また、その使用に際しては、敷地境界での線量評価を行うこと。 
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3.5.1 適合方針 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失し

た場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷

が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸

送するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の系統概要図を第 3.5-1 図から第

3.5-3 図に示す。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備である残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び残

留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）並びに原子炉補機冷却系（区

分Ⅰ，Ⅱ）が使用できる場合は重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用

する。 

 

3.5.1.1 重大事故等対処設備 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備のうち，設計基準事故対処設備が

有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合においても炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するための設備として，格納容器フィ

ルタベント系及び原子炉補機代替冷却系を設ける。 

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪

失した場合に，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため

の重大事故等対処設備として，格納容器フィルタベント系を使用する。 

格納容器フィルタベント系は，第１ベントフィルタスクラバ容器，第１ベ

ントフィルタ銀ゼオライト容器，圧力開放板，配管・弁類，計測制御装置等

で構成し，原子炉格納容器内雰囲気ガスを窒素ガス制御系等を経由して，第

１ベントフィルタスクラバ容器及び第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器

へ導き，放射性物質を低減させた後に原子炉建物頂部付近に設ける放出口か

ら放出することで，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制し

つつ，原子炉格納容器内に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気へ

輸送できる設計とする。 

格納容器フィルタベント系を使用した場合に放出される放射性物質の放

出量に対して，あらかじめ敷地境界での線量評価を行うこととする。 

本系統の詳細については，「3.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するた

めの設備」に記載する。 

 

(2) サポート系故障時に用いる設備 

ａ．原子炉補機代替冷却系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）の故障又は全交流動力電源の喪失により，
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最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合の重大事故等対処設

備として，原子炉補機代替冷却系を使用する。 

原子炉補機代替冷却系は，移動式代替熱交換設備淡水ポンプ及び熱交換器

を搭載した移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車，配管・ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，サプレッション・チェンバへの熱の蓄積により原

子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，屋外の接続口より移動式代替熱

交換設備を原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に接続し，大型送水ポンプ車に

より移動式代替熱交換設備に海水を送水することで，残留熱除去系等の機器

で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

また，屋外の接続口が使用できない場合には，大型送水ポンプ車を屋内の

接続口より原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）に接続し，原子炉補機冷却系に海水

を送水することで，残留熱除去系等の機器で発生した熱を最終的な熱の逃が

し場である海へ輸送できる設計とする。 

移動式代替熱交換設備は，常設代替交流電源設備からの給電が可能な設計

とする。また，大型送水ポンプ車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。燃料は燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又

はディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とす

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・移動式代替熱交換設備 

・大型送水ポンプ車 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備 （3.14 電源設備） 

本系統の流路として，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）の配管，弁及びサ

ージタンク並びに残留熱除去系の熱交換器並びにホースを重大事故等対処

設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取水設備の取水口，取水管及

び取水槽を重大事故等対処設備として使用する。 

 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要機器仕様を第 3.5-1 表に

示す。 

原子炉格納容器については，「3.21 原子炉格納容器」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備，常設代

替直流電源設備，可搬型直流電源設備及び燃料補給設備については「3.14 電源

設備」に記載する。 

非常用取水設備については，「3.23 非常用取水設備」に記載する。 
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3.5.1.1.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

格納容器フィルタベント系は，残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び原子

炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

ポンプ及び熱交換器を使用せずに最終的な熱の逃がし場である大気へ熱を輸送で

きる設計とすることで，残留熱除去系及び原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対

して，多様性を有する設計とする。 

また，格納容器フィルタベント系は，排出経路に設置される隔離弁（電動弁）

を常設代替交流電源設備若しくは可搬型代替交流電源設備からの給電による遠隔

操作を可能とすること又は遠隔手動弁操作設備を用いた人力による遠隔操作を可

能とすることで，非常用交流電源設備からの給電により駆動する残留熱除去系（格

納容器冷却モード）及び原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して，多様性を有

する設計とする。 

格納容器フィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器及び第１ベント

フィルタ銀ゼオライト容器は地下の格納槽，圧力開放板は屋外に設置し，原子炉

建物内の残留熱除去ポンプ，残留熱除去系熱交換器，原子炉補機冷却水ポンプ及

び原子炉補機冷却系熱交換器並びに屋外の原子炉補機海水ポンプと異なる区画に

設置することで，共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図

った設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，除熱手段の多様性及び機器の位置的分散によっ

て，残留熱除去系及び原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して独立性を有する

設計とする。 

原子炉補機代替冷却系は，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，移動式代替熱交換設備を常設代替交流電源設備

からの給電が可能な設計とすることで，非常用交流電源設備からの給電により駆

動する原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して，多様性及び独立性を有する設

計とし，大型送水ポンプ車をディーゼルエンジンにより駆動することで，電動機

駆動ポンプにより構成される原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して多様性を

有する設計とする。また，原子炉補機代替冷却系は，格納容器フィルタベント系

に対して，除熱手段の多様性を有する設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，原子

炉建物及び格納容器フィルタベント系から離れた屋外に分散して保管することで，

原子炉建物内の原子炉補機冷却水ポンプ及び原子炉補機冷却系熱交換器並びに屋

外の原子炉補機海水ポンプ，原子炉建物内及び屋外に設置される格納容器フィル

タベント系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設

計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設

計とする。 
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原子炉補機代替冷却系は，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）の海水系に対

して独立性を有するとともに，移動式代替熱交換設備から屋外の接続口を介した

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）配管との合流点までの系統について，原子炉補

機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して独立性を有する設計とする。 

また，大型送水ポンプ車から屋内の接続口を介した原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）

配管との合流点までの系統について，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対して

独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び系統の独立性並びに位置的分散によって，原子炉補機代替

冷却系は，設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）に対し

て重大事故等対処設備としての独立性を有する設計とする。 

電源設備の多様性及び独立性，位置的分散については「3.14 電源設備」にて記

載する。 

 

3.5.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

原子炉補機代替冷却系は，通常時は移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ

車を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大

事故等対処設備としての系統構成とすることで他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。また，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）と原子炉補機代替冷却系を同

時に使用しないことにより，相互の機能に悪影響を及ぼさない設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，輪留めによる固定等をするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，飛散物となって他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.5.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

原子炉補機代替冷却系は，想定される重大事故等時において，炉心の著しい損

傷を防止するために必要な伝熱容量を有する設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，想定

される重大事故等時において，残留熱除去系等の機器で発生した熱を除去するた

めに屋外の接続口を使用する場合は，必要な伝熱容量及びポンプ流量を有する移

動式代替熱交換設備 1セット１式と大型送水ポンプ車１セット１台を使用する。

また，屋内の接続口を使用する場合は，大型送水ポンプ車１セット１台を使用す

る。移動式代替熱交換設備の保有数は，２セット２式に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として１式の合計３式を保管する。大型

送水ポンプ車の保有数は，２セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップ用として１台の合計３台を保管する。 
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また，原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，

想定される重大事故等時において，残留熱除去系による発電用原子炉又は原子炉

格納容器内の除熱と燃料プール冷却系による燃料プールの除熱に同時に使用する

ため，各系統の必要な流量を同時に確保できる容量を有する設計とする。 

 

3.5.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，屋外

に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計と

する。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の常設設備との接続及び操作は，

想定される重大事故等時において設置場所で可能な設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重大事故等

時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

大型送水ポンプ車の移動式代替熱交換設備との接続及び操作は，想定される重

大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

また，移動式代替熱交換設備の海水通水側及び大型送水ポンプ車は，使用時に

海水を通水するため，海水影響を考慮した設計とし，海から直接取水する際の異

物の流入防止を考慮した設計とする。 

 

3.5.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機代替冷却系は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構

成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。原子炉補機代

替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，付属の操作スイッチ

により，設置場所での操作が可能な設計とする。原子炉補機代替冷却系の系統構

成に必要な弁の操作は，中央制御室での操作スイッチによる操作又は設置場所で

の手動操作が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，車両として屋外のアクセスル

ートを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる

固定等が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車を接続する接続口については，フ

ランジ接続とし，一般的に使用される工具を用いて，ホースを確実に接続するこ

とができる設計とする。 

大型送水ポンプ車と移動式代替熱交換設備との接続は，簡便な接続及びフラン

ジ接続とし，結合金具及び一般的に使用される工具を用いてホースを確実に接続

できる設計とする。 
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3.5.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機代替冷却系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び

漏えいの有無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可能な設計とする。また，原子

炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備の移動式代替熱交換設備淡水ポンプ及

び熱交換器は，発電用原子炉の運転中又は停止中に分解又は取替えが可能な設計

とする。原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に分解又は取替えが可能な設計とする。 

また，移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，車両として運転状態の

確認及び外観の確認が可能な設計とする。 
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第 3.5-1 表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要機器仕様 

 

(1) 格納容器フィルタベント系 

第 3.7－1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機器仕

様に記載する。 

 

(2) 原子炉補機代替冷却系 

ａ．移動式代替熱交換設備 

兼用する設備は以下のとおり。 

 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・燃料プールの冷却等のための設備 

数量     ２式（予備１） 

熱交換器 

組数    １/式 

伝熱容量  約 23MW/組（海水温度 30℃において） 

 

移動式代替熱交換設備淡水ポンプ 

台数    ２ 

容量    約 300m3/h/台 

全揚程   約 75m 

 

ｂ．大型送水ポンプ車 

兼用する設備は以下のとおり。 

 

・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

・燃料プールの冷却等のための設備 

台数     ２（予備１） 

容量     約 1,800m3/h/台 

吐出圧力   1.2MPa[gage] 
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3.5.1.2 重大事故等対処設備(設計基準拡張) 

3.5.1.2.1 原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ） 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，想定される重大事故等時において，重大

事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，

Ⅱ）は，燃料プール冷却系，残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系及び非常用交流

電源設備に冷却水を供給する設計とする。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方

針」のうち，多様性，位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）主要機器仕様を第 3.5-2 表に，系統概要図を

第 3.5-4 図に示す。 

 

3.5.1.2.1.1 悪影響防止 

基本方針については「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，設計基準事故対処設備として使用する場

合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用することで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.5.1.2.1.2 容量等 

基本方針については「2.3.2 容量等」に示す。 

原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機海水ポンプ及び原子炉補機冷却系熱交換

器は，設計基準事故時の原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）と兼用しており，設計

基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束に必要な容量に対して十

分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

 

3.5.1.2.1.3 環境条件等 

基本方針については「2.3.3 環境条件等」に示す。 

原子炉補機冷却水ポンプ及び原子炉補機冷却系熱交換器は，原子炉建物内に設

置，原子炉補機冷却海水ポンプは屋外に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）の操作は，

想定される重大事故等時において，中央制御室で可能な設計とする。 

原子炉補機冷却系熱交換器の海水通水側及び原子炉補機海水ポンプは，使用時

に常時海水を通水するため，耐腐食性材料を使用する設計とする。 

 

3.5.1.2.1.4 操作性の確保 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，想定される重大事故等時において，設計

基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設

計基準拡張）として使用する。原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，中央制御室

の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 
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3.5.1.2.1.5 試験検査 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・

性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。また，原子炉補機冷却水ポン

プ，原子炉補機海水ポンプ及び原子炉補機冷却系熱交換器は，発電用原子炉の停

止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 
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第 3.5-2 表 原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）主要機器仕様 

 区 分 Ⅰ 及 び Ⅱ 

原子炉補機冷却水ポンプ 
 
台数 
 
容量 
 

 
各区分について２ 
 
約 1,700m3／h／台 

原子炉補機海水ポンプ 
 
台数 
 
容量 
 

 
各区分について２ 
 
約 2,000m3/h/台 

原子炉補機冷却系熱交換器 
 
基数 
 
伝熱容量 

 
 
各区分について３ 
 
約 10MW/基 
（海水温度 30℃において） 
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3.5.1.2.2 原子炉補機冷却系（区分Ⅲ） 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，想定される重大事故等時において，重大事故

等対処設備（設計基準拡張）として使用する。原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，

高圧炉心スプレイ系及び非常用交流電源設備に冷却水を供給する設計とする。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」

のうち，多様性，位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）主要機器仕様を第 3.5-3 表に，系統概要図を第 3.5-5

図に示す。 

 

3.5.1.2.2.1 悪影響防止 

基本方針については「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，設計基準事故対処設備として使用する場合と

同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用することで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.5.1.2.2.2 容量等 

基本方針については「2.3.2 容量等」に示す。 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ及び高

圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器は，設計基準事故時の原子炉補機冷却系（区

分Ⅲ）と兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の

収束に必要な容量に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設

計する。 

 

3.5.1.2.2.3 環境条件等 

基本方針については「2.3.3 環境条件等」に示す。 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器

は原子炉建物内に設置，高圧炉心スプレイ補機冷却海水ポンプは屋外に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。原子炉補機冷

却系（区分Ⅲ）の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室で可能

な設計とする。 

原子炉補機冷却系熱交換器の海水通水側及び原子炉補機海水ポンプは，使用時

に常時海水を通水するため，耐腐食性材料を使用する設計とする。 

 

3.5.1.2.2.4 操作性の確保 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，想定される重大事故等時において，設計基準

事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基

準拡張）として使用する。原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，中央制御室の操作ス

イッチにより操作が可能な設計とする。 
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3.5.1.2.2.5 試験検査 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性

能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。また，原子炉補機冷却水ポンプ，

原子炉補機海水ポンプ及び原子炉補機冷却系熱交換器は，発電用原子炉の停止中

に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 
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第 3.5-3 表 原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）主要機器仕様 

 区 分 Ⅲ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水ポンプ 

台 数 

容 量 

 

１ 

約 240m3／h／台 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

台 数 

容 量 

 

１ 

約 340m3／h／台 

高圧炉心スプレイ補機冷却系熱交換器 

基 数 

伝熱容量 

 

１ 

約 2.67MW／基 

（海水温度 30℃において） 
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3.6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備【49 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

第四十九条 発電用原子炉施設には，設計基準事故対処設備が有する原子炉格納

容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため，

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を設けなけ

ればならない。 

２ 発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性

物質の濃度を低下させるために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必

要な設備」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放

射性物質の濃度を低下させるために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故等対処設備 

ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ又は水源）

が機能喪失しているものとして，格納容器スプレイ代替注水設備を配備

すること。 

ｂ）上記 a)の格納容器スプレイ代替注水設備は，設計基準事故対処設備に対

して，多様性及び独立性を有し，位置的分散を図ること。 

（２）兼用 

ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防止目的の設

備は，同一設備であってもよい。 
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3.6.1 適合方針 

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合に

おいて炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下させるために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。炉心の著しい損

傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉格納容

器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する。 

原子炉格納容器内の冷却等のための設備の系統概要図を第3.6-1図から第3.6-5

図に示す。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備である残留熱

除去系（格納容器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッション・プール水冷

却モード）が使用できる場合は重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用

する。 

3.6.1.1 重大事故等対処設備 

原子炉格納容器内の冷却等のための設備のうち，設計基準事故対処設備が有す

る原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止

するために原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため，また，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するために原子炉

格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるための設備とし

て，格納容器代替スプレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）を

設ける。 

(1) 炉心の著しい損傷を防止するための原子炉格納容器内冷却に用いる設備

ａ．フロントライン系故障時に用いる設備 

(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）による原子炉格納容器の冷却

残留熱除去系（格納容器冷却モード）が機能喪失した場合の重大事故等

対処設備として，格納容器代替スプレイ系（常設）を使用する。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ，配管・

弁類，計測制御装置等で構成し，低圧原子炉代替注水ポンプにより，低圧

原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系を経由して格納容器スプレイ・ヘッ

ダからドライウェル内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及

び温度を低下させることができる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，非常用交流電源設備に加えて，代

替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・低圧原子炉代替注水ポンプ

・低圧原子炉代替注水槽（3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備） 
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・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

 

本系統の流路として，残留熱除去系の配管及び弁，格納容器スプレイ・

ヘッダを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備

として使用し，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器の冷却 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の機能が喪失した場合の重大事故

等対処設備として，格納容器代替スプレイ系（可搬型）を使用する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を残留

熱除去系等を経由して格納容器スプレイ・ヘッダからドライウェル内にス

プレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させることが

できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備である大型送水ポンプ

車により海を利用できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，非常用交流電源設備に加えて，

代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とする。 

また，大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。

燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディー

ゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，格納容器代替スプレイ系（常設）及び残留熱除去

系の配管及び弁，格納容器スプレイ・ヘッダ並びにホースを重大事故等対

処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備

として使用し，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 
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ｂ．サポート系故障時に用いる設備 

(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）による原子炉格納容器の冷却 

全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起

動できない場合の重大事故等対処設備として使用する格納容器代替スプ

レイ系（常設）は，「(1)ａ．(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）による

原子炉格納容器の冷却」と同じである。 

 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器の冷却 

全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起

動できない場合の重大事故等対処設備として使用する格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）は，「(1)ａ．(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）に

よる原子炉格納容器の冷却」と同じである。 

 

(c) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（格納容器冷却モード）の復

旧 

全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起

動できない場合の重大事故等対処設備として，常設代替交流電源設備を使

用し，残留熱除去系（格納容器冷却モード）を復旧する。 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，常設代替交流電源設備からの

給電により機能を復旧し，残留熱除去ポンプによりサプレッション・チェ

ンバのプール水をドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にスプ

レイすることで原子炉格納容器を冷却できる設計とする。 

本系統に使用する冷却水は原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却

系から供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・原子炉補機代替冷却系（3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備） 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備

として使用し，設計基準事故対処設備である残留熱除去系及び原子炉補機

冷却系を重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(d) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）の復旧 

全交流動力電源喪失により，残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対処設備として，常設代替

交流電源設備を使用し，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）を復旧する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）は，常設代替交
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流電源設備からの給電により機能を復旧し，残留熱除去ポンプ及び残留熱

除去系熱交換器により，サプレッション・チェンバのプール水を冷却する

ことで原子炉格納容器を冷却できる設計とする。 

本系統に使用する冷却水は原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却

系から供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・原子炉補機代替冷却系（3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備） 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備

として使用し，設計基準事故対処設備である残留熱除去系及び原子炉補機

冷却系を重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(2) 原子炉格納容器の破損を防止するための原子炉格納容器内冷却に用いる設

備 

ａ．フロントライン系故障時に用いる設備 

(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）による原子炉格納容器の冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系（格納容器冷

却モード）が機能喪失した場合の重大事故等対処設備として，格納容器代

替スプレイ系（常設）を使用する。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ，配管・

弁類，計測制御装置等で構成し，低圧原子炉代替注水ポンプにより，低圧

原子炉代替注水槽の水を残留熱除去系を経由して格納容器スプレイ・ヘッ

ダからドライウェル内にスプレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及

び温度並びに放射性物質の濃度を低下させることができる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，非常用交流電源設備に加えて，代

替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備からの給電が可能な設計とする。 

本系統の詳細については，「(1)ａ．(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）

による原子炉格納容器の冷却」に記載する。 

 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器の冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系（格納容器冷

却モード）の機能が喪失した場合の重大事故等対処設備として，格納容器

代替スプレイ系（可搬型）を使用する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を残留

熱除去系等を経由して格納容器スプレイ・ヘッダからドライウェル内にス

プレイすることで，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の
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濃度を低下させることができる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備である大型送水ポンプ

車により海を利用できる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，非常用交流電源設備に加えて，

代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流

電源設備からの給電が可能な設計とする。 

また，大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。

燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディー

ゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

本系統の詳細については，「(1)ａ．(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬

型）による原子炉格納容器の冷却」に記載する。 

ｂ．サポート系故障時に用いる設備 

(a) 格納容器代替スプレイ系（常設）による原子炉格納容器の冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，全交流動力電源喪失により，

残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対

処設備として使用する格納容器代替スプレイ系（常設）は，「(1)ｂ．(a) 格

納容器代替スプレイ系（常設）による原子炉格納容器の冷却」と同じであ

る。 

 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器の冷却 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，全交流動力電源喪失により，

残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対

処設備として使用する格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，「(1)ｂ．(b) 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器の冷却」と同じ

である。 

 

(c) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（格納容器冷却モード）の復

旧 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，全交流動力電源喪失により，

残留熱除去系（格納容器冷却モード）が起動できない場合の重大事故等対

処設備は，「(1)ｂ．(c) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（格納

容器冷却モード）の復旧」と同じである。 

 

(d) 常設代替交流電源設備による残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）の復旧 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，全交流動力電源喪失により，

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）が起動できない場

合の重大事故等対処設備は，「(1)ｂ．(d) 常設代替交流電源設備による残
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留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）の復旧」と同じであ

る。 

 

格納容器代替スプレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するための設備として兼用す

る設計とする。 

原子炉格納容器内の冷却等のための設備の主要機器仕様を第 3.6-1 表に示す。 

残留熱除去系については，「3.6.1.2.1 残留熱除去系」に記載する。 

原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系については，「3.5 最終ヒートシン

クへ熱を輸送するための設備」に記載する。 

大型送水ポンプ車，低圧原子炉代替注水槽及びサプレッション・チェンバにつ

いては，「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載する。 

原子炉格納容器については，「3.21 原子炉格納容器」に記載する。 

非常用交流電源設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備及び燃料

補給設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 
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3.6.1.1.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，残留熱除去系（格納容器冷却モード）と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，低圧原子炉代替注水ポンプを代

替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備からの給電により駆動できるこ

とで，非常用所内電気設備を経由した非常用交流電源設備からの給電により駆動

する残留熱除去ポンプを用いた残留熱除去系（格納容器冷却モード）に対して多

様性を有する設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の電動弁は，ハンドルを設けて手動操作を可

能とすることで，非常用交流電源設備からの給電による遠隔操作に対して多様性

を有する設計とする。また，格納容器代替スプレイ系（常設）の電動弁は，代替

所内電気設備を経由して給電する系統において，独立した電路で系統構成するこ

とにより，非常用所内電気設備を経由して給電する系統に対して独立性を有する

設計とする。 

また，格納容器代替スプレイ系（常設）は，低圧原子炉代替注水槽を水源とす

ることで，サプレッション・チェンバを水源とする残留熱除去系（格納容器冷却

モード）に対して異なる水源を有する設計とする。 

低圧原子炉代替注水ポンプ及び低圧原子炉代替注水槽は，低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽内に設置することで，原子炉建物内の残留熱除去ポンプ及びサプレ

ッション・チェンバと共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散

を図る設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，残留熱除去系（格納容器冷却モード）

及び格納容器代替スプレイ系（常設）と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，大量送水車をディーゼルエンジンにより駆動することで，電動機駆動ポ

ンプにより構成される残留熱除去系（格納容器冷却モード）及び格納容器代替ス

プレイ系（常設）に対して多様性を有する設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の電動弁は，ハンドルを設けて手動操作を

可能とすることで，非常用交流電源設備からの給電による遠隔操作に対して多様

性を有する設計とする。また，格納容器代替スプレイ系（可搬型）の電動弁は，

代替所内電気設備を経由して給電する系統において，独立した電路で系統構成す

ることにより，非常用所内電気設備を経由して給電する系統に対して独立性を有

する設計とする。 

また，格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，代替淡水源を水源とすることで，

サプレッション・チェンバを水源とする残留熱除去系（格納容器冷却モード）及

び低圧原子炉代替注水槽を水源とする格納容器代替スプレイ系（常設）に対して

異なる水源を有する設計とする。 

大量送水車は，原子炉建物及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽から離れた屋

外に分散して保管することで，原子炉建物内の残留熱除去ポンプ及び低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽内の低圧原子炉代替注水ポンプと共通要因によって同時に
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機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

大量送水車の接続口は，共通要因によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，

残留熱除去系と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，水源から残留熱

除去系配管との合流点までの系統について，残留熱除去系に対して独立性を有す

る設計とする。 

これらの多様性及び系統の独立性並びに位置的分散によって，格納容器代替ス

プレイ系（常設）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，設計基準事故対処

設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）に対して重大事故等対処設備と

しての独立性を有する設計とする。 

電源設備の多様性，独立性及び位置的分散については「3.14 電源設備」に記載

する。 

 

3.6.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，通常時は弁により他の系統と隔離し，重

大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，通常時は大量送水車を接続先の系統と

分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車は，輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

大量送水車は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.6.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，想定される

重大事故等時において，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する

ために必要なスプレイ流量を有する設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の大量送水車は，想定される重大事故等時

において，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

スプレイ流量を有するものを１セット１台使用する。 

保有数は，２セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップ用として１台の合計３台を保管する。 

また，大量送水車は，想定される重大事故等時において，格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）として同時に使用するため，

各系統の必要な流量を同時に確保できる容量を有する設計とする。 
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3.6.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮した設計とする。 

低圧原子炉代替注水ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央

制御室で可能な設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の系統構成に必要な弁の操作は，想定される

重大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

また，格納容器代替スプレイ系（常設）は，淡水だけでなく海水も使用できる

設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，

設備への影響を考慮する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の大量送水車は，屋外に保管及び設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

大量送水車の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の系統構成に必要な弁の操作は，想定され

る重大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

また，格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，淡水だけでなく海水も使用でき

る設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，

設備への影響を考慮する。 

 

3.6.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，想定される重大事故等時において，通常

時の系統構成から弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，中央制御室

の操作スイッチにより操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御

室又は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，想定される重大事故等時において，通

常時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の大量送水車は，付属の操作スイッチによ

り，設置場所での操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室又

は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

大量送水車は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設

計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

大量送水車を接続する接続口については，簡便な接続とし，結合金具を用いて

ホースを確実に接続することができる設計とする。 

また，接続口の口径を統一する設計とする。 
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3.6.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

格納容器代替スプレイ系（常設）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に，機

能・性能及び漏えいの有無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可能な設計とする。 

また，格納容器代替スプレイ系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，発電

用原子炉の停止中に，分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）の大量送水車は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に，独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とすると

ともに，分解又は取替えが可能な設計とする。 

また，大量送水車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計

とする。 
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第 3.6-1 表 原子炉格納容器内の冷却等のための設備の主要機器仕様 

 

(1) 格納容器代替スプレイ系（常設） 

ａ．低圧原子炉代替注水ポンプ 

第 3.4-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(2) 格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

ａ．大量送水車 

第3.11-1表 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備の主要機器仕様に記

載する。 
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3.6.1.2 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.6.1.2.1 残留熱除去系 

残留熱除去系の格納容器冷却モード及びサプレッション・プール水冷却モード

は，想定される重大事故等時において，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と

して使用する。 

残留熱除去系は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，多様性，

位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

残留熱除去系主要機器仕様を第 3.6-2 表に，系統概要図を第 3.6-6 図及び第

3.6-7 図に示す。 

 

3.6.1.2.1.1 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

残留熱除去系の格納容器冷却モード及びサプレッション・プール水冷却モード

は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

 

3.6.1.2.1.2 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

残留熱除去ポンプ及び残留熱除去系熱交換器は，設計基準事故時の非常用炉心

冷却機能と兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等

の収束に必要な容量に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で

設計する。 

 

3.6.1.2.1.3 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

残留熱除去ポンプ及び残留熱除去系熱交換器は，原子炉棟に設置し，想定され

る重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。残留熱除去系の操作は，

想定される重大事故等時において，中央制御室で可能な設計とする。 

 

3.6.1.2.1.4 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

残留熱除去系は，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として

使用する設計とする。残留熱除去系は，中央制御室の操作スイッチにより操作が

可能な設計とする。 

 

3.6.1.2.1.5 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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残留熱除去系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏えいの

有無の確認が可能な設計とする。また，残留熱除去ポンプ及び残留熱除去系熱交

換器は，発電用原子炉の停止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 
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第 3.6-2 表 残留熱除去系主要機器仕様 

 

(1) ポンプ 

台  数    ２ 

容  量    約 1,200m3/h/台 

 

(2) 熱交換器 

基  数    ２ 

伝熱容量    約 9.1MW/基（海水温度 30℃において） 
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第 3.6-6 図 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 
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第 3.6-7 図 残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）系統 

概要図 
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3.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備【50 条】 

【設置許可基準規則】 

(原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備) 

第五十条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器の過圧による破損を防止するため、原子炉格納容器バウンダリを

維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備

を設けなければならない。 

２ 発電用原子炉施設（原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した

場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧による破損が発生するおそ

れがあるものに限る。）には、前項の設備に加えて、原子炉格納容器内の圧力

を大気中に逃がすために必要な設備を設けなければならない。 

３ 前項の設備は、共通要因によって第一項の設備の過圧破損防止機能（炉心の

著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止す

るために必要な機能をいう。）と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う、適切な措置を講じたものでなければならない。 

 

(解釈) 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器バウンダリを維持」とは、限界圧力及び

限界温度において評価される原子炉格納容器の漏えい率を超えることなく、原

子炉格納容器内の放射性物質を閉じ込めておくことをいい、「原子炉格納容器

バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるため

に必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための設備をいう。 

 ａ）格納容器代替循環冷却系又は格納容器再循環ユニットを設置すること。 

２ 第２項に規定する「原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した

場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧による破損が発生するおそ

れがあるもの」とは、原子炉格納容器の容積が小さく炉心損傷後の事象進展が

速い発電用原子炉施設である、BWR及びアイスコンデンサ型格納容器を有する

PWRをいう。 

３ 第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすために必要な

設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備をいう。 

 

 ａ）格納容器圧力逃がし装置を設置すること。 

 ｂ）上記３ａ）の格納容器圧力逃がし装置とは、以下に掲げる措置又はこれら

と同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

  ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は、排気中に含まれる放射性物質を低減するも

のであること。 

  ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は、可燃性ガスの爆発防止等の対策が講じられ
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ていること。 

  ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は、他の系統・機器(例えばSGTS)や他

号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用しないこと。ただし、他への悪影

響がない場合を除く。 

  ⅳ）また、格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子

炉格納容器の負圧破損を防止する設備を整備すること。 

  ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操

作ができること。 

  ⅵ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃

がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策

がなされていること。 

  ⅶ）ラプチャーディスクを使用する場合は、バイパス弁を併置すること。た

だし、格納容器圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう、十分に低い

圧力に設定されたラプチャーディスク(原子炉格納容器の隔離機能を目的

としたものではなく、例えば、配管の窒素充填を目的としたもの)を使用す

る場合又はラプチャーディスクを強制的に手動で破壊する装置を設置する

場合を除く。 

  ⅷ）格納容器圧力逃がし装置は、長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受

けない場所に接続されていること。 

  ⅸ）使用後に高線量となるフィルタ等からの被ばくを低減するための遮蔽等

の放射線防護対策がなされていること。 

４ 第３項に規定する「適切な措置を講じたもの」とは、多様性及び可能な限り

独立性を有し、位置的分散を図ることをいう。 
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3.7.1 適合方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた

め，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な重大事故等対処

設備を設置及び保管する。原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の系

統概要図を第 3.7-1 図から第 3.7-3 図に記載する。 

 

3.7.1.1 重大事故等対処設備 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備のうち，原子炉格納容器バウ

ンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるための設備

として，残留熱代替除去系を設ける。また，原子炉格納容器内の圧力を大気中に

逃がすための設備として，格納容器フィルタベント系を設ける。 

(1) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器の過圧破損を防止する

ための重大事故等対処設備として，残留熱代替除去系を使用する。 

残留熱代替除去系は，残留熱代替除去ポンプ，残留熱除去系熱交換器，配管・

弁類，計測制御装置等で構成し，残留熱代替除去ポンプによりサプレッショ

ン・チェンバのプール水を残留熱除去系熱交換器にて冷却し，残留熱除去系等

を経由して，原子炉圧力容器へ注水するとともに，原子炉格納容器内ヘスプレ

イすることで，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の

圧力及び温度を低下できる設計とする。 

原子炉圧力容器に注水された水は，原子炉圧力容器又は原子炉格納容器内配

管の破断口等から流出し，原子炉格納容器内ヘスプレイされた水とともに，ベ

ント管を経て，サプレッション・チェンバに戻ることで循環する。 

残留熱代替除去系は，代替所内電気設備を経由した常設代替交流電源設備か

らの給電が可能な設計とする。 

残留熱除去系熱交換器は，残留熱代替除去系で使用する原子炉補機代替冷却

系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車により冷却できる設計とす

る。 

原子炉補機代替冷却系は，移動式代替熱交換設備淡水ポンプ及び熱交換器を

搭載した移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車，配管・ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，移動式代替熱交換設備を屋外の接続口より原子炉補

機冷却系に接続し，大型送水ポンプ車により移動式代替熱交換設備に海水を送

水することで，残留熱除去系熱交換器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場で

ある海へ輸送できる設計とする。 

また，屋外の接続口が使用できない場合には，大型送水ポンプ車を屋内の接

続口より原子炉補機冷却系に接続し，原子炉補機冷却系に海水を送水すること

で，残留熱除去系熱交換器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸

送できる設計とする 

大型送水ポンプ車の燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油
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タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・残留熱代替除去ポンプ 

・残留熱除去系熱交換器 

・移動式代替熱交換設備 

・大型送水ポンプ車 

・サプレッション・チェンバ（3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供

給設備） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

残留熱代替除去系の流路として，残留熱除去系の配管，弁，ストレーナ及び

低圧原子炉代替注水系の配管及び弁並びに格納容器スプレイ・ヘッダを重大事

故等対処設備として使用する。 

原子炉補機代替冷却系の流路として，原子炉補機冷却系の配管，弁，及びサ

ージタンク並びにホースを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器及び原子炉格納容器を重大

事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取水設備の取水口，取水管及び

取水槽を重大事故等対処設備として使用する。 

 

(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合において,原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための重大事故等対処設備として，格納容器フィルタベント系を使用す

る。 

格納容器フィルタベント系は，第１ベントフィルタスクラバ容器，第１ベン

トフィルタ銀ゼオライト容器，圧力開放板，配管・弁類，計測制御装置等で構

成し，原子炉格納容器内雰囲気ガスを窒素ガス制御系等を経由して，第１ベン

トフィルタスクラバ容器及び第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器へ導き，放

射性物質を低減させた後に原子炉建物頂部付近に設ける放出口から排出する

ことで，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量を低減しつつ，原子炉

格納容器内の圧力及び温度を低下できる設計とする。 

第１ベントフィルタスクラバ容器は，排気中に含まれる粒子状放射性物質及

びガス状の無機よう素を除去し，第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器は，排

気中に含まれる有機よう素を除去できる設計とする。 

本系統はサプレッション・チェンバ及びドライウェルと接続し，いずれから

も排気できる設計とする。サプレッション・チェンバ側からの排気ではサプレ

ッション・チェンバの水面からの高さを確保し，ドライウェル側からの排気で
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は，有効燃料棒頂部よりも高い位置に接続箇所を設けることで長期的にも溶融

炉心及び水没の悪影響を受けない設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性ガスによる爆発を防

ぐため，系統内を不活性ガス(窒素ガス)で置換した状態で待機させ，使用後に

おいても不活性ガスで置換できる設計とするとともに，系統内に可燃性ガスが

蓄積する可能性のある箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを連続して

排出できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達

することを防止できる設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，他の発電用原子炉とは共用しない設計とする。

また，格納容器フィルタベント系と他の系統・機器を隔離する弁は直列で２弁

設置し，格納容器フィルタベント系と他の系統・機器を確実に隔離することで，

悪影響を及ぼさない設計とする。 

格納容器フィルタベント系の使用後に再度，格納容器代替スプレイ冷却系等

により原子炉格納容器内にスプレイする場合は，原子炉格納容器が負圧となら

ないよう，原子炉格納容器が規定の圧力に達した場合には，スプレイを停止す

る運用とする。 

格納容器フィルタベント系使用時の排出経路に設置される隔離弁は，遠隔手

動弁操作機構によって人力による操作が可能な設計とする。 

遠隔手動弁操作機構の操作場所は，原子炉建物付属棟内とし，放射線防護を

考慮した設計とする。また，排出経路に設置される隔離弁については，常設代

替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電により，中央制御室か

ら操作が可能な設計とする。 

系統内に設ける圧力開放板は，格納容器フィルタベント系の使用の妨げにな

らないよう，原子炉格納容器からの排気圧力と比較して十分に低い圧力で破裂

する設計とする。 

格納容器フィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器等は地下の

格納槽内に格納し，格納容器フィルタベント系の使用時に本系統内に蓄積され

る放射性物質から放出される放射線から作業員を防護する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・第１ベントフィルタスクラバ容器 

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

・圧力開放板 

・可搬式窒素供給装置（3.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す

るための設備) 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型直流電源設備 (3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 
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本系統の流路として，窒素ガス制御系，非常用ガス処理系及び格納容器フィ

ルタベント系の配管及び弁を重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備とし

て使用する。 

 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機器仕様を第3.7-1

表に示す。 

原子炉圧力容器については，「3.20 原子炉圧力容器」に記載する。 

サプレッション・チェンバについては，「3.13 重大事故等の収束に必要とな

る水の供給設備」に記載する。 

可搬式窒素供給装置については，「3.9 水素爆発による原子炉格納容器の破

損を防止するための設備」に記載する。 

原子炉格納容器については，「3.21 原子炉格納容器」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，常設代替直流電源設備，

可搬型直流電源設備，代替所内電気設備及び燃料補給設備については，「3.14 

電源設備」に記載する。 

非常用取水設備については，「3.23 非常用取水設備」に記載する。 

 

3.7.1.1.1 多様性,位置的分散 

基本方針については,「2.3.1 多様性,位置的分散,悪影響防止等」に示す。 

残留熱代替除去系及び格納容器フィルタベント系は，共通要因によって同時に

機能を損なわないよう，原理の異なる冷却及び原子炉格納容器内の減圧手段を用

いることで多様性を有する設計とする。 

残留熱代替除去系は，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替交

流電源設備からの給電により駆動できる設計とする。また，格納容器フィルタベ

ント系は，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替交流電源設備又

は可搬型代替交流電源設備からの給電により駆動できる設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，可搬型代替交流電源設備又は人力により排出経

路に設置される隔離弁を操作できる設計とすることで，残留熱代替除去系に対し

て駆動源の多様性を有する設計とする。 

残留熱代替除去系に使用する原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及

び大型送水ポンプ車は，格納容器フィルタベント系から離れた屋外に分散して保

管することで，格納容器フィルタベント系と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう位置的分散を図る設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，互いに異なる複数箇所に設置し，かつ格納

容器フィルタベント系との離隔を考慮した設計とする。 

残留熱代替除去系の残留熱代替除去ポンプは原子炉建物付属棟内に，残留熱除

去系熱交換器及びサプレッション・チェンバは原子炉棟内に設置し，格納容器フ
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ィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器及び第１ベントフィルタ銀ゼ

オライト容器は地下の格納槽に，圧力開放板は原子炉建物近傍の屋外に設置する

ことで共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とす

る。 

残留熱代替除去系と格納容器フィルタベント系は，共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，流路を分離することで独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び流路の独立性並びに位置的分散によって，残留熱代替除去

系と格納容器フィルタベント系は，互いに重大事故等対処設備として，可能な限

りの独立性を有する設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「3.14 電源設備」に記載する。 

 

3.7.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については,「2.3.1 多様性,位置的分散,悪影響防止等」に示す。 

残留熱代替除去系は，通常時は弁により他の系統と隔離し，重大事故等時に弁

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。また，サプレッション・チェンバのプール水に含

まれる放射性物質の系外放出を防止するため，残留熱代替除去系は閉ループにて

構成する設計とする。 

残留熱代替除去系に使用する原子炉補機代替冷却系は，通常時は移動式代替熱

交換設備及び大型送水ポンプ車を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時

に接続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）

と原子炉補機代替冷却系を同時に使用しないことにより，相互の機能に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，輪留めによる固定等をするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，飛散物となって他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，通常時は弁により他の系統と隔離し，重大事故

等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，格納容器フィルタベント系は，重

大事故等時の排出経路と非常用ガス処理系，原子炉棟換気系の他系統及び機器と

の間に隔離弁を直列に２弁設置し，格納容器フィルタベント系使用時に確実に隔

離することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.7.1.1.3 容量等 

基本方針については,「2.3.2 容量等」に示す。 

残留熱代替除去系の残留熱代替除去ポンプは,炉心の著しい損傷が発生した場

合において,原子炉格納容器の破損を防止するために必要なポンプ流量を有する
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設計とする。 

残留熱代替除去系の残留熱除去系熱交換器は，設計基準事故対処設備の残留熱

除去系と兼用しており，設計基準事故対処設備としての伝熱容量が，炉心の著し

い損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

伝熱容量に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

残留熱代替除去系で使用する原子炉補機代替冷却系は，炉心の著しい損傷が発

生した場合において，原子炉補機代替冷却系での圧力損失を考慮しても原子炉格

納容器の破損を防止するために必要な伝熱容量を有する設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，炉心

の著しい損傷が発生した場合において，残留熱除去系熱交換器で発生した熱を除

去するために屋外の接続口を使用する場合は，必要な伝熱容量及びポンプ流量を

有する移動式代替熱交換設備１セット１式と大型送水ポンプ車１セット１台を使

用する。また，屋内の接続口を使用する場合は，大型送水ポンプ車１セット１台

を使用する。移動式代替熱交換設備の保有数は，２セット２式に加えて，故障時

及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１式の合計３式を保管す

る。大型送水ポンプ車の保有数は，２セット２台に加えて，故障時及び保守点検

による待機除外時のバックアップ用として１台の合計３台を保管する。 

また，原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，

想定される重大事故等時において，残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の

減圧及び除熱と燃料プール冷却系による燃料プールの除熱を同時に使用するため，

各系統の必要な流量を同時に確保できる容量を有する設計とする。 

格納容器フィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器及び第１ベント

フィルタ銀ゼオライト容器は，想定される重大事故等時において，原子炉格納容

器内を減圧させるため，原子炉格納容器内で発生する蒸気量に対して，格納容器

フィルタベント系での圧力損失を考慮しても十分な排出流量を有する設計とする。 

第１ベントフィルタスクラバ容器は，想定される重大事故等時において，粒子

状放射性物質に対する除去効率が 99.9%以上確保できる設計とする。また，スクラ

ビング水の待機時の薬物添加濃度は，想定される重大事故等時のスクラビング水

の pH 値の低下を考慮しても，無機よう素に対する除去効率が 99%以上確保できる

pH 値を維持できる設計とする。 

第１ベントフィルタスクラバ容器の金属フィルタは，想定される重大事故等時

において，金属フィルタに流入するエアロゾル量に対して十分な容量を有する設

計とする。 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器の銀ゼオライト吸着層は，想定される排

気ガスの流量に対して，有機よう素に対する除去効率が 98%以上となるために必要

な排気ガス滞留時間を確保できる吸着層の厚さ及び有効面積を有する設計とする。 

圧力開放板は，格納容器フィルタベント系の使用の妨げにならないよう，原子

炉格納容器からの排気圧力と比較して十分に低い圧力で破裂する設計とする。 
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3.7.1.1.4 環境条件等 

基本方針については,「2.3.3 環境条件等」に示す。 

残留熱代替除去系の残留熱代替除去ポンプは原子炉建物付属棟内に設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

残留熱代替除去ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御

室で可能な設計とする。 

残留熱代替除去系の残留熱除去系熱交換器は原子炉棟内に設置し，想定される

重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

残留熱代替除去系の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重大事故等時に

おいて，中央制御室から遠隔で可能な設計とする。 

残留熱代替除去系運転後における弁の操作は，配管等の周囲の線量を考慮して，

中央制御室又は離れた場所から遠隔で可能な設計とする。 

残留熱代替除去系に使用する原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及

び大型送水ポンプ車は屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時における

環境条件を考慮した設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の常設設備との接続及び操作は，

想定される重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重大事故等

時において，中央制御室若しくは離れた場所から遠隔で可能な設計又は設置場所

で可能な設計とする。 

大型送水ポンプ車と移動式代替熱交換設備との接続及び操作は，想定される重

大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

また，移動式代替熱交換設備の海水通水側及び大型送水ポンプ車は，使用時に

海水を通水するため，海水影響を考慮した設計とし，海から直接取水する際の異

物の流入防止を考慮した設計とする。 

残留熱代替除去系運転後における配管等の周囲の線量低減のため，フラッシン

グが可能な設計とする。 

格納容器フィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器，第１ベントフ

ィルタ銀ゼオライト容器は地下の格納槽に設置し，圧力開放板は屋外に設置する

ことで，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

格納容器フィルタベント系の排出経路に設置される隔離弁のうち原子炉棟内に

設置する弁の操作は，原子炉建物付属棟内に設置されている遠隔手動弁操作機構

により，想定される重大事故等時において，離れた場所から人力で容易かつ確実

に手動操作が可能な設計とする。 

また，排出経路に設置される隔離弁については，中央制御室から操作が可能な

設計とする。 

 

3.7.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については,「2.3.4 操作牲及び試験・検査性」に示す。 
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残留熱代替除去系は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構成か

ら弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

残留熱代替除去ポンプ及び系統構成に必要な弁は，中央制御室の操作スイッチ

により操作が可能な設計とする。 

また，残留熱代替除去系の運転中に残留熱除去系ストレーナが閉塞した場合に

おいては，逆洗操作が可能な設計とする。 

残留熱代替除去系に使用する原子炉補機代替冷却系は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられ

る設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，付属

の操作スイッチにより，設置場所での操作が可能な設計とする。原子炉補機代替

冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，中央制御室の操作スイッチによる操作又

は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，車両として屋外のアクセスル

ートを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる

固定等が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車を接続する接続口については，フ

ランジ接続とし，一般的に使用される工具を用いて，ホースを確実に接続するこ

とができる設計とする。 

大型送水ポンプ車と移動式代替熱交換設備との接続は，簡便な接続とし，結合

金具を用いてホースを確実に接続できる設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，想定される重大事故等時において，通常時の系

統構成から弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

格納容器フィルタベント系使用時の排出経路に設置される隔離弁には，炉心の

著しい損傷が発生した場合において，現場において人力で弁の操作ができるよう，

遠隔手動弁操作機構を設置するとともに，操作場所は原子炉建物付属棟内とする

ことで，容易かつ確実に人力による操作が可能な設計とする。 

また，排出経路に設置される隔離弁については，中央制御室の操作スイッチに

より操作が可能な設計とする。 

 

3.7.1.1.6 試験検査 

基本方針については,「2.3.4 操作牲及び試験・検査性」に示す。 

残留熱代替除去系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に弁の開閉動作の確認

が可能な設計とする。また，残留熱代替除去ポンプ及び残留熱除去系熱交換器は

発電用原子炉の停止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

残留熱代替除去系に使用する原子炉補機代替冷却系は，発電用原子炉の運転中

又は停止中に機能・性能及び漏えいの有無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可

能な設計とする。また，原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備の移動式

代替熱交換設備淡水ポンプ及び熱交換器は，発電用原子炉の運転中又は停止中に
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分解又は取替えが可能な設計とする。原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に独立して機能・性能及び漏えいの有無の

確認が可能な設計とするとともに，分解又は取替えが可能な設計とする。 

また，移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，車両としての運転状態

の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，発電用原子炉の停止中に排出経路の隔離弁の開

閉動作及び漏えいの確認が可能な設計とする。 

格納容器フィルタベント系の第１ベントフィルタスクラバ容器は，発電用原子

炉の停止中に内部構造物の外観の確認が可能な設計とする。 

第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器は，発電用原子炉の停止中に内部構造物

の外観の確認及び内部に設置されている銀ゼオライト試験片を用いた性能の確認

が可能な設計とする。 

圧力開放板は，発電用原子炉の停止中に取替えが可能な設計とする。 
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第 3.7-1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機器

仕様 

(1) 残留熱代替除去系

ａ．残留熱代替除去ポンプ 

台数 ：１(予備１) 

容量 ：約 150m3/h/台 

全揚程 ：約 70m 

ｂ．残留熱除去系熱交換器 

兼用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系

基数 ：１ 

伝熱容量 ：約９MW 

ｃ．移動式代替熱交換設備 

第3.5-1表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要仕様に

記載する。 

ｄ．大型送水ポンプ車 

第 3.5-1 表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要仕様に

記載する。 

(2) 格納容器フィルタベント系

兼用する設備は以下のとおり。

・最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

ａ．第１ベントフィルタスクラバ容器 

個    数  ４ 

系統設計流量 約9.8kg/s（格納容器圧力が0.427MPa[gage]におい

て） 

放射性物質除去効率 99.9%以上（粒子状放射性物質に対して） 

99%以上（無機よう素に対して） 

材 料 

スクラビング水

（pH  以上） 

金属フィルタ      

ｂ．第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

個    数  １ 

系統設計流量  約9.8kg/s（格納容器圧力が0.427MPa[gage]におい

て） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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放射性物質除去効率 98%以上（有機よう素に対して） 

材    料 銀ゼオライト 

ｃ．圧力開放板 

個    数 １ 

設定破裂圧力 約80kPa[gage] 

ｄ．可搬式窒素供給装置 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉格納容器の水素爆発を防止するための設備

個 数 １（予備１） 

容 量 約100Nm3/h/台 
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3.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備【51条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

第五十一条 発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器の破損を防止するため，溶融し，原子炉格納容器の下部に落下し

た炉心を冷却するために必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第51条に規定する「溶融し，原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却する

ために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を行うための設備をいう。なお，原子炉格納容器下部に落下した溶融

炉心の冷却は，溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）を抑制すること

及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止するた

めに行われるものである。 

ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容器下部注水設

備とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備をいう。 

ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）を整備する

こと。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場合は，接続する建屋内

の流路をあらかじめ敷設すること。） 

ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は，多重性又は多様性及び独立性を有し，

位置的分散を図ること。（ただし，建屋内の構造上の流路及び配管を除

く。） 

ｂ）これらの設備は，交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給

電を可能とすること。 
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3.8.1 適合方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた

め，溶融し，原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な重大

事故等対処設備を設置及び保管する。 

原子炉格納容器下部（以下ペデスタル内）に落下した溶融炉心を冷却すること

で，溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）を抑制し，溶融炉心が原子炉

格納容器バウンダリに接触することを防止する。 

ペデスタル内の溶融炉心を冷却するための設備の系統概要図を第 3.8-1 図から

第 3.8-10 図に示す。 

3.8.1.1 重大事故等対処設備 

ペデスタル内の溶融炉心を冷却するための設備のうち，炉心の著しい損傷が発

生した場合において原子炉格納容器の破損を防止できるよう，ペデスタル内に落

下した溶融炉心の冷却を行うための設備として，ペデスタル代替注水系（常設），

ペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）を設け

る。 

また，溶融炉心がペデスタル内へと落下した場合に，ドライウェル機器ドレン

サンプ及びドライウェル床ドレンサンプへの溶融炉心の流入を抑制するための設

備として，コリウムシールドを設ける。 

(1) ペデスタル内に落下した溶融炉心の冷却に用いる設備

ａ．ペデスタル代替注水系（常設）によるペデスタル内への注水 

ペデスタル内に落下した溶融炉心の冷却を行うための重大事故等対処設

備として，ペデスタル代替注水系（常設）を使用する。 

ペデスタル代替注水系（常設）は，低圧原子炉代替注水ポンプ，配管・弁

類，計測制御装置等で構成し，低圧原子炉代替注水ポンプにより，低圧原子

炉代替注水槽の水を残留熱除去系を経由して格納容器スプレイ・ヘッダから

ドライウェル内にスプレイすることでペデスタル内へ流入し，溶融炉心が落

下するまでにペデスタル内にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，落

下した溶融炉心を冷却できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（常設）は，代替所内電気設備を経由した常設代替

交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

また，コリウムシールドは，溶融炉心がペデスタル内へと落下した場合に

おいて，ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプへ

の溶融炉心の流入を抑制し，溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触す

ることを防止できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・低圧原子炉代替注水ポンプ

・コリウムシールド

・低圧原子炉代替注水槽（3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給
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設備） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，残留熱除去系の配管及び弁，格納容器スプレイ・ヘ

ッダを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備と

して使用する。 

 

ｂ．ペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデスタル内への注水 

ペデスタル内に落下した溶融炉心の冷却を行うための重大事故等対処設

備として，ペデスタル代替注水系（可搬型）を使用する。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を復水輸送系

及び補給水系を経由してペデスタル内へ注水し，溶融炉心が落下するまでに

ペデスタル内にあらかじめ十分な水位を確保するとともに，落下した溶融炉

心を冷却できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）は，代替淡水源が枯渇した場合において，

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備である大型送水ポンプ車によ

り海を利用できる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）は，代替所内電気設備を経由した常設代

替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とす

る。また，大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。

燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

また，コリウムシールドは，溶融炉心がペデスタル内へと落下した場合に

おいて，ドライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプへ

の溶融炉心の流入を抑制し，溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触す

ることを防止できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・コリウムシールド 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，復水輸送系，補給水系の配管及び弁並びにホース

を重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備
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として使用する。 

ｃ．格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタル内への注水 

ペデスタル内に落下した溶融炉心の冷却を行うための重大事故等対処設

備として，格納容器代替スプレイ系（可搬型）を使用する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）は，大量送水車，配管・ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水を残留熱除去

系を経由して格納容器スプレイ・ヘッダからドライウェル内にスプレイする

ことでペデスタル内へ流入し，溶融炉心が落下するまでにペデスタル内にあ

らかじめ十分な水位を確保するとともに，落下した溶融炉心を冷却できる設

計とする。 

本系統の詳細については，「3.6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備」

に記載する。 

(2) 溶融炉心のペデスタル内への落下遅延・防止に用いる設備

ａ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心のペデスタル内への落下を

遅延・防止するための重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系（常

設）を使用する。なお，この場合は，ほう酸水注入系による原子炉圧力容器

へのほう酸水注入と並行して行う。 

本系統の詳細については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」に記載する。 

ｂ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水 

炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心のペデスタル内への落下を

遅延・防止するための重大事故等対処設備として，低圧原子炉代替注水系（可

搬型）を使用する。なお，この場合は，ほう酸水注入系による原子炉圧力容

器へのほう酸水注入と並行して行う。 

本系統の詳細については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」に記載する。 

ｃ．高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注水 

炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心のペデスタル内への落下を

遅延・防止するための重大事故等対処設備として，高圧原子炉代替注水系を

使用する。なお，この場合は，ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほ

う酸水注入と並行して行う。 

本系統の詳細については，「3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」に記載する。 
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ｄ．ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入 

炉心の著しい損傷が発生した場合に溶融炉心のペデスタル内への落下を

遅延・防止するための重大事故等対処設備として，ほう酸水注入系を使用す

る。なお，この場合は，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注

水系（可搬型）及び高圧原子炉代替注水系のいずれかによる原子炉圧力容器

への注水と並行して行う。 

本系統の詳細については，「3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界

にするための設備」に記載する。 

ペデスタル内の溶融炉心を冷却するための設備の主要機器仕様を第 3.8-1 表に

示す。 

大型送水ポンプ車，低圧原子炉代替注水槽については，「3.13 重大事故等の収

束に必要となる水の供給設備」に記載する。 

原子炉格納容器については，「3.21 原子炉格納容器」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備及び燃料

補給設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 
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3.8.1.1.1 多重性又は多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

ペデスタル代替注水系（常設），ペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容器

代替スプレイ系（可搬型）は，共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

ペデスタル代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプを代替所内電気設備

を経由した常設代替交流電源設備からの給電による電動機駆動とし，ペデスタル

代替注水系（可搬型）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）の大量送水車をデ

ィーゼルエンジンによる駆動とすることで，多様性を有する設計とする。 

ペデスタル代替注水系（常設）の電動弁は，ハンドルを設けて手動操作を可能

とすることで，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電に

よる遠隔操作に対して多様性を有する設計とする。また，ペデスタル代替注水系

（常設）の電動弁は，代替所内電気設備を経由して給電する系統において，独立

した電路で系統構成することにより，非常用所内電気設備を経由して給電する系

統に対して独立性を有する設計とする。 

また，ペデスタル代替注水系（常設）及びペデスタル代替注水系（可搬型），格

納容器代替スプレイ系（可搬型）の水源は，それぞれ低圧原子炉代替注水槽と代

替淡水源とすることで，異なる水源を有する設計とする。 

低圧原子炉代替注水ポンプは，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽内に設置し，

大量送水車は低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽から離れた屋外に分散して保管す

ることで，共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計

とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）の電

動弁は，ハンドルを設けて手動操作を可能とすることで，常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備からの給電による遠隔操作に対して多様性を有する

設計とする。また，ペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容器代替スプレイ

系（可搬型）の電動弁は，代替所内電気設備を経由して給電する系統において，

独立した電路で系統構成することにより，非常用所内電気設備を経由して給電す

る系統に対して独立性を有する設計とする。 

大量送水車の接続口は，共通要因によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

これらの多様性及び系統の独立性並びに位置的分散によって，ペデスタル代替

注水系（常設）並びにペデスタル代替注水系（可搬型）及び格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）は，互いに重大事故等対処設備としての独立性を有する設計とす

る。 

電源設備の多重性又は多様性及び独立性，位置的分散については「3.14 電源設

備」に記載する。 

3.8.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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ペデスタル代替注水系（常設）は，通常時は弁により他の系統と隔離し，重大

事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）は，通常時は大量送水車を接続先の系統と分

離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備として

の系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車は，輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

大量送水車は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

コリウムシールドは，他の設備と独立して設置することで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。また，コリウムシールドは，スリットを設けることで，

原子炉格納容器下部に設置されているドライウェル床ドレンサンプの原子炉冷却

材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えい検出機能に対して悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

3.8.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

ペデスタル代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，想定される重

大事故等時において，ペデスタル内に落下した溶融炉心を冷却するために必要な

注水流量を有する設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）の大量送水車は，想定される重大事故等時に

おいて，ペデスタル内に落下した溶融炉心を冷却するために必要な注水流量を有

するものを１セット１台使用する。保有数は，２セット２台に加えて，故障時及

び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１台の合計３台を保管する。 

コリウムシールドは，ペデスタル内に落下した溶融炉心が，ドライウェル機器

ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプへ流入することを抑制するために

必要な厚さを有する設計とする。 

3.8.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

ペデスタル代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，低圧原子炉代

替注水ポンプ格納槽内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。低圧原子炉代替注水ポンプの操作は，想定される重大事故等

時において，中央制御室で可能な設計とする。 

ペデスタル代替注水系（常設）の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重

大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

また，ペデスタル代替注水系（常設）は，淡水だけでなく海水も使用できる設

計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，設

備への影響を考慮する。 
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ペデスタル代替注水系（可搬型）の大量送水車は，屋外に保管及び設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。大量送水車の常

設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時において，設置場所で可能

な設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）の系統構成に必要な弁の操作は，想定される

重大事故等時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。また，ペ

デスタル代替注水系（可搬型）は，淡水だけでなく海水も使用できる設計とする。

なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，設備への影響

を考慮する。 

コリウムシールドは，ペデスタル内に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

3.8.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ペデスタル代替注水系（常設）は，想定される重大事故等時において，通常時

の系統構成から弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。ペデスタル

代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，中央制御室の操作スイッチ

により操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室又は設置場所

での手動操作が可能な設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）は，想定される重大事故等時において，通常

時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）の大量送水車は，付属の操作スイッチにより，

設置場所での操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室又は設

置場所での手動操作が可能な設計とする。 

大量送水車は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設

計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

大量送水車を接続する接続口については，簡便な接続とし，結合金具を用いて

ホースを確実に接続することができる設計とする。また，接続口の口径を統一す

る設計とする。 

3.8.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ペデスタル代替注水系（常設）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・

性能及び漏えいの有無の確認並びに弁開閉動作の確認が可能な設計とする。また，

ペデスタル代替注水系（常設）の低圧原子炉代替注水ポンプは，発電用原子炉の

停止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）の大量送水車は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に，独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとと

もに，分解又は取替えが可能な設計とする。また，大量送水車は，車両として運
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転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

コリウムシールドは，発電用原子炉の停止中に外観の確認が可能な設計とする。 
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第 3.8-1 表 ペデスタル内の溶融炉心を冷却するための設備の主要機器仕様 

 

(1) ペデスタル代替注水系（常設） 

ａ．低圧原子炉代替注水ポンプ 

第 3.4-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(2) ペデスタル代替注水系（可搬型） 

ａ．大量送水車 

第3.11-1表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(3) 格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

ａ．大量送水車 

第3.11-1表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(4) コリウムシールド 

材    質       ジルコニア 

外    径       ペデスタル床全面 

厚    さ       約 0.1m 以上 

 

(5) 低圧原子炉代替注水系（常設） 

ａ．低圧原子炉代替注水ポンプ 

第 3.4-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(6) 低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

ａ．大量送水車 

第3.11-1表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

 

(7) 高圧原子炉代替注水系 

ａ．高圧原子炉代替注水系ポンプ 

第 3.2-1 表 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却す

るための設備の主要機器仕様に記載する。 
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(8) ほう酸水注入系 

ａ．ほう酸水注入ポンプ 

第 3.1-1 表 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備の

主要機器仕様に記載する。 

ｂ．ほう酸水貯蔵タンク 

第 3.1-1 表 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備の

主要機器仕様に記載する。 
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3.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備【52 条】 

【設置許可基準規則】 

（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において

原子炉格納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による

破損を防止する必要がある場合には，水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第 52 条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために

必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

＜BWR＞ 

ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること。 

＜PWR のうち必要な原子炉＞ 

ｂ）水素濃度制御設備を設置すること。 

＜BWR 及び PWR 共通＞ 

ｃ）水素ガスを原子炉格納容器外に排出する場合には，排出経路での水素爆発

を防止すること，放射性物質の低減設備，水素及び放射性物質濃度測定装置

を設けること。 

ｄ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で測定できる

監視設備を設置すること。 

ｅ）これらの設備は，交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給

電を可能とすること。 
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3.9.1 適合方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素によ

る爆発（以下「水素爆発」という。）による破損を防止する必要がある場合には，

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備の系統概要図を第

3.9－1 図から第 3.9－4 図に示す。 

3.9.1.1 重大事故等対処設備 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備のうち，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素爆発による破損

を防止できるよう，原子炉格納容器内を不活性化するための設備として，窒素ガ

ス代替注入系を設ける。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備のうち，炉心の著

しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水素爆発による破損

を防止できるよう，原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素ガスを大気へ

排出するための設備として，格納容器フィルタベント系を設ける。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備のうち，炉心の著

しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器内の水素濃度を監視する設備

として，水素濃度監視設備を設ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器内における水

素爆発による破損を防止できるよう，発電用原子炉の運転中は，原子炉格納容器

内を窒素ガス制御系により常時不活性化する設計とする。 

 

(1) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容器水素爆発防止 

ａ．窒素ガス代替注入系による原子炉格納容器内の不活性化 

原子炉格納容器内を不活性化するための重大事故等対処設備として，窒素

ガス代替注入系を使用する。 

本系統は，可搬式窒素供給装置，配管・ホース・弁類等で構成し，格納容

器フィルタベント系の使用前に原子炉格納容器内に窒素を供給することで，

ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発

生する水素及び酸素の濃度を，蒸気が全て凝縮した条件でも可燃限界未満に

することが可能な設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とし，

燃料はガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンクか

らタンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬式窒素供給装置 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，窒素ガス代替注入系の配管，弁及びホースを重大事
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故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備と

して使用する。 

 

ｂ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガ

スの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素ガスを大気へ排出するた

めの重大事故等対処設備として，格納容器フィルタベント系を使用する。 

格納容器フィルタベント系は,第１ベントフィルタスクラバ容器,第１ベ

ントフィルタ銀ゼオライト容器，圧力開放板，配管・弁類，計測制御装置等

で構成し，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器内雰

囲気ガスを窒素ガス制御系等を経由して，第１ベントフィルタスクラバ容器

及び第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器へ導き，放射性物質を低減させた

後に原子炉建物頂部付近に設ける放出口から排出することで，排気中に含ま

れる放射性物質の環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応及び水

の放射線分解等により発生する原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガス

を大気に排出できる設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性ガスによる爆発を

防ぐため，系統内を不活性ガス（窒素ガス)で置換した状態で待機させ，使

用後においても不活性ガスで置換できる設計とし，排出経路に可燃性ガスが

蓄積する可能性のある箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを連続し

て排出できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域

に達することを防止できる設計とする。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視できるよう，第１ベントフィル

タ出口配管に第１ベントフィルタ出口水素濃度を設ける。また，放射線量率

を測定し,放射性物質濃度を推定できるよう，第１ベントフィルタ出口配管

に第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）を設ける。

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備から給電が可能な設計とする。また，第１ベントフィルタ出口

放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，常設代替直流電源設備又は可搬型

直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・第１ベントフィルタスクラバ容器 

・第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

・圧力開放板 

・第１ベントフィルタ出口水素濃度 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 
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・代替所内電気設備（3.14 電源設備） 

・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，窒素ガス制御系，非常用ガス処理系及び格納容器フ

ィルタベント系の配管及び弁を重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器を重大事故等対処設備と

して使用する。 

本系統のうち第１ベントフィルタ出口水素濃度及び第１ベントフィルタ

出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）の詳細については，「3.15 計装設

備」に記載し，その他系統の詳細については，「3.7 原子炉格納容器の過圧

破損を防止するための設備」に記載する。 

 

(2) 原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監視 

ａ．格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）による原子炉格

納容器内の水素濃度及び酸素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監視を行うための重大事

故等対処設備として，格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）を使用する。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，炉心の著し

い損傷が発生した場合にサンプリング装置により原子炉格納容器内の雰囲

気ガスを原子炉棟内へ導き，検出器で測定することで，原子炉格納容器内の

水素濃度及び酸素濃度を中央制御室より監視できる設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，常設代替交

流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・格納容器水素濃度（ＳＡ) 

・格納容器酸素濃度（ＳＡ) 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備) 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備) 

 

ｂ．格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度による原子炉格納容器内の水素濃

度監視及び酸素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監視を行うための重大事

故等対処設備として，格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度を使用する。 

格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度は，炉心の著しい損傷が発生した

場合に，サンプリング装置により原子炉格納容器内の雰囲気ガスを原子炉棟

内へ導き，検出器で測定することで，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素

濃度を中央制御室より監視できる設計とする。格納容器水素濃度及び格納容

器酸素濃度は，常設代替交流電源設備から給電が可能な設計とする。なお，
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原子炉補機代替冷却系から冷却水を供給することにより，サンプリングガス

を冷却できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・格納容器水素濃度 

・格納容器酸素濃度 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備の主要機器仕様を

第 3.9－1 表に示す。 

原子炉格納容器については,「3.21 原子炉格納容器」に記載する。 

常設代替直流電源設備，可搬型代替直流電源設備，常設代替交流電源設備及び

可搬型代替交流電源設備については,「3.14 電源設備」に記載する。 

 

3.9.1.1.1 多様性,位置的分散 

基本方針については,「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は，屋外の保管場所に分散して保管

することで，位置的分散を図る設計とする。 

格納容器フィルタベント系は，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備，及び常設代替直流電源設備又

は可搬型直流電源設備からの給電により駆動できる設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，格納容器水素濃

度及び格納容器酸素濃度と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，多様

性を有する設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，格納容器水素濃

度及び格納容器酸素濃度と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，検出

器の設置箇所の位置的分散を図る設計とする。 

また，格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は非常用交流電

源設備に対して多様性を有する常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備から給電が可能な設計とする。 

格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度は，非常用交流電源設備に対して多様

性を有する常設代替交流電源設備から給電が可能な設計とする。また，サンプリ

ングガスの冷却に必要な冷却水は，原子炉補機冷却系に対して多様性を有する原

子炉補機代替冷却系から供給が可能な設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については,「3.14 電源設備」に記載する。原

子炉補機代替冷却系の多様性，位置的分散については，「3.5 最終ヒートシンクへ

熱を輸送するための設備」に記載する。 

 

3.9.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については,「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 
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窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は，通常時は接続先の系統と分離し

て保管し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び

格納容器酸素濃度は，他の設備と電気的な分離をすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

 

3.9.1.1.3 容量等 

基本方針については,「2.3.2 容量等」に示す。 

窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は, 想定される重大事故等時におい

て，格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器内における水素及び酸素を

排出する前までに，原子炉格納容器内の水素及び酸素の濃度を可燃限界未満にす

るために必要な窒素供給容量を確保するため１セット１台使用する。保有数は，

１セット１台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用

として１台の合計２台を保管する。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器水素濃度は，想定される重大事故等時

に原子炉格納容器内の水素濃度が変動する可能性のある範囲を測定できる設計と

する。 

格納容器酸素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度は，想定される重大事故等時

に原子炉格納容器内の水素爆発を防止するため，その可燃限界濃度を測定できる

設計とする。 

 

3.9.1.1.4 環境条件等 

基本方針については,「2.3.3 環境条件等」に示す。 

窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は，屋外に保管及び設置し，想定さ

れる重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

可搬式窒素供給装置の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時

において，設置場所で可能な設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，原子炉棟内に設

置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度は，原子炉棟内に設置し,想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び

格納容器酸素濃度のサンプリング装置の操作は,想定される重大事故等時におい

て，中央制御室で可能な設計とする。 
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3.9.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については,「2.3.4 操作牲及び試験・検査性」に示す。 

窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は，付属の操作スイッチにより，設

置場所での操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，設置場所での手動操

作が可能な設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス

可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とす

る。 

可搬式窒素供給装置を接続する接続口については，簡便な接続とし,結合金具を

用いてホースを確実に接続することができる設計とする。また，接続口の口径を

統一する設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び

格納容器酸素濃度は，想定される重大事故等時において，他の系統と切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び

格納容器酸素濃度は，想定される重大事故等時において，中央制御室にて監視及

びサンプリング装置の操作が可能な設計とする。 

 

3.9.1.1.6 試験検査 

基本方針については,「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

窒素ガス代替注入系の可搬式窒素供給装置は，発電用原子炉の運転中又は停止

中に独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，

分解又は取替えが可能な設計とする。 

可搬式窒素供給装置は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設

計とする。 

格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び

格納容器酸素濃度は，発電用原子炉の停止中に模擬入力による機能・性能の確認

（特性の確認）及び校正が可能な設計とする。格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容

器酸素濃度（ＳＡ），格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度のサンプリング装置

は，発電用原子炉の停止中に運転により機能・性能及び漏えいの有無の確認が可

能な設計とする。 
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第 3.9－1 表 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

の主要機器仕様 

 

(1) 窒素ガス代替注入系 

ａ．可搬式窒素供給装置 

 兼用する設備は以下のとおり。 

 ・原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

  台  数    １（予備１） 

  容  量    約 100Nm3/h/台 

 

(2) 格納容器フィルタベント系 

ａ．第１ベントフィルタスクラバ容器 

第 3.7－1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機

器仕様に記載する。 

ｂ．第１ベントフィルタ銀ゼオライト容器 

 第 3.7－1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機

器仕様に記載する。 

ｃ．圧力開放板 

 第 3.7－1 表 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の主要機

器仕様に記載する。 

ｄ．第１ベントフィルタ出口水素濃度 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す

る。 

ｅ．第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す

る。 

 

(3) 水素濃度監視設備及び酸素濃度監視設備 

ａ．格納容器水素濃度（ＳＡ） 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す

る。 

ｂ．格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す

る。 

ｃ．格納容器水素濃度 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す

る。 

ｄ．格納容器酸素濃度 

 第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載す
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3.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備【53 条】 

【設置許可基準規則】 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

第五十三条 

発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋

その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施

設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要があ

る場合には，水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な設

備を設けなければならない。 

（解釈） 

1 第53条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために

必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

a) 水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のおそれがないこと

を示すこと。）又は水素排出設備（動的機器等に水素爆発を防止する機能を

付けること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置すること。

b) 想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で推定できる監

視設備を設置すること。

c) これらの設備は，交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。
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3.10.1 適合方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建物等の水素爆発による損傷

を防止するために必要な重大事故等対処設備を設置する。 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備の構造図及び系統概

要図を第 3.10-1 図から第 3.10-3 図に示す。 

3.10.1.1 重大事故等対処設備 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備のうち，原子炉建物

等の損傷を防止するための水素濃度制御設備として，静的触媒式水素処理装置，

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度を設ける。

また，原子炉建物内の水素濃度が変動する可能性のある範囲にわたり測定するた

めの設備として，原子炉建物水素濃度監視設備を設ける。 

(1) 水素濃度制御による原子炉建物等の損傷を防止するための設備

ａ．静的触媒式水素処理装置による水素濃度の上昇抑制 

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備のうち，炉心の

著しい損傷により原子炉格納容器から原子炉棟内に水素ガスが漏えいした

場合において，原子炉棟内の水素濃度上昇を抑制し，水素濃度を可燃限界未

満に制御する重大事故等対処設備として，水素濃度制御設備である静的触媒

式水素処理装置，静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理

装置出口温度を使用する。 

静的触媒式水素処理装置は，運転員の起動操作を必要とせずに，原子炉格

納容器から原子炉棟に漏えいした水素ガスと酸素ガスを触媒反応によって

再結合させることで，原子炉棟内の水素濃度の上昇を抑制し，原子炉建物の

水素爆発を防止できる設計とする。 

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度

は，静的触媒式水素処理装置の入口側及び出口側の温度により静的触媒式水

素処理装置の作動状態を中央制御室から監視できる設計とする。静的触媒式

水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度は，常設代替直

流電源設備又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・静的触媒式水素処理装置

・静的触媒式水素処理装置入口温度

・静的触媒式水素処理装置出口温度

・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備）

本系統の流路として，原子炉棟を重大事故等対処設備として使用する。 
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b．水素濃度監視 

(a) 原子炉建物水素濃度監視設備による水素濃度測定

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備のうち，炉心

の著しい損傷により原子炉格納容器から原子炉棟内に漏えいした水素ガ

スの濃度を測定するため，炉心の著しい損傷が発生した場合に水素濃度が

変動する可能性のある範囲で測定できる重大事故等対処設備として，原子

炉建物水素濃度監視設備である原子炉建物水素濃度を使用する。 

原子炉建物水素濃度は，中央制御室において連続監視できる設計とし，

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な

設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉建物水素濃度

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備）

水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備の主要機器仕様を第

3.10-1 表に示す。 

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬

型代替交流電源設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 
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3.10.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度と原子

炉建物水素濃度は，共通要因によって同時に機能を損なわないよう，異なる計測

方式とすることで多様性を有する設計とする。また，静的触媒式水素処理装置入

口温度，静的触媒式水素処理装置出口温度は，非常用交流電源設備に対して多様

性を有する常設代替直流電源設備又は可搬型直流電源設備からの給電により作動

できる設計とする。原子炉建物水素濃度は，非常用交流電源設備に対して多様性

を有する常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電により作

動できる設計とする。電源設備の多様性，位置的分散については，「3.14 電源設

備」に記載する。 

3.10.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

静的触媒式水素処理装置は，原子炉建物４階（燃料取替階）壁面近傍等に設置

し，他の設備と独立して作動する設計とするとともに，重大事故等時の再結合反

応による温度上昇が重大事故等時に使用する他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

静的触媒式水素処理装置入口温度，静的触媒式水素処理装置出口温度及び原子

炉建物水素濃度は，他の設備と電気的な分離を行うことで，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。また，静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式

水素処理装置出口温度は，静的触媒式水素処理装置内の水素ガス流路を妨げない

配置及び寸法とすることで，静的触媒式水素処理装置の水素処理性能に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

3.10.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

静的触媒式水素処理装置は，想定される重大事故等時において，有効燃料部の

被覆管がジルコニウム－水反応により全て反応したときに発生する水素ガス（約

1,000kg）が，原子炉格納容器の設計圧力の２倍における原子炉格納容器漏えい率

に対して保守的に設定した漏えい率（10％/日）で漏えいした場合において，ガス

状よう素による性能低下及び水素再結合反応開始の不確かさを考慮しても，原子

炉棟の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止するために必要な水

素処理容量を有する設計とする。 

また，静的触媒式水素処理装置は，原子炉棟内の水素ガスの効率的な除去を考

慮して分散させ，適切な位置に配置する。 

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度は，静

的触媒式水素処理装置作動時に想定される温度範囲を測定できる設計とする。 

原子炉建物水素濃度は，原子炉建物４階（燃料取替階）の壁面及び天井付近，
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並びに原子炉建物２階の非常用ガス処理系吸込配管近傍に分散させた適切な位置

に配置し，想定される重大事故等時において，原子炉棟内の水素濃度を測定でき

る設計とする。また，原子炉建物水素濃度は，原子炉建物４階（燃料取替階）以

外の水素ガスが漏えいする可能性の高いエリアにも設置し，水素ガスの早期検知

及び滞留状況を把握できる設計とする。 

3.10.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

静的触媒式水素処理装置，静的触媒式水素処理装置入口温度，静的触媒式水素

処理装置出口及び原子炉建物水素濃度は，原子炉棟内に設置し，想定される重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

3.10.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

静的触媒式水素処理装置，静的触媒式水素処理装置入口温度，静的触媒式水素

処理装置出口温度及び原子炉建物水素濃度は，想定される重大事故等時において，

他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

静的触媒式水素処理装置は，水素ガスと酸素ガスが流入すると触媒反応によっ

て受動的に起動する設備とし，操作不要な設計とする。静的触媒式水素処理装置

入口温度，静的触媒式水素処理装置出口温度及び原子炉建物水素濃度は，中央制

御室で監視が可能な設計とする。 

3.10.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

静的触媒式水素処理装置は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の確認として

触媒カートリッジの水素処理性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

静的触媒式水素処理装置入口温度及び静的触媒式水素処理装置出口温度は，発

電用原子炉の停止中に模擬入力による機能・性能の確認（特性の確認）及び校正

が可能な設計とする。 

原子炉建物水素濃度は，発電用原子炉の停止中に模擬入力による機能・性能の

確認（特性の確認）及び校正が可能な設計とする。 
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第 3.10-1 表 水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備の 

主要機器仕様 

(1) 静的触媒式水素処理装置

種類 触媒反応式 

個数 18 

水素処理容量  約 0.50kg/h/個（水素濃度 4.0vol％，100℃，大気圧におい

て） 

(2) 静的触媒式水素処理装置入口温度

第 3.15-1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載する。

(3) 静的触媒式水素処理装置出口温度

第 3.15-1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載する。

(4) 原子炉建物水素濃度

第 3.15-1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様に記載する。
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3.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備【54 条】 

【設置許可基準規則】 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使

用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放

射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な設備を設けなければならない。 

２ 発電用原子力施設には，使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他の

要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽

内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するために必要な設

備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

槽の水位が低下した場合」とは，本規程第 37 条 3-1(a)及び(b)で定義する想定

事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下をい

う。 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界

を防止するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）代替注水設備として，可搬型代替注水設備（注水ライン及びポンプ車等）を

配備すること。 

ｂ）代替注水設備は，設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備が機能喪失し，

又は小規模な漏えいがあった場合でも，使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できる

ものであること。 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨

界を防止するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）スプレイ設備として，可搬型スプレイ設備（スプレイヘッダ，スプレイライ

ン及びポンプ車等）を配備すること。 

ｂ）スプレイ設備は，代替注水設備によって使用済燃料貯蔵槽の水位が維持でき

ない場合でも，燃料損傷を緩和できるものであること。 

ｃ）燃料損傷時に，できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための設備

を整備すること。 

４ 第１項及び第２項の設備として，使用済燃料貯蔵槽の監視は，以下によるこ

と。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位，水温及び上部の空間線量率について，燃料貯蔵設

備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定可能である
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こと。 

ｂ）これらの計測設備は，交流又は直流電源が必要な場合には，代替電源設備か

らの給電を可能とすること。 

ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 
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3.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

 

3.11.1 適合方針 

燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又は燃料プールからの水の漏え

いその他の要因により当該燃料プールの水位が低下した場合において燃料プール

内の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な重大

事故等対処設備を設置及び保管する。 

燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により燃料プールの水位が異

常に低下した場合において，燃料プール内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，

及び臨界を防止するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

燃料プールの冷却等のための設備の系統概要図を第3.11-1図から第3.11-4図，

第 3.11-6 図から第 3.11-10 図に示す。また，燃料プールの監視等のための設備の

系統概要図を第 3.11-5 図に示す。 

 

3.11.1.1 重大事故等対処設備 

燃料プールの冷却等のための設備のうち，燃料プールの冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は燃料プールからの小規模な水の漏えいその他の要因により燃料プ

ールの水位が低下した場合においても燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止できるよう燃料プールの水位を維持するための設備，並

びに燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により燃料プールの水位が

異常に低下した場合においても燃料プール内燃料体等の著しい損傷を緩和し，及

び臨界を防止するための設備として，燃料プールスプレイ系を設ける。 

燃料プールに接続する配管の破損等により，燃料プール戻り配管からサイフォ

ン現象による水の漏えいが発生した場合に，漏えいの継続を防止するため， 燃料

プール戻りラインの逆止弁にサイフォンブレイク配管を設ける。 

燃料プールの冷却等のための設備のうち，燃料プール内燃料体等の著しい損傷

に至った場合において大気への放射性物質の拡散を抑制するための設備として原

子炉建物放水設備を設ける。 

燃料プールの冷却等のための設備のうち，重大事故等時において，燃料プール

の状態を監視するための設備として，燃料プールの監視設備を設ける。 

(1) 燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の喪失時又は燃料プール水の小規

模な漏えい発生時に用いる設備 

ａ．燃料プール代替注水 

(a) 燃料プールスプレイ系による常設スプレイヘッダを使用した燃料プー

ルへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却）及び燃料プール冷却系の有する燃料プ

ールの冷却機能喪失又は残留熱除去ポンプによる燃料プールへの補給機

能が喪失し，又は燃料プールに接続する配管の破損等により燃料プール水
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の小規模な漏えいにより燃料プールの水位が低下した場合に，燃料プール

内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事

故等対処設備として，燃料プールスプレイ系を使用する。 

燃料プールスプレイ系は，大量送水車，常設スプレイヘッダ，配管・ホ

ース・弁類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の

水を燃料プールスプレイ系配管等を経由して常設スプレイヘッダから燃

料プールへ注水することで，燃料プールの水位を維持できる設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持することにより臨界を防止で

きる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プールスプレイ系は，代替淡水源が

枯渇した場合において，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備であ

る大型送水ポンプ車により海を利用できる設計とする。また，大量送水車

は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。燃料は，燃料補給

設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タ

ンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを重大事故等対処設備として

使用する。 

その他，設計基準対象施設である燃料プールを重大事故等対処設備とし

て使用する。 

 

(b) 燃料プールスプレイ系による可搬型スプレイノズルを使用した燃料プ

ールへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却）及び燃料プール冷却系の有する燃料プ

ールの冷却機能喪失又は残留熱除去ポンプによる燃料プールへの補給機

能が喪失し，又は燃料プールに接続する配管の破損等により燃料プール水

の小規模な漏えいにより燃料プールの水位が低下した場合に，燃料プール

内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事

故等対処設備として，燃料プールスプレイ系を使用する。 

燃料プールスプレイ系は，大量送水車，可搬型スプレイノズル，ホース・

弁類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により代替淡水源の水をホー

スを経由して可搬型スプレイノズルから燃料プールへ注水することで，燃

料プールの水位を維持できる設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持することにより臨界を防止で

きる設計とする。 
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また，可搬型スプレイノズルを使用した燃料プールスプレイ系は，代替

淡水源が枯渇した場合において，重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備である大型送水ポンプ車により海を利用できる設計とする。 

大量送水車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。燃料

は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル

燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車

・可搬型スプレイノズル

・燃料補給設備（3.14 電源設備）

本系統の流路として，弁及びホースを重大事故等対処設備として使用す

る。 

その他，設計基準対象施設である燃料プールを重大事故等対処設備とし

て使用する。 

(2) 燃料プールからの大量の水の漏えい発生時に用いる設備

ａ．燃料プールスプレイ 

(a) 燃料プールスプレイ系による常設スプレイヘッダを使用した燃料プー

ルへのスプレイ

燃料プールからの大量の水の漏えい等により燃料プールの水位が異常

に低下した場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料損傷時には燃料プ

ール内燃料体等の上部全面にスプレイすることによりできる限り環境へ

の放射性物質の放出を低減するための重大事故等対処設備として，燃料プ

ールスプレイ系を使用する。 

燃料プールスプレイ系は，大量送水車，常設スプレイヘッダ，配管・ホ

ース・弁類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の

水を燃料プールスプレイ系配管等を経由して常設スプレイヘッダから燃

料プール内燃料体等に直接スプレイすることで，燃料損傷を緩和するとと

もに，環境への放射性物質の放出をできる限り低減できる設計とする。 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界にならないよう配慮したラック形

状によって，臨界を防止することができる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プールスプレイ系は，代替淡水源が

枯渇した場合において，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備であ

る大型送水ポンプ車により海を利用できる設計とする。また，大量送水車

は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。燃料は，燃料補給

設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タ

ンクからタンクローリにより補給できる設計とする。

主要な設備は，以下のとおりとする。
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・大量送水車 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを重大事故等対処設備として

使用する。 

その他，設計基準対象施設である燃料プールを重大事故等対処設備とし

て使用する。 

 

(b) 燃料プールスプレイ系による可搬型スプレイノズルを使用した燃料プ

ールへのスプレイ 

燃料プールからの大量の水の漏えい等により燃料プールの水位が異常

に低下した場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料損傷時には燃料プ

ール内燃料体等の上部全面にスプレイすることによりできる限り環境へ

の放射性物質の放出を低減するための重大事故等対処設備として，燃料プ

ールスプレイ系を使用する。 

燃料プールスプレイ系は，大量送水車，可搬型スプレイノズル，ホース・

弁類，計測制御装置等で構成し，大量送水車により，代替淡水源の水をホ

ース等を経由して可搬型スプレイノズルから燃料プール内燃料体等に直

接スプレイすることで，燃料損傷を緩和するとともに，環境への放射性物

質の放出をできる限り低減できる設計とする。 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界にならないよう配慮したラック形

状によって，臨界を防止することができる設計とする。 

可搬型スプレイノズルを使用した燃料プールスプレイ系は，代替淡水源

が枯渇した場合において，重大事故等の収束に必要となる水の供給設備で

ある大型送水ポンプ車により海を利用できる設計とする。また，大量送水

車は，ディーゼルエンジンにより駆動できる設計とする。燃料は，燃料補

給設備であるガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵

タンクからタンクローリにより補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・可搬型スプレイノズル 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，弁及びホースを重大事故等対処設備として使用す

る。 

その他，設計基準対象施設である燃料プールを重大事故等対処設備とし

て使用する。 

 

ｂ．大気への放射性物質の拡散抑制 
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(a) 原子炉建物放水設備による大気への放射性物質の拡散抑制 

燃料プールからの大量の水の漏えい等により燃料プールの水位の異常

な低下により，燃料プール内燃料体等の著しい損傷に至った場合におい

て，燃料損傷時にはできる限り環境への放射性物質の放出を低減するた

めの重大事故等対処設備として，原子炉建物放水設備を使用する。 

原子炉建物放水設備は，大型送水ポンプ車，放水砲，ホースで構成し，

大型送水ポンプ車により海水をホースを経由して放水砲から原子炉建物

へ放水することで，環境への放射性物質の放出を可能な限り低減できる

設計とする。 

本系統の詳細については，「3.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑

制するための設備」に記載する。 

 

(3) 重大事故等時の燃料プールの監視に用いる設備 

ａ．燃料プールの監視設備による燃料プールの状態監視 

燃料プールの監視設備として，燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水

位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷

却設備を含む。）を使用する。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プール

エリア放射線モニタ（高レンジ）（ＳＡ）及び燃料プールエリア放射線モ

ニタ（低レンジ）（ＳＡ）は，想定される重大事故等により変動する可能

性のある範囲にわたり測定可能な設計とする。 

また，燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，想定される重大事故等時の

燃料プールの状態を監視できる設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ用冷却設備は，常設

代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から，燃料プール水位・

温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（Ｓ

Ａ）及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，所内常設蓄電式直流電源設

備，常設代替直流電源設備又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・燃料プール水位（ＳＡ） 

・燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ） 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却設備を

含む。） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・所内常設蓄電式直流電源設備（3.14 電源設備） 
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・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備） 

 

(4) 燃料プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するための設備 

ａ．燃料プール冷却系による燃料プールの除熱 

燃料プールから発生する水蒸気による悪影響を防止するための重大事故

等対処設備として，燃料プール冷却系を使用する。 

燃料プール冷却系は，ポンプ，熱交換器，配管・弁類，計測制御装置等

で構成し，燃料プールの水をポンプにより熱交換器等を経由して循環させ

ることで，燃料プールを冷却できる設計とする。 

燃料プール冷却系は，非常用交流電源設備及び原子炉補機冷却系が機能

喪失した場合でも，常設代替交流電源設備及び原子炉補機代替冷却系を用

いて，燃料プールを除熱できる設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系は，移動式代替熱交

換設備淡水ポンプ及び熱交換器を搭載した移動式代替熱交換設備，大型送

水ポンプ車，配管・ホース・弁類，計測制御装置等で構成し，移動式代替

熱交換設備を屋外の接続口より原子炉補機冷却系に接続し，大型送水ポン

プ車により移動式代替熱交換設備に海水を送水することで，燃料プール冷

却系の熱交換器等で発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。また，屋外の接続口が使用できない場合には，大型送水

ポンプ車を屋内の接続口より原子炉補機冷却系に接続し，原子炉補機冷却

系に海水を送水することで，燃料プール冷却系の熱交換器等で発生した熱

を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送できる設計とする。 

大型送水ポンプ車の燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用

軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリにより補給で

きる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・燃料プール冷却ポンプ 

・燃料プール冷却系熱交換器 

・移動式代替熱交換設備 

・大型送水ポンプ車 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

燃料プール冷却系の流路として，配管，弁及びスキマサージタンク及び

ディフューザを重大事故等対処設備として使用する。 

原子炉補機代替冷却系の流路として，原子炉補機冷却系の配管，弁及び

サージタンク並びにホースを重大事故等対処設備として使用する。 
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その他，設計基準対象施設である燃料プール並びに設計基準事故対処設

備である非常用取水設備の取水口，取水管及び取水槽を重大事故等対処設

備として使用する。 

燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様を第 3.11-1 表に示す。 

燃料プールについては，「3.22 燃料貯蔵設備」に記載する。 

大型送水ポンプ車については，「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供

給設備」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源

設備，可搬型直流電源設備及び燃料補給設備については，「3.14 電源設備」に

記載する。 

取水口，取水管及び取水槽については，「3.23 非常用取水設備」に記載する。 
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3.11.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

燃料プールスプレイ系は，残留熱除去系及び燃料プール冷却系と共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，大量送水車をディーゼルエンジンにより駆動

することで，電動機駆動ポンプにより構成される残留熱除去系及び燃料プール冷

却系に対して多様性を有する設計とする。 

また，燃料プールスプレイ系は，代替淡水源を水源とすることで，燃料プール

を水源とする残留熱除去系及び燃料プール冷却系に対して異なる水源を有する設

計とする。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，原子炉建物から離れた屋外に分散して

保管することで，原子炉建物内の残留熱除去ポンプ及び燃料プール冷却ポンプと

共通要因によって同時に機能を喪失しないよう位置的分散を図る設計とする。大

量送水車の接続口は，共通要因によって接続できなくなることを防止するため，

位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ），燃料プール監視カメラ（ＳＡ）及び

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，燃料プール水位，燃料プール冷却ポンプ入

口温度，燃料プール温度，燃料取替階エリア放射線モニタ及び燃料取替階放射線

モニタと共通要因によって同時に機能を損なわないよう，燃料プール水位（ＳＡ）

及び燃料プール監視カメラ用冷却設備は非常用交流電源設備に対して，多様性を

有する常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から，燃料プール水

位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）

及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，非常用交流電源設備に対して多様性を有

する所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替直流電源設備又は可搬型直流電源設

備から給電が可能な設計とする。 

燃料プール冷却ポンプ及び燃料プール冷却系熱交換器は，残留熱除去ポンプ及

び残留熱除去系熱交換器と異なる区画に設置することで，残留熱除去ポンプ及び

残留熱除去系熱交換器と共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系は，原子炉補機冷却系と共

通要因によって同時に機能を損なわないよう，移動式代替熱交換設備を常設代替

交流電源設備からの給電が可能な設計とすることで，非常用交流電源設備からの

給電により駆動する原子炉補機冷却系に対して，多様性を有する設計とし，大型

送水ポンプ車をディーゼルエンジンにより駆動することで，電動機駆動ポンプに

より構成される原子炉補機冷却系に対して多様性を有する設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，原子

炉建物から離れた屋外に分散して保管することで，原子炉建物内の原子炉補機冷

却水ポンプ，原子炉補機冷却系熱交換器及び屋外の原子炉補機海水ポンプと共通
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要因によって同時に機能を損わないよう位置的分散を図る設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設

計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「3.14 電源設備」に記載する。 

 

3.11.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

燃料プールスプレイ系は，他の設備と独立して使用することにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，輪留めによる固定等をすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車は，飛散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ），燃料プール監視カメラ（ＳＡ）及び

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，他の設備と電気的な分離を行うことで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料プール冷却ポンプ及び燃料プール冷却系熱交換器は，設計基準対象施設と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系は，通常時は移動式代替熱

交換設備及び大型送水ポンプ車を接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時

に接続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，原子炉補機冷却系と原子炉補機

代替冷却系を同時に使用しないことにより，相互の機能に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，輪留

めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，飛散物となって他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.11.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，想定される重大事故等時において，燃

料プール内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要

な注水流量を有するものとして，可搬型スプレイノズル又は常設スプレイヘッダ

を使用する場合は，大量送水車を１セット１台使用する。 

保有数は，大量送水車の場合に２セット２台に加えて，故障時及び保守点検に
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よる待機除外時のバックアップ用として１台の合計３台を保管する。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，想定される重大事故等時において，燃

料プール内燃料体等の損傷を緩和し，及び臨界を防止するために必要なスプレイ

量を有するものとして，可搬型スプレイノズル又は常設スプレイヘッダを使用す

る場合は，大量送水車を１セット１台使用する。保有数は大量送水車の場合，２

セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用と

して１台の合計３台を保管する。 

燃料プール水位（ＳＡ）は，想定される重大事故等時において変動する可能性

のある燃料プール上部から底部近傍までの範囲を測定できる設計とする。 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，想定される重大事故等時において変動する

可能性のある燃料プール上部から使用済燃料貯蔵ラック上端近傍までの範囲を測

定できる設計とする。 

燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）は，想定される

重大事故等時において変動する可能性のある範囲を測定できる設計とする。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，想定される重大事故等時において赤外線機

能により燃料プールの状況が把握できる設計とする。 

燃料プール冷却ポンプ及び燃料プール冷却系熱交換器は，設計基準対象施設と

兼用しており，設計基準対象施設としてのポンプ流量及び伝熱容量が，想定され

る重大事故等時において，燃料プール内に貯蔵する使用済燃料から発生する崩壊

熱を除去するために必要なポンプ流量及び伝熱容量に対して十分であるため，設

計基準対象施設と同仕様で設計する。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及

び大型送水ポンプ車は，想定される重大事故等時において，燃料プール冷却系熱

交換器等で発生した熱を除去するために屋外の接続口を使用する場合は，必要な

伝熱容量及びポンプ流量を有する移動式代替熱交換設備１セット１式と大型送水

ポンプ車１セット１台を使用する。また，屋内の接続口を使用する場は，大型送

水ポンプ車１セット１台を使用する。移動式代替熱交換設備の保有数は，２セッ

ト２式に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として

１式の合計３式を保管する。大型送水ポンプ車の保有数は，２セット２台に加え

て，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１台の合計３

台を保管する。 

また，移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，想定される重大事故等

時において，燃料プール冷却系による燃料プールの除熱と残留熱除去系による発

電用原子炉若しくは原子炉格納容器内の除熱又は残留熱代替除去系による原子炉

格納容器内の減圧及び除熱を同時に使用するため，各系統の必要な除熱量を同時

に確保できる容量を有する設計とする。 
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3.11.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，屋外に保管及び設置し，想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

大量送水車の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

燃料プールスプレイ系の可搬型スプレイノズルは，原子炉棟内に保管及び設置

し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

可搬型スプレイノズルは，現場据付け後の操作は不要な設計とする。また，設

置場所への据付けが困難な作業環境に備え，常設のスプレイヘッダを設ける。常

設スプレイヘッダは，原子炉棟内に設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。常設スプレイヘッダを使用した代替注水及びスプ

レイは，スロッシング又は燃料プールからの大量の水の漏えい等により燃料プー

ル付近の線量率が上昇した場合でも，被ばく低減の観点から原子炉建物の外で操

作可能な設計とする。 

また，燃料プールスプレイ系は，淡水だけでなく海水も使用できる設計とする。 

なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間とすることで，設備への影

響を考慮する。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，

原子炉棟内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計

とする。燃料プール監視カメラ用冷却設備は，原子炉建物付属棟内に設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。燃料プール監視

カメラ用冷却設備の操作は，想定される重大事故等時において，原子炉建物付属

棟内で可能な設計とする。 

燃料プール冷却ポンプ及び燃料プール冷却系熱交換器は，原子炉棟内に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

燃料プール冷却ポンプの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御

室で可能な設計とする。 

燃料プール冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重大事故等時に

おいて，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及

び大型送水ポンプ車は，屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の常設設備との接続及び操作は，

想定される重大事故等時において設置場所で可能な設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，想定される重大事故等

時において，中央制御室又は設置場所で可能な設計とする。 
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大型送水ポンプ車の移動式代替熱交換設備との接続及び操作は，想定される重

大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。また，移動式代替熱交換設

備の海水通水側及び大型送水ポンプ車は，使用時に海水を通水するため，海水影

響を考慮した設計とし，海から直接取水する際の異物の流入防止を考慮した設計

とする。 

 

3.11.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

燃料プールスプレイ系は，想定される重大事故等時において，他の系統と切り

替えることなく使用できる設計とする。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，付属の操作スイッチにより，設置場所

での操作が可能な設計とし，系統構成に必要な弁は，設置場所での手動操作が可

能な設計とする。 

大量送水車は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な設

計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

大量送水車を接続する接続口については，簡便な接続とし，接続治具を用いて

ホースを確実に接続することができる設計とする。 

また，接続口の口径を統一する設計とする。燃料プールスプレイ系の可搬型ス

プレイノズルとホースの接続については，簡便な接続とし，結合金具を用いてホ

ースを確実に接続することができる設計とする。 

可搬型スプレイノズルは，現場据付け後の操作は不要な設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ），燃料プール監視カメラ（ＳＡ）及び

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，想定される重大事故等時において他の系統

と切り替えることなく使用できる設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ），燃料プール水位・温度（ＳＡ），燃料プールエリア放

射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ（ＳＡ）は，

想定される重大事故等時において，操作を必要とすることなく中央制御室から監

視が可能な設計とする。また，燃料プール監視カメラ用冷却設備は，想定される

重大事故等時においても，原子炉建物付属棟内で弁及び付属の操作スイッチによ

り，設置場所での操作が可能な設計とする。 

燃料プール冷却系は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構成か

ら弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

燃料プール冷却ポンプは，中央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計

とし，系統構成に必要な弁は，中央制御室の操作スイッチによる操作又は設置場

所での手動操作が可能な設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等により速やかに切り替えられ
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る設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，付属

の操作スイッチにより，設置場所での操作が可能な設計とする。原子炉補機代替

冷却系の系統構成に必要な弁の操作は，中央制御室での操作スイッチによる操作

又は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車は，車両として屋外のアクセスル

ートを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる

固定等が可能な設計とする。 

移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車を接続する接続口については，フ

ランジ接続とし，一般的に使用される工具を用いて，ホースを確実に接続するこ

とができる設計とする。また，接続口の口径を統一する設計とする。 

大型送水ポンプ車と移動式代替熱交換設備との接続は，簡便な接続とし，接続

治具を用いてホースを確実に接続できる設計とする。 

 

3.11.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

燃料プールスプレイ系の大量送水車は，発電用原子炉の運転中又は停止中に独

立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，分解又

は取替えが可能な設計とする。また，大量送水車は，車両として運転状態の確認

及び外観の確認が可能な設計とする。 

燃料プールスプレイ系の可搬型スプレイノズル及び常設スプレイヘッダは，発

電用原子炉の運転中又は停止中に独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が

可能な設計とするとともに，外観の確認が可能な設計とする。 

燃料プール水位（ＳＡ）及び燃料プール水位・温度（ＳＡ）は，発電用原子炉

の運転中又は停止中に模擬入力による機能・性能の確認（特性の確認）及び校正

が可能な設計とする。 

燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）は，発電用原子

炉の運転中又は停止中に模擬入力による機能・性能の確認（特性の確認）及び校

正が可能な設計とする。 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）及び燃料プール監視カメラ用冷却設備は，発電

用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能の確認が可能な設計とする。 

燃料プール冷却系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏え

いの確認並びに弁開閉操作の確認が可能な設計とする。また，燃料プール冷却ポ

ンプ及び燃料プール冷却系熱交換器は，発電用原子炉の運転中又は停止中に分解

及び外観の確認が可能な設計とする。 

燃料プール冷却系で使用する原子炉補機代替冷却系は，発電用原子炉の運転中

又は停止中に機能・性能及び漏えいの有無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可

能な設計とする。また，原子炉補機代替冷却系の移動式代替熱交換設備の移動式
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代替熱交換設備淡水ポンプ及び熱交換器は，発電用原子炉の運転中又は停止中に

分解又は取替えが可能な設計とする。 

原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車は，発電用原子炉の運転中又は停止

中に独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，

分解又は取替えが可能な設計とする。また，移動式代替熱交換設備及び大型送水

ポンプ車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

第 3.11-1 表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様 

 

(1) 燃料プールスプレイ系 

ａ．大量送水車 

  兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉冷却材圧カバウンダリ低圧時に原子炉を冷却するための設備 

・原子炉格納容器内の冷却等のための設備 

・原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 

・重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

型式   ディフューザ形 

台数   ２（予備１） 

容量   168m3/h/台以上（吐出圧力 0.85MPa[gage]において） 

120m3/h/台以上（吐出圧力 1.4MPa[gage]において） 

吐出圧力 0.85MPa[gage]～1.4MPa[gage]以上 

ｂ．可搬型スプレイノズル 

数量   ２（予備１） 

ｃ．常設スプレイヘッダ 

数量   １ 

 

(2) 原子炉建物放水設備 

ａ．大型送水ポンプ車 

第 3.12-1 表 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備の主要

機器仕様に記載する。 

ｂ．放水砲 

第 3.12-1 表 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備の主要

機器仕様に記載する。 

 

(3) 燃料プール監視設備 

ａ．燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個数   １（検出点７箇所） 
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計測範囲 水位 －1,000～6,710mm※１  （EL34518～42228mm） 

温度 0～150℃ 

※１：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端。 

 

ｂ．燃料プール水位（ＳＡ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個数   １ 

計測範囲 －4.30～7.30ｍ※２（EL31218～42818mm） 

※２：基準点は使用済燃料貯蔵ラック上端。 

ｃ．燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

高レンジ 

個数   １ 

計測範囲 101～108mSv/h 

低レンジ 

個数   １ 

計測範囲 10－3～104mSv/h 

ｄ．燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却設備を含む。） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備） 

個数   １ 

 

(4) 燃料プール冷却系 

ａ．ポンプ 

  台数   １（予備１） 

容量   約 200m3/h/台 

全揚程  約 88m 

ｂ．熱交換器 

基数   １（予備１） 

伝熱容量 約 1.9MW（海水温度 30℃において） 

 

(5) 原子炉補機代替冷却系 

ａ．移動式代替熱交換設備 

第 3.5-1 表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要機器仕様に

記載する。 

ｂ．大型送水ポンプ車 
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第 3.5-1 表 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備の主要機器仕様に

記載する。 

 

 

3.11-18

206



第
3.

1
1
-
1
図

 燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
系
統
概
要
図
（
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
を
使
用
し
た

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
及
び
ス
プ
レ
イ
）

 

大
量
送
水
車
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
 

原
子
炉
建
物
 

外
部
接
続
口
 

原
子
炉
建
物
 

機
器
搬
入
口
等
 

（
南
側
，
西
側
）
 

燃
料
プ
ー
ル
 

ス
キ
マ
サ
ー
ジ

タ
ン
ク

外
部
接
続
口
 

可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
 

海
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西

1，
西
2）

 

3.11-19

207



第
3.

1
1
-
2
図

 燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
系
統
概
要
図
（
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
を
使
用
し
た
燃

料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
及
び
ス
プ
レ
イ
（
Ａ
系
）
）

 

3.11-20

208



第
3.

1
1
-
3
図

 燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
系
統
概
要
図
（
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
を
使
用
し
た
燃

料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
及
び
ス
プ
レ
イ
（
Ｂ
系
）
）

大
量
送
水
車

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
 

原
子
炉
建
物
 

外
部
接
続
口

 

（
西
）
 

原
子
炉
建
物
 

燃
料
プ
ー
ル
 

ス
キ
マ
サ
ー
ジ

タ
ン
ク

外
部
接
続
口

 

（
南
）

 

海
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西

1，
西
2）

 

※
１

※
１

3.11-21

209



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.11-4 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

         （原子炉建物放水設備による大気への放射性物質の拡散

抑制） 
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第 3.11-6 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

（燃料プール冷却系による燃料プールの除熱（燃料プ

ール冷却系 Ａ系）） 
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第 3.11-7 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

（燃料プール冷却系による燃料プールの除熱（燃料プ

ール冷却系 Ｂ系）） 
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第 3.11-8 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

（燃料プール冷却系による燃料プールの除熱（原子炉補

機代替冷却系 Ａ系）） 
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第 3.11-9 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

         （燃料プール冷却系による燃料プールの除熱（原子炉補

機代替冷却系 Ｂ系）） 

 

 

第 3.11-10 図 燃料プールの冷却等のための設備系統概要図 

（燃料プール冷却系による燃料プールの除熱（原子炉補

機代替冷却系 屋内の接続口を使用）） 
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3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備【56 条】 

【設置許可基準規則】 

（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

第五十六条 設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必

要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、発電用原子炉施

設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の

収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設備を設けなければな

らない。 

（解釈） 

１ 第５６条に規定する「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故

等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、

発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対

して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備をいう。 

ａ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できること。 

ｂ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 

ｃ）海を水源として利用できること。 

ｄ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

ｅ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。 

ｆ）原子炉格納容器を水源とする再循環設備は、代替再循環設備等により、多

重性又は多様性を確保すること。（PWR） 
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3.13.1 適合方針 

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重大事故等の収束に必要となる

十分な量の水を有する水源を確保することに加えて，発電用原子炉施設には，

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必

要となる十分な量の水を供給するために必要な重大事故等対処設備を設置及び

保管する。 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備の系統概要図を第 3.13－1 図か

ら第 3.13－11 図に示す。 

 

3.13.1.1 重大事故等対処設備 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備のうち，重大事故等の収束に必

要となる水源として，低圧原子炉代替注水槽，サプレッション・チェンバ及び

ほう酸水貯蔵タンクを設ける。これら重大事故等の収束に必要となる水源とは

別に，代替淡水源として輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を設ける。

また，淡水が枯渇した場合に，海を水源として利用できる設計とする。 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備のうち，設計基準事故対処設備

及び重大事故等対処設備に対して，重大事故等の収束に必要となる十分な量の

水を供給するために必要な設備として，大量送水車を設ける。また，海を利用

するために必要な設備として，大型送水ポンプ車を設ける。 

代替水源からの移送ルートを確保し，ホース及びポンプについては，複数箇

所に分散して保管する。 

 

(1) 重大事故等の収束に必要となる水源 

a. 低圧原子炉代替注水槽を水源とした場合に用いる設備 

想定される重大事故等時において，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器へ

の注水に使用する設計基準事故対処設備が機能喪失した場合の代替手段で

ある低圧原子炉代替注水系（常設），格納容器代替スプレイ系（常設）及び

ペデスタル代替注水系（常設）の水源として，低圧原子炉代替注水槽を使用

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・低圧原子炉代替注水槽 

各系統の詳細については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」，「3.6 原子炉格納容器内の冷却等のた

めの設備」及び「3.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」

に記載する。 
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b. サプレッション・チェンバを水源とした場合に用いる設備 

想定される重大事故等時において，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器へ

の注水に使用する設計基準事故対処設備が機能喪失した場合の代替手段で

ある高圧原子炉代替注水系及び残留熱代替除去系並びに重大事故等対処設

備（設計基準拡張）である原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，低圧

炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード），残留熱除去系（格納容

器冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）

の水源として，サプレッション・チェンバを使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・サプレッション・チェンバ 

各系統の詳細については，「3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低

圧時に発電用原子炉を冷却するための設備」，「3.6 原子炉格納容器内の冷

却等のための設備」及び「3.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための

設備」に記載する。 

 

c. ほう酸水貯蔵タンクを水源とした場合に用いる設備 

想定される重大事故等時において，原子炉圧力容器への注水に使用する設

計基準事故対処設備が機能喪失した場合の代替手段であるほう酸水注入系

の水源として，ほう酸水貯蔵タンクを使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ほう酸水貯蔵タンク（3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界に 

するための設備） 

本系統の詳細については，「3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界

にするための設備」に記載する。 

 

d. 代替淡水源を水源とした場合に用いる設備 

想定される重大事故等時において，低圧原子炉代替注水槽へ水を供給する

ための水源であるとともに，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水に

使用する設計基準事故対処設備が機能喪失した場合の代替手段である低圧

原子炉代替注水系（可搬型），格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデ

スタル代替注水系（可搬型）の水源として，また，燃料プールの冷却又は注

水に使用する設計基準事故対処設備が機能喪失した場合の代替手段である

燃料プールスプレイ系の水源として，代替淡水源である輪谷貯水槽（西１）

及び輪谷貯水槽（西２）を使用する。 

各系統の詳細については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発
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電用原子炉を冷却するための設備」，「3.6 原子炉格納容器内の冷却等のた

めの設備」，「3.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」

及び「3.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備」に記載する。 

 

e. 海を水源とした場合に用いる設備 

想定される重大事故等時において，淡水が枯渇した場合に，低圧原子炉代

替注水槽へ水を供給するための水源であるとともに，原子炉圧力容器及び原

子炉格納容器への注水に使用する設計基準事故対処設備が機能喪失した場

合の代替手段である低圧原子炉代替注水系（可搬型），格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）の水源として，また，

燃料プールの冷却又は注水に使用する設計基準事故対処設備が機能喪失し

た場合の代替手段である燃料プールスプレイ系の水源として海を利用する

ための重大事故等対処設備として，大型送水ポンプ車を使用する。 

大型送水ポンプ車は，海水を各系統へ供給できる設計とする。 

また，原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車及び原子炉建物放水設備

の大型送水ポンプ車の水源として，海を使用する。 

大型送水ポンプ車の燃料は，燃料補給設備であるガスタービン発電機用軽

油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンク及びタンクローリにより補給でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大型送水ポンプ車 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，ホースを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取水設備（取水口，取水管，

取水槽）を重大事故等対処設備として使用する。 

各系統の詳細については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に 

発電用原子炉を冷却するための設備」，「3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送

するための設備」，「3.6 原子炉格納容器内の冷却等のための設備」，「3.8 

原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」，「3.11 使用済燃

料貯蔵槽の冷却等のための設備」及び「3.12 発電所外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備」に記載する。 

 

(2) 水源へ水を供給するための設備 

a. 低圧原子炉代替注水槽へ水を供給するための設備 

重大事故等の収束に必要な水源である低圧原子炉代替注水槽へ淡水を供

給するための重大事故等対処設備として，大量送水車を使用する。 
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大量送水車は，代替淡水源である輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西

２）の淡水を低圧原子炉代替注水槽へ供給できる設計とする。 

また，淡水が枯渇した場合に，重大事故等の収束に必要な水源である低圧

原子炉代替注水槽へ海水を供給するための重大事故等対処設備として，大量

送水車及び大型送水ポンプ車を使用する。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，海水を低圧原子炉代替注水槽へ供給

できる設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車の燃料は，燃料補給設備であるガスター

ビン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンク及びタンクローリ

により補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・大量送水車 

・大型送水ポンプ車 

・燃料補給設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，ホースを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取水設備（取水口，取水管，

取水槽）を重大事故等対処設備として使用する。 

 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備の主要機器仕様を第3.13－1 表

に示す。 

ほう酸水注入系については，「3.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界

にするための設備」に記載する。 

燃料補給設備については，「3.14 電源設備」に記載する。 

非常用取水設備については，「3.23 非常用取水設備」に記載する。 
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3.13.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽を水源とする低圧原子炉代替注水系（常設），格納容

器代替スプレイ系（常設）及びペデスタル代替注水系（常設）の多様性，位置

的分散については，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備」，「3.6原子炉格納容器内の冷却等のための設備」及

び「3.8原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」に記載する。 

サプレッション・チェンバを水源とする高圧原子炉代替注水系及び残留熱代

替除去系の多様性，位置的分散については，「3.2 原子炉冷却材圧力バウンダ

リ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備」及び「3.7 原子炉格納容器の

過圧破損を防止するための設備」に記載する。 

大量送水車は，屋外の複数の異なる場所に分散して保管することで，共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

大量送水車の接続口は，共通要因によって接続できなくなることを防止する

ため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

大型送水ポンプ車は，屋外の複数の異なる場所に分散して保管することで，

共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

3.13.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽及びサプレッション・チェンバは，重大事故等時に弁

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，通常時は接続先の系統と分離して保管

し，重大事故等時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，輪留めによる固定等をすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，飛散物となって他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

3.13.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽は，想定される重大事故等時において，代替淡水源又

は海を使用するまでの間に必要な容量を有する設計とする。 

サプレッション・チェンバは，設計基準対象施設と兼用しており，設計基準
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対象施設としての保有水量での水頭が，想定される重大事故等時において，高

圧原子炉代替注水系で使用する高圧原子炉代替注水ポンプ及び残留熱代替除

去系で使用する残留熱代替除去ポンプの必要有効吸込水頭の確保に必要な容

量に対して十分であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計する。 

大量送水車は，想定される重大事故等時において，重大事故等の収束に必要

となる十分な量の水の供給が可能な容量を有するものを１セット１台使用す

る。保有数は２セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として１台の合計３台を分散して保管する。 

大型送水ポンプ車は，想定される重大事故等時において，重大事故等の収束

に必要となる十分な量の水の供給が可能な容量を有するものを１セット１台

使用する。保有数は２セット２台に加えて，故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として１台の合計３台を分散して保管する。 

代替水源からのホースは，複数ルートを考慮してそれぞれのルートに必要な

ホースの長さを満足する数量の合計に，故障時及び保守点検による待機除外時

のバックアップを考慮した数量を分散して保管する。 

 

3.13.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽は，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽内に設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

サプレッション・チェンバは，原子炉棟内に設置し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，屋外に保管及び設置し，想定される重

大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

大量送水車の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時におい

て，設置場所で可能な設計とする。また，大量送水車は，淡水だけでなく海水

も使用できる設計とする。なお，可能な限り淡水を優先し，海水通水を短期間

とすることで，設備への影響を考慮する。 

大型送水ポンプ車の操作等は，想定される重大事故等時において，設置場所

で可能な設計とする。 

大型送水ポンプ車は，使用時に海水を通水するため，海水影響を考慮した設

計とし，海から直接取水する際の異物の流入防止を考慮した設計とする。 

 

3.13.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽を水源とする低圧原子炉代替注水系（常設），格納容
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器代替スプレイ系（常設）及びペデスタル代替注水系（常設）の操作性につい

ては，「3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの設備」，「3.6原子炉格納容器内の冷却等のための設備」及び「3.8原子炉

格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備」に記載する。 

サプレッション・チェンバを水源とする高圧原子炉代替注水系及び残留熱代

替除去系の操作性については，「3.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発

電用原子炉を冷却するための設備」及び「3.7 原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための設備」に記載する。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，付属の操作スイッチにより，設置場所

での操作が可能な設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，車両として屋外のアクセスルートを通

行してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等

が可能な設計とする。 

大量送水車を接続する接続口については，簡便な接続とし，接続治具を用い

てホースを確実に接続することができる設計とする。また，接続口の口径を統

一する設計とする。 

大型送水ポンプ車と大量送水車との接続は，簡便な接続とし，接続治具を用

いてホースを確実に接続できる設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車を用いて海水を各系統に供給する系統は，

想定される重大事故等時において，通常時の系統構成から接続，弁操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。 

3.13.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

低圧原子炉代替注水槽は，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の確認が可

能な設計とする。また，発電用原子炉の停止中に水位の確認により漏えいの有

無の確認並びに内部の確認が可能な設計とする。 

サプレッション・チェンバは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の確認

が可能な設計とする。また，発電用原子炉の停止中に内部の確認及び気密性能

の確認が可能な設計とする。 

大量送水車及び大型送水ポンプ車は，発電用原子炉の運転中又は停止中に，

独立して機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，分

解又は取替えが可能な設計とする。 

また，大量送水車及び大型送水ポンプ車は，車両として運転状態の確認及び

外観の確認が可能な設計とする。 
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第3.13－1 表 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備の主要機器仕様 

 

(1) 低圧原子炉代替注水槽 

基   数  １ 

容   量  約 1,300 m3 

主要部材質  鉄筋コンクリート 

 

(2) サプレッション・チェンバ 

容   積  サプレッション・チェンバ・プール水量  約 2,800 m3 

 

(3)  ほう酸水貯蔵タンク 

第3.1-1 表 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備

の主要仕様に記載する。 

 

(4)  大量送水車 

第3.11－1表燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載す

る。 

 

(5)  大型送水ポンプ車 

個   数  ２（予備１） 

容   量  1,800m3/h 
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3.14 電源設備【57 条】 

【設置許可基準規則】 

第五十七条 発電用原子炉施設には，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽

内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

に必要な電力を確保するために必要な設備を設けなければならない。 

2 発電用原子炉施設には，第三十三条第二項の規定により設置される非常用電源設備及び

前項の規定により設置される電源設備のほか，設計基準事故対処設備の電源が喪失した

ことにより重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破

損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止

するための常設の直流電源設備を設けなければならない。 

（解釈） 

1  第 1 項に規定する「必要な電力を確保するために必要な設備」とは，以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）代替電源設備を設けること。 

ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備すること。 

ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること。 

ⅲ）設計基準事故対処設備に対して，独立性を有し，位置的分散を図ること。 

ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は，負荷切り離しを行わずに 8時間，電気の供給が可能

であること。ただし，「負荷切り離しを行わずに」には，原子炉制御室又は隣接する電

気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。その後，必要な負

荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり，電気の供給を行うことが可能

であること。 

ｃ）24 時間にわたり，重大事故等の対応に必要な設備に電気（直流）の供給を行うこと

が可能である可搬型直流電源設備を整備すること。 

ｄ）複数号機設置されている工場等では，号機間の電力融通を行えるようにあらかじめケ

ーブル等を敷設し，手動で接続できること。 

ｅ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)，パワーセンター(P/C)及び金属

閉鎖配電盤(メタクラ)(M/C)等）は，代替所内電気設備を設けることなどにより共通要

因で機能を失うことなく，少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図る

こと。 

2 第 2 項に規定する「常設の直流電源設備」とは，以下に掲げる措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備とする。 

ａ）更なる信頼性を向上するため，負荷切り離し（原子炉制御室又は隣接する電気室等に

おいて簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）を行わずに 8 時間，その

後，必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり，重大事故等の

対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可能であるもう 1 系統の特に高い信頼性

を有する所内常設直流電源設備（3 系統目）を整備すること。
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3.14.1 適合方針 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場

合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため，必要

な電力を確保するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

代替電源設備の系統図を第 3.14－1 図から第 3.14－16 図に示す。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準事故対処設備である非常用

交流電源設備及び非常用直流電源設備が使用できる場合は，重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。 

 

3.14.1.1 重大事故等対処設備 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な電力を確保するための設備と

して，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，所内常設蓄電式直流電

源設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備を設

ける。また，重大事故等時に重大事故等対処設備の補機駆動用の軽油を補給する

ための設備として，燃料補給設備を設ける。 

(1) 代替交流電源設備による給電 

ａ．常設代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失，非常用ディーゼル

発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の故障（以下「全交流動力電

源喪失」という。）した場合の重大事故等対処設備として，常設代替交流電源

設備を使用する。 

常設代替交流電源設備は，ガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サー

ビスタンク，ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，ガスタービン発電機用軽

油タンク，電路，計測制御装置等で構成し，ガスタービン発電機を中央制御室

での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系，

又はＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ，ＳＡ２コントロールセン

タへ接続することで電力を供給できる設計とする。 

ガスタービン発電機の燃料は，ガスタービン発電機用サービスタンクより自

重でガスタービン発電機に燃料を補給できる設計とする。 

また，ガスタービン発電機用サービスタンクの燃料は，ガスタービン発電機

用軽油タンクよりガスタービン発電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる

設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，独立性を有し，位

置的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ガスタービン発電機 

・ガスタービン発電機用サービスタンク 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 
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・ガスタービン発電機用軽油タンク 

 

ｂ．可搬型代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合の

重大事故等対処設備として，可搬型代替交流電源設備を使用する。 

可搬型代替交流電源設備は，高圧発電機車，ガスタービン発電機用軽油タン

ク，ディーゼル燃料貯蔵タンク，タンクローリ，電路，計測制御装置等で構成

し，高圧発電機車を非常用高圧母線Ｃ系，非常用高圧母線Ｄ系，又はＳＡ－ロ

ードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コントロールセンタへ接続

することで電力を供給できる設計とする。 

高圧発電機車の燃料は，ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃

料貯蔵タンクよりタンクローリを用いて補給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，独立性を有し，

位置的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧発電機車 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク 

・タンクローリ 

 

(2) 代替直流電源設備による給電 

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合の

重大事故等対処設備として，所内常設蓄電式直流電源設備を使用する。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池

（ＳＡ），230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充

電器（ＳＡ），230V 系充電器（ＲＣＩＣ），電路，計測制御装置等で構成し，

全交流動力電源喪失から８時間後に，不要な負荷の切り離しを行い，全交流動

力電源喪失から 24 時間にわたり，Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（Ｓ

Ａ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）から電力を供給できる設計とする。また，

交流電源復旧後に，交流電源をＢ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充電器（Ｓ

Ａ）及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）を経由し直流母線へ接続することで電力

を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・Ｂ－115V 系蓄電池 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 

・230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 

・Ｂ－115V 系充電器 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 
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・230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 

 

ｂ．常設代替直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合の

重大事故等対処設備として，常設代替直流電源設備を使用する。 

常設代替直流電源設備は，ＳＡ用 115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系充電器，電

路，計測制御装置等で構成し，全交流動力電源喪失から 24 時間にわたり，Ｓ

Ａ用 115V 系蓄電池から電力を供給できる設計とする。また，交流電源復旧後

に，交流電源をＳＡ用 115V 系充電器を経由し直流母線へ接続することで電力

を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ＳＡ用 115V 系蓄電池 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

 

ｃ．可搬型直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源及び直流電源が喪失した場合の重大事故

等対処設備として，可搬型直流電源設備を使用する。 

可搬型直流電源設備は，高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），Ｓ

Ａ用 115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用），ガスタービン発電機用軽油タ

ンク，ディーゼル燃料貯蔵タンク，タンクローリ，電路，計測制御装置等で構

成し，高圧発電機車を代替所内電気設備，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），Ｓ

Ａ用 115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用）を経由し直流母線へ接続するこ

とで電力を供給できる設計とする。 

高圧発電機車の燃料は，ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃

料貯蔵タンクよりタンクローリを用いて補給できる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，高圧発電機車の運転を継続することで，設計基準事

故対処設備の交流電源及び直流電源の喪失から 24 時間にわたり必要な負荷に

電力の供給を行うことができる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備に対して，独立性を有し，位置

的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧発電機車 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

・230V 系充電器（常用） 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク 

・タンクローリ 
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(3) 代替所内電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の非常用所内電気設備が機能喪失した場合の重大事

故等対処設備として，代替所内電気設備を使用する。 

代替所内電気設備は，緊急用メタクラ，メタクラ切替盤，高圧発電機車接続

プラグ収納箱，緊急用メタクラ接続プラグ盤，ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コン

トロールセンタ，ＳＡ２コントロールセンタ，充電器電源切替盤，ＳＡ電源切

替盤，重大事故操作盤，非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系，計測制

御装置等で構成し，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備又は可搬

型直流電源設備の電路として使用し電力を供給できる設計とする。 

代替所内電気設備は，共通要因で設計基準事故対処設備である非常用所内電

気設備と同時に機能を喪失しない設計とする。また，代替所内電気設備及び非

常用所内電気設備は，少なくとも１系統は機能の維持及び人の接近性を図る設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・緊急用メタクラ 

・メタクラ切替盤 

・高圧発電機車接続プラグ収納箱 

・緊急用メタクラ接続プラグ盤 

・ＳＡロードセンタ 

・ＳＡ１コントロールセンタ 

・ＳＡ２コントロールセンタ 

・充電器電源切替盤 

・ＳＡ電源切替盤 

・重大事故操作盤 

・非常用高圧母線Ｃ系 

・非常用高圧母線Ｄ系 

 

(4) 非常用ディーゼル発電機機能喪失時の代替交流電源設備による給電 

ａ．常設代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失及び非常用ディーゼ

ル発電機の故障）した場合の重大事故等対処設備として，常設代替交流電源設

備を使用する。 

常設代替交流電源設備は，ガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サー

ビスタンク，ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，ガスタービン発電機用軽

油タンク，電路，計測制御装置等で構成し，ガスタービン発電機を中央制御室

での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系，

又はＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ，ＳＡ２コントロールセン

タへ接続することで電力を供給できる設計とする。 

ガスタービン発電機の燃料は，ガスタービン発電機用サービスタンクより自
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重でガスタービン発電機に燃料を補給できる設計とする。 

また，ガスタービン発電機用サービスタンクの燃料は，ガスタービン発電機

用軽油タンクよりガスタービン発電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる

設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，独立性を有し，位

置的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ガスタービン発電機 

・ガスタービン発電機用サービスタンク 

・ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

 

ｂ．可搬型代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失及び非常用ディーゼ

ル発電機の故障）した場合の重大事故等対処設備として，可搬型代替交流電源

設備を使用する。 

可搬型代替交流電源設備は，高圧発電機車，ガスタービン発電機用軽油タン

ク，ディーゼル燃料貯蔵タンク，タンクローリ，電路，計測制御装置等で構成

し，高圧発電機車を非常用高圧母線Ｃ系，非常用高圧母線Ｄ系，又はＳＡ－ロ

ードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２コントロールセンタへ接続

することで電力を供給できる設計とする。 

高圧発電機車の燃料は，ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃

料貯蔵タンクよりタンクローリを用いて補給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に対して，独立性を有し，

位置的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧発電機車 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク 

・タンクローリ 

 

(5) 非常用ディーゼル発電機機能喪失時の代替直流電源設備による給電 

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失及び非常用ディーゼ

ル発電機の故障）した場合の重大事故等対処設備として，所内常設蓄電式直流

電源設備を使用する。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池

（ＳＡ），230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充電

器（ＳＡ），230V 系充電器（ＲＣＩＣ），電路，計測制御装置等で構成し，非
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常用所内電気設備への交流電源喪失から 8 時間後に，不要な負荷の切り離し

を行い，交流電源喪失から 24 時間にわたり，Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V

系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）から電力を供給できる設計

とする。また，交流電源復旧後に，交流電源をＢ－115V 系充電器，Ｂ１－115V

系充電器（ＳＡ）及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）を経由し直流母線へ接続す

ることで電力を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・Ｂ－115V 系蓄電池 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 

・230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 

・Ｂ－115V 系充電器 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

・230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 

 

ｂ．常設代替直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失及び非常用ディーゼ

ル発電機の故障）した場合の重大事故等対処設備として，常設代替直流電源設

備を使用する。 

常設代替直流電源設備は，ＳＡ用 115V 系蓄電池，ＳＡ用 115V 系充電器，電

路，計測制御装置等で構成し，非常用所内電気設備への交流電源喪失から 24

時間にわたり，ＳＡ用 115V 系蓄電池から電力を供給できる設計とする。また，

交流電源復旧後に，交流電源をＳＡ用 115V 系充電器を経由し直流母線へ接続

することで電力を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ＳＡ用 115V 系蓄電池 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

 

ｃ．可搬型直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電源喪失及び非常用ディーゼ

ル発電機の故障）及び直流電源が喪失した場合の重大事故等対処設備として，

可搬型直流電源設備を使用する。 

 

可搬型直流電源設備は，高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ

用 115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用），ガスタービン発電機用軽油タン

ク，ディーゼル燃料貯蔵タンク，タンクローリ，電路，計測制御装置等で構成

し，高圧発電機車を代替所内電気設備，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ用

115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用）を経由し直流母線へ接続することで

電力を供給できる設計とする。 

高圧発電機車の燃料は，ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル燃
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料貯蔵タンクよりタンクローリを用いて補給できる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，高圧発電機車の運転を継続することで，設計基準事

故対処設備の交流電源及び直流電源の喪失から 24 時間にわたり必要な負荷に

電力の供給を行うことができる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備に対して，独立性を有し，位置

的分散を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧発電機車 

・Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

・ＳＡ用 115V 系充電器 

・230V 系充電器（常用） 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク 

・タンクローリ 

 

(6) 燃料補給設備による給油 

重大事故等時に補機駆動用の軽油を補給する設備として，ガスタービン発電

機用軽油タンク，ディーゼル燃料貯蔵タンク，タンクローリ及びホースを使用

する。 

大量送水車，大型送水ポンプ車，可搬式窒素供給装置は，ガスタービン発電

機用軽油タンク又はディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリを用いて燃

料を補給できる設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクからタンクローリへの軽油の補給は，ホー

スを用いる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・ディーゼル燃料貯蔵タンク 

・タンクローリ 

本系統の流路として，ホースを重大事故等対処設備として使用する。 

 

代替電源設備の主要機器仕様を第 3.14－1 表に示す。 
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3.14.1.1.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と共通要因によって同時に機能

を損なわないよう，ガスタービン発電機をガスタービンにより駆動することで，

ディーゼルエンジンにより駆動する非常用ディーゼル発電機を用いる非常用交

流電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

常設代替交流電源設備のガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サービス

タンク及びガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，原子炉建物から離れたガス

タービン発電機建物に設置することで，原子炉建物内の非常用ディーゼル発電機，

ディーゼル燃料デイタンク，原子炉建物近傍及びタービン建物近傍のディーゼル

燃料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とする。 

常設代替交流電源設備は，ガスタービン発電機から非常用高圧母線までの系統

において，独立した電路で系統構成することにより，非常用ディーゼル発電機か

ら非常用高圧母線までの系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性によって，常設代替交流電

源設備は非常用交流電源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，高圧発電機車の冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が

水冷である非常用ディーゼル発電機を用いる非常用交流電源設備に対して多様

性を有する設計とする。また，可搬型代替交流電源設備は，常設代替交流電源設

備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，高圧発電機車をディーゼル

エンジンにより駆動することで，ガスタービンにより駆動するガスタービン発電

機を用いる常設代替交流電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の高圧発電機車及びタンクローリは，屋外の原子炉建

物から離れた場所に保管することで，原子炉建物内の非常用ディーゼル発電機，

ディーゼル燃料デイタンク，原子炉建物近傍及びタービン建物近傍のディーゼル

燃料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とする。また，可搬型代替交流電源設備の高圧発電機車及びタンクロー

リは，ガスタービン発電機建物内に設置するガスタービン発電機，ガスタービン

発電機用サービスタンク及びガスタービン発電機用燃料移送ポンプから離れた

場所に保管することで，共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的

分散を図る設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，高圧発電機車から非常用高圧母線までの系統にお

いて，独立した電路で系統構成することにより，非常用ディーゼル発電機から非

常用高圧母線までの系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性によって，可搬型代替交流

電源設備は非常用交流電源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の高圧発電機車の接続箇所は，共通要因によって接続
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できなくなることを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計

とする。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，原子炉建物及び廃棄物処理建物内の非常用直

流電源設備３系統のうち２系統と異なる区画に設置することで，非常用直流電源

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計と

する。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，蓄電池及び充電器から直流母線までの系統に

おいて，独立した電路で系統構成することにより，非常用直流電源設備３系統の

うち２系統の蓄電池及び充電器から直流母線までの系統に対して，独立性を有す

る設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，所内常設蓄電式直流電源設備

は非常用直流電源設備３系統のうち２系統に対して独立性を有する設計とする。 

常設代替直流電源設備は，廃棄物処理建物内に設置し，非常用直流電源設備３

系統のうち２系統と異なる区画に設置することで，非常用直流電源設備と共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

常設代替直流電源設備は，蓄電池及び充電器から直流母線までの系統において，

独立した電路で系統構成することにより，非常用直流電源設備３系統のうち２系

統の蓄電池及び充電器から直流母線までの系統に対して，独立性を有する設計と

する。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，常設代替直流電源設備は非常

用直流電源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備と共通要因によって同時に機能を

損なわないよう，高圧発電機車の冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が水冷

である非常用ディーゼル発電機から給電する非常用直流電源設備に対して多様

性を有する設計とする。また，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系充電

器及び 230V 系充電器（常用）により交流電力を直流に変換できることで，非常

用蓄電池を用いる非常用直流電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型直流電源設備の高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V

系充電器，230V 系充電器（常用）及びタンクローリは，屋外の原子炉建物から離

れた場所及び廃棄物処理建物内に設置又は保管することで，原子炉建物内の非常

用ディーゼル発電機，ディーゼル燃料デイタンク，原子炉建物近傍及びタービン

建物近傍のディーゼル燃料移送ポンプ及び廃棄物処理建物内の異なる区画に設

置する充電器と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

可搬型直流電源設備は，高圧発電機車から直流母線までの系統において，独立

した電路で系統構成することにより，非常用ディーゼル発電機から直流母線まで

の系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性によって，可搬型直流電源

設備は非常用直流電源設備に対して独立性を有する設計とする。 
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可搬型直流電源設備の高圧発電機車の接続箇所は，共通要因によって接続でき

なくなることを防止するため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とす

る。 

代替所内電気設備の緊急用メタクラは，ガスタービン発電機建物内に設置し，

ＳＡロードセンタ及びＳＡ１コントロールセンタは，低圧原子炉代替注水槽内に

設置することで，非常用所内電気設備と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備のメタクラ切替盤，ＳＡ電源切替盤及びＳＡ２コントロール

センタは，原子炉建物付属棟内に設置し，代替する機能を有する非常用所内電気

設備とは異なる区画に設置することで，代替する機能を有する非常用所内電気設

備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とす

る。 

代替所内電気設備の高圧発電機車接続プラグ収納箱及び緊急用メタクラ接続

プラグ盤は，屋外に設置することで，非常用所内電気設備と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備の充電器電源切替盤は廃棄物処理建物内に設置することで，

非常用所内電気設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故操作盤は中央制御室内に設置することで，非常用

所内電気設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

代替所内電気設備は，独立した電路で系統構成することにより，代替する機能

を有する非常用所内電気設備に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，代替所内電気設備は代替する

機能を有する非常用所内電気設備に対して独立性を有する設計とする。 

燃料補給設備のタンクローリは，原子炉建物近傍及びタービン建物近傍のディ

ーゼル燃料移送ポンプから離れた屋外に分散して保管することで，ディーゼル燃

料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図

る設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクは，原子炉建物及びタービン建物から離れた

場所に設置することで，原子炉建物近傍及びタービン建物近傍のディーゼル燃料

貯蔵タンクと共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 
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3.14.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備のガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サービス

タンク及びガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，通常時は遮断器等により接

続先の系統から隔離し，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対処設備

としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

常設代替交流電源設備のガスタービン発電機用軽油タンクは，重大事故等時に

弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

ガスタービン発電機及びガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，飛散物とな

って他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の高圧発電機車及びタンクローリは，接続先の系統と

分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故等

対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

可搬型代替交流電源設備のガスタービン発電機用軽油タンク及びディーゼル

燃料貯蔵タンクは，重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての

系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

高圧発電機車は輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

所内常設蓄電式直流電源設備のＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（Ｓ

Ａ），230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充電器（Ｓ

Ａ）， 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）は，通常時は設計基準事故対処設備として使用

する場合と同じ系統構成とし，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対

処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

常設代替直流電源設備のＳＡ用 115V 系蓄電池及びＳＡ用 115V 系充電器は，通

常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故等時に通常時と同じ系統構成で重

大事故等対処設備として使用する，及び遮断器等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型直流電源設備のＢ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系充電器及び

230V 系充電器（常用）は，通常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故等時

に通常時と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用する，及び遮断器等に

より重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

可搬型直流電源設備の高圧発電機車及びタンクローリは，接続先の系統と分離

して保管し，重大事故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故等対処

設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型直流電源設備のガスタービン発電機用軽油タンク及びディーゼル燃料
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貯蔵タンクは，重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用メタクラ，メタクラ切替盤，高圧発電機車接続プラ

グ収納箱，緊急用メタクラ接続プラグ盤，ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロー

ルセンタ及びＳＡ２コントロールセンタは，通常時は遮断器等により接続先の系

統から隔離し，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対処設備としての

系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替所内電気設備の充電器電源切替盤，ＳＡ電源切替盤，非常用高圧母線Ｃ系

及び非常用高圧母線Ｄ系は，重大事故等時に遮断器操作等により重大事故等対処

設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故操作盤は，設計基準対処設備の操作盤と隔離して

いることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料補給設備のタンクローリは，接続先の系統と分離して保管し，重大事故等

時に接続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料補給設備のガスタービン発電機用軽油タンク及びディーゼル燃料貯蔵タ

ンクは，重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構成と

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

タンクローリは輪留めによる固定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

 

3.14.1.1.3 共用の禁止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替直流電源設備

及び代替所内電気設備については，二以上の発電用原子炉施設において共用しな

い設計とする。 

 

3.14.1.1.4 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

ガスタービン発電機は，想定される重大事故等時において，炉心の著しい損傷，

原子炉格納容器の破損，燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な容量を有する設計とする。 

ガスタービン発電機用サービスタンクは，想定される重大事故等時において，

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプで燃料補給するまでの間，ガスタービン発

電機に燃料を補給可能な容量を有する設計とする。 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定される重大事故等時において，

ガスタービン発電機の運転に必要な燃料を補給できるポンプ容量を有する設計

とする。 

高圧発電機車は，想定される重大事故等時において，最低限必要な設備に電力
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を供給できる容量を有するものを１セット３台使用する。保有数は，２セット６

台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１台

の合計７台を保管する。 

Ｂ－115V 系蓄電池及びＢ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）は，想定される重大事故

等時において，負荷の切り離しを行わず８時間，その後必要な負荷以外を切り離

して 16時間の合計 24時間にわたり必要な設備に電力を供給できる容量を有する

設計とする。 

ＳＡ用 115V 系蓄電池及び 230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ）は想定される重大事故等

時において，負荷の切り離しを行わず 24 時間にわたり必要な設備に電力を供給

できる容量を有する設計とする。 

Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用）

は，想定される重大事故等時において，必要な設備に電力を供給できる容量を有

する設計とする。 

緊急用メタクラ，メタクラ切替盤，高圧発電機車接続プラグ収納箱，緊急用メ

タクラ接続プラグ盤，ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ及びＳＡ２

コントロールセンタは，想定される重大事故等時において，必要な設備に電力を

供給できる容量を有する設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクは，設計基準事故対処設備と兼用しており，設計基

準事故対処設備としての容量が，想定される重大事故等時において，その機能を

発揮することが必要な重大事故等対処設備が，事故後 7日間連続運転するために

必要となる燃料を供給できる容量を有しているため，設計基準事故対処設備と同

仕様で設計する。 

ガスタービン発電機用軽油タンクは，想定される重大事故等時において，その

機能を発揮することが必要な重大事故等対処設備が，事故後７日間連続運転する

ために必要となる燃料を供給できる容量を有する設計とする。 

タンクローリは，想定される重大事故等時において，その機能を発揮すること

が必要な重大事故等対処設備に，燃料を補給できる容量を有するものを１セット

１台使用する。保有数は，１セット１台に加えて，故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップ用として１台の合計２台を保管する。 
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3.14.1.1.5 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

ガスタービン発電機，ガスタービン発電機用サービスタンク，ガスタービン発

電機用燃料移送ポンプ及び緊急用メタクラは，ガスタービン発電機建物内に設置

し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

ガスタービン発電機の操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室

で可能な設計とする。 

緊急用メタクラの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室で可

能な設計とする。 

高圧発電機車は，屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。 

高圧発電機車の常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時におい

て，設置場所で可能な設計とする。 

Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ），230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ），

Ｂ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），230V 系充電器（ＲＣＩＣ）は，

廃棄物処理建物に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した

設計とする。 

ＳＡ用 115V 系蓄電池及びＳＡ用 115V 系充電器は，廃棄物処理建物に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

高圧発電機車接続プラグ収納箱及び緊急用メタクラ接続プラグ盤は，屋外に設

置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

高圧発電機車接続プラグ収納箱及び緊急用メタクラ接続プラグ盤の操作は想

定される重大事故等時において設置場所で可能な設計とする。 

メタクラ切替盤，ＳＡ２コントロールセンタ，ＳＡ電源切替盤，非常用高圧母

線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系は，原子炉建物付属棟に設置し，想定される重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

メタクラ切替盤，ＳＡ電源切替盤，非常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ

系の操作は想定される重大事故等時において設置場所で可能な設計とする。 

ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタは，低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計と

する。 

ＳＡロードセンタの操作は，想定される重大事故等時において，中央制御室で

可能な設計とする。 

充電器電源切替盤は，廃棄物処理建物に設置し，想定される重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。 

充電器電源切替盤の操作は想定される重大事故等時において設置場所で可能

な設計とする。 

重大事故操作盤は，制御室建物に設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。 
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重大事故操作盤の操作は想定される重大事故等時において設置場所で可能な

設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクは，屋外に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクの系統構成に必要なフランジの開放は，想定される

重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクは，屋外に設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクの系統構成に必要な弁の操作は，想定される

重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

タンクローリは，屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。 

タンクローリの常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等時におい

て，設置場所で可能な設計とする。 

 

3.14.1.1.6 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

常設代替交流電源設備は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構

成から遮断器操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

ガスタービン発電機は，中央制御室の操作スイッチ等により，操作が可能な設

計とする。系統構成に必要な遮断器等は，設置場所でのスイッチ操作等により操

作が可能な設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，想定される重大事故等時において，通常時の系統

構成から遮断器操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

高圧発電機車は，付属の操作スイッチ等により，設置場所での操作が可能な設

計とする。 

系統構成に必要な遮断器等は，設置場所でのスイッチ操作等により操作が可能

な設計とする。 

高圧発電機車は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセスできる

設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

高圧発電機車を接続する接続箇所については，ボルト・ネジ接続又はより簡便

な接続とし，一般的な工具を用いてケーブルを確実に接続できる設計とする。 

所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備は，想定される重大事

故等時において，通常時の系統構成から遮断器操作等により速やかに切り替えら

れる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構成

から弁操作及び遮断器操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

代替所内電気設備は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構成か

ら遮断器操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 
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緊急用メタクラ，高圧発電機車接続プラグ収納箱，緊急用メタクラ接続プラグ

盤，メタクラ切替盤，ＳＡ電源切替盤，充電器電源切替盤，重大事故操作盤，非

常用高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系は，付属の操作スイッチ等により，設

置場所での操作が可能な設計とする。 

燃料補給設備は，想定される重大事故等時において，通常時の系統構成から弁

操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクは，系統構成に必要なフランジを，設置場所での開

放が可能な設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクは，系統構成に必要な弁を，設置場所での手

動操作が可能な設計とする。 

タンクローリは，付属の操作スイッチにより，設置場所での操作が可能な設計

とし，系統構成に必要な弁は設置場所での手動操作が可能な設計とする。 

タンクローリは，車両として屋外のアクセスルートを通行してアクセス可能な

設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

タンクローリを接続する接続口については，専用の接続方式とし，接続治具を

用いてホースを確実に接続することができる設計とする。 

 

3.14.1.1.7 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ガスタービン発電機は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び外

観の確認が可能な設計とするとともに，分解が可能な設計とする。 

ガスタービン発電機用サービスタンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の運転中又は停止中に内部の

確認が可能な設計とする。 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，発電用原子炉の運転中又は停止中に

機能・性能検査及び分解点検が可能な設計とする。 

また，ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，発電用原子炉の運転中又は停

止中に分解及び外観の確認が可能な設計とする。 

高圧発電機車は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能の確認が可能

な設計とするとともに，分解又は取替えが可能な設計とする。また，高圧発電機

車は，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

Ｂ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ），ＳＡ用 115V 系蓄電池，230V

系蓄電池（ＲＣＩＣ），Ｂ－115V 系充電器，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），Ｓ

Ａ用 115V 系充電器及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

メタクラ切替盤，高圧発電機車接続プラグ収納箱及び緊急用メタクラ接続プラ

グ盤は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な

設計とする。 

緊急用メタクラ，ＳＡロードセンタ，ＳＡ１コントロールセンタ，ＳＡ２コン
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トロールセンタ，ＳＡ電源切替盤，充電器電源切替盤，重大事故操作盤，非常用

高圧母線Ｃ系及び非常用高圧母線Ｄ系は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の

確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の運転中又は停止中に外観の確認

が可能な設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の確認が

可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の停止中に内部の確認が可能な設計とする。 

ガスタービン発電機用軽油タンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の

確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の停止中に内部の確認が可能な設

計とする。 

タンクローリは，発電用原子炉の運転中又は停止中に外観検査及び機能試験，

漏えいの有無の確認が可能な設計とするとともに，分解又は取替えが可能な設計

とする。また，タンクローリは，車両として運転状態の確認及び外観の確認が可

能な設計とする。 
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第 3.14－1 表 代替電源設備主要機器仕様 

 

常設代替交流電源設備 (1) 

ａ．ガスタービン発電機 

ガスタービン 

台 数 １（予備１） 

使用燃料 軽油 

出 力 約 4,800kW/台 

発電機 

台 数  １（予備１） 

種 類 同期発電機 

容 量  約 6,000kVA/台 

力 率  0.8 

電 圧  6.9kV 

周 波 数 60Hz 

ｂ．ガスタービン発電機用サービスタンク 

基 数  １（予備１） 

容 量  約 7.9m3/基 

ｃ．ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 

台 数  １（予備１） 

容 量  約４m3/h/台 

ｄ．ガスタービン発電機用軽油タンク 

基 数  １ 

容 量  約 560m3/基 

 

(2) 可搬型代替交流電源設備 

ａ．高圧発電機車 

機関 

台 数  ６（予備１） 

使用燃料 軽油 

発電機 

台 数  ６（予備１） 

種 類  同期発電機 

容 量  約 500kVA/台 

力 率  0.8 

電 圧 6.6kV 

周 波 数  60Hz 
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ｂ．ガスタービン発電機用軽油タンク 

基 数 １ 

容 量 約 560m3/基 

ｃ.ディーゼル燃料貯蔵タンク 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基 数 ６ 

容 量    Ａ系 約 170m3/基（２基） 

    Ｂ系 約 100m3/基（３基） 

 ＨＰＣＳ系 約 170m3/基（１基） 

ｄ．タンクローリ 

台 数 １（予備１） 

容 量 約３m3/台 

 

(3) 所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備 

ａ．Ｂ－115V 系蓄電池及びＢ１－115V 系蓄電池（ＳＡ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

組 数  １ 

電 圧  115V 

容 量  約 4,500Ah 

（Ｂ－115V 系蓄電池：約 3,000Ah 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）：約 1,500Ah） 

ｂ．230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

組 数 １ 

電 圧 230V 

容 量  約 1,500Ah 

ｃ．ＳＡ用 115V 系蓄電池 

組 数  １ 

電 圧 115V 

容 量 約 1,500Ah 
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ｄ．Ｂ－115V 系充電器及びＢ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

個 数 ２ 

電 圧  120V 

容 量 約 400A 及び約 200A 

ｅ．230V 系充電器（ＲＣＩＣ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

個 数  １ 

電 圧  240V 

容 量  約 200A 

ｆ．ＳＡ用 115V 系充電器 

個 数  １ 

電 圧  120V 

容 量  約 200A 

 

(4) 可搬型直流電源設備 

ａ．高圧発電機車 

機関 

台 数  ６（予備１） 

使用燃料  軽油 

発電機 

台 数  ６（予備１） 

種 類  同期発電機 

容 量  約 500kVA/台 

力 率  0.8 

電 圧  6.6kV 

周 波 数  60Hz 

ｂ．Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ） 

個 数  １ 

電 圧  120V 

容 量 約 200A 

ｃ．ＳＡ用 115V 系充電器 

個 数  １ 

電 圧  120V 

容 量 約 200A 
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ｄ．230V 系充電器（常用） 

個 数  １ 

電 圧  240V 

容 量 約 200A 

ｅ．ガスタービン発電機用軽油タンク 

基 数  １ 

容 量 約 560m3/基 

ｆ.ディーゼル燃料貯蔵タンク 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基 数 ６ 

容 量    Ａ系 約 170m3/基（２基） 

    Ｂ系 約 100m3/基（３基） 

 ＨＰＣＳ系 約 170m3/基（１基） 

ｇ．タンクローリ 

台 数  １（予備１） 

容 量  約３m3/台 

 

(5) 燃料補給設備 

ａ．ガスタービン発電機用軽油タンク 

基 数  １ 

容 量 約 560m3/基 

ｂ.ディーゼル燃料貯蔵タンク 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基 数 ６ 

容 量    Ａ系 約 170m3/基（２基） 

    Ｂ系 約 100m3/基（３基） 

 ＨＰＣＳ系 約 170m3/基（１基） 

ｃ．タンクローリ 

台 数  １（予備１） 

容 量 約３m3/台 
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3.14.1.2 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.14.1.2.1 非常用交流電源設備 

非常用交流電源設備は，想定される重大事故等時において，重大事故等対処設

備（設計基準拡張）として使用する。 

非常用交流電源設備のうち非常用ディーゼル発電機は，重大事故等時に代替制

御棒挿入機能（ＡＲＩ），代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，ほう酸水注入

系，代替自動減圧機能，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系

（可搬型），低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード），残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード），原子炉補機冷却系，格納容器代替スプレイ（常

設）格納容器代替スプレイ（可搬型），残留熱除去系（サプレッション・プール

水冷却モード），計装設備及び非常用ガス処理系へ電力を供給できる設計とする。 

非常用交流電源設備のうち高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，高圧炉心

スプレイ系及び計装設備へ電力を供給できる設計とする。 

非常用交流電源設備は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，

多様性，位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

非常用交流電源設備の主要機器仕様を第 3.14－2 表に示す。 

 

3.14.1.2.1.1 悪影響防止 

基本方針については「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

非常用交流電源設備は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用することで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.14.1.2.1.2 容量等 

基本方針については「2.3.2 容量等」に示す。 

非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機，ディーゼル

燃料デイタンク，ディーゼル燃料貯蔵タンク及びディーゼル燃料移送ポンプは，

設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束に必要な容量に対し

て十分であることから，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

 

3.14.1.2.1.3 環境条件等 

基本方針については「2.3.3 環境条件等」に示す。 

非常用ディーゼル発電機，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機及びディーゼ

ル燃料デイタンクは，原子炉建物付属棟に設置し，想定される重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の操作は，

中央制御室から可能な設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンク及びディーゼル燃料移送ポンプは，屋外に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。  
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3.14.1.2.1.4 操作性の確保 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用交流電源設備は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。非常用ディーゼル

発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，中央制御室の操作スイッチ

により操作が可能な設計とする。 

 

3.14.1.2.1.5 試験検査 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，発電用

原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。ま

た，発電用原子炉の停止中に分解が可能な設計とする。 

ディーゼル燃料デイタンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の確認が

可能な設計とする。また，発電用原子炉の運転中又は停止中に内部の確認及び弁

の開閉動作の確認が可能な設計とする。 

ディーゼル燃料貯蔵タンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有無の確認が

可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に内部の確認及び弁の開閉動作の確認

が可能な設計とする。 

ディーゼル燃料移送ポンプは，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能

及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。 
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第 3.14－2 表 非常用交流電源設備の主要機器仕様 

 

 

(1) 非常用ディーゼル発電機 

 非常用ディーゼル発電機 

機関 

型  式 

台  数 

出  力 

起動時間 

使用燃料 

 

Ｖ形４サイクル単動無気噴射式 
２ 

約 6,150kW/台（連続） 

約 10 秒 

軽油 

発電機 

台  数 

種  類 

容  量 

力  率 

電  圧 

周 波 数 

 

２ 

三相同期発電機 

約 7,300kVA/台 

0.8 

6.9kV 

60Hz 

 

(2) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

機関 

型  式 

台  数 

出  力 

起動時間 

使用燃料 

 

Ｖ形４サイクル単動無気噴射式 
１ 

約 3,480kW/台（連続） 

約 13 秒 

軽油 

発電機 

台  数 

種  類 

容  量 

力  率 

電  圧 

周 波 数 

 

１ 

三相同期発電機 

約 4,000kVA/台 

0.8 

6.9kV 

60Hz 

 

  

3.14-45

280



 

 

(3) ディーゼル燃料貯蔵タンク 

 ディーゼル燃料貯蔵タンク 

ディーゼル燃料貯蔵タンク 

基  数 

容  量 

 

２（非常用），１（高圧炉心スプレイ系用） 

約 170m3/基 

ディーゼル燃料貯蔵タンク 

基  数 

容  量 

 

３（非常用） 

約 100m3/基 
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3.14.1.2.2 非常用直流電源設備 

非常用直流電源設備は，想定される重大事故等時において，重大事故等対処設

備（設計基準拡張）として使用する。 

非常用直流電源設備は，全交流動力電源喪失から８時間，非常用蓄電池から電

力を供給できる設計とする。 

非常用直流電源設備は，「2.3 重大事故等対処設備に関する基本方針」のうち，

多様性，位置的分散等を除く設計方針を適用して設計を行う。 

非常用直流電源設備の主要機器仕様を第 3.14－3 表に示す。 

 

3.14.1.2.2.1 悪影響防止 

基本方針については「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

非常用直流電源設備は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用することで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.14.1.2.2.2 容量等 

基本方針については「2.3.2 容量等」に示す。 

非常用蓄電池は，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等の収束

に必要な容量に対して十分であることから，設計基準事故対処設備と同仕様で設

計する。 

 

3.14.1.2.2.3 環境条件等 

基本方針については「2.3.3 環境条件等」に示す。 

非常用蓄電池及びそれに充電する充電器は，廃棄物処理建物内に設置し，想定

される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

 

3.14.1.2.2.4 操作性の確保 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用直流電源設備は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ系統

構成で重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

3.14.1.2.2.5 試験検査 

基本方針については「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用蓄電池は，発電用原子炉の運転中及び停止中に機能・性能の確認が可能

な設計とする。 

非常用蓄電池に充電する充電器は，発電用原子炉の運転中及び停止中に機能・

性能の確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の停止中に外観の確認が可

能な設計とする。 
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第 3.14－3 表 非常用直流電源設備の主要機器仕様 

(1) 非常用蓄電池 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・代替電源設備 

 115V 系蓄電池 230V 系蓄電池 ±24V 系蓄電池 

蓄電池 

組 数 

電 圧 

容 量 

 

 

３ 

115V 

約 4,500Ah（１組） 

約 1,200Ah（１組） 

約 500Ah（１組） 

 

１ 

230V 

約 1,500Ah（１組） 

 

 

２ 

±24V 

約 90Ah（２組） 

充電器 

台 数 

充電方式 

 

５（予備１台） 

浮動（常時） 

 

１ 

浮動（常時） 

 

２ 

浮動（常時） 
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3.15 計装設備【58 条】 

【設置許可基準規則】 

（計装設備） 

第五十八条  発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計測機器（非常用の 

ものを含む。）の故障により当該重大事故等に対処するために監視することが必

要なパラメータを計測することが困難となった場合において当該パラメータを

推定するために有効な情報を把握できる設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１  第５８条に規定する「当該重大事故等に対処するために監視することが必要 

なパラメータを計測することが困難となった場合において当該パラメータを推

定するために有効な情報を把握できる設備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。なお、「当該重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータ」とは、事業者が検討

すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功させるために把握

することが必要な発電用原子炉施設の状態を意味する。 

ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確 

にすること。（最高計測可能温度等） 

ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合 

の発電用原子炉施設の状態の推定手段を整備すること。 

ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位が推定できる手段を整備する 

  こと。 

ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量が推定できる手段を整備 

すること。 

ⅲ）推定するために必要なパラメータは、複数のパラメータの中から確から 

しさを考慮し，優先順位を定めておくこと。 

ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定 

される重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録が 

できること。 
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3.15.1 適合方針 

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを含む。）の故障により，当該

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測すること

が困難となった場合において，当該パラメータを推定するために必要なパラメ

ータを計測する設備を設置又は保管する。 

当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ（炉心損

傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功させるために必要な発電用原子

炉施設の状態を把握するためのパラメータ）は，「「実用発電用原子炉に係る発

電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するた

めに必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況について 第 10.1 表 重大

事故等対策における手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装に関する手順

等」のパラメータの選定で分類された主要パラメータ（重要監視パラメータ及

び有効監視パラメータ）とする。 

当該パラメータを推定するために必要なパラメータは，「「実用発電用原子炉

に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況について 第 10.1 

表 重大事故等対策における手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装に関す

る手順等」のパラメータの選定で分類された代替パラメータ（重要代替監視パ

ラメータ及び有効監視パラメータ）とする。

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測する設備（重大事故

等対処設備）について，設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状

態を把握するための能力（最高計測可能温度等（設計基準最大値等））を明確に

する。計測範囲を第 3.15－1 表に，設計基準最大値等を第 3.15－2 表に示す。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータの計装設備概要図等を第

3.15－1 図，第 3.15－2 図及び第 3.15－3 図に示す。 

また，電源設備の受電状態，重大事故等対処設備の運転状態及びその他の設

備の運転状態により発電用原子炉施設の状態を補助的に監視するパラメータを

補助パラメータとする。なお，補助パラメータのうち，重大事故等対処設備を

活用する手順等の着手の判断基準として用いるパラメータについては，重大事

故等対処設備とする。重大事故等対処設備の補助パラメータの対象を第 3.15－4

表に示す。 

3.15.1.1 重大事故等対処設備 

(1) 監視機能喪失時に使用する設備

発電用原子炉施設の状態の把握能力を超えた場合に発電用原子炉施設の状

態を推定する手段を有する設計とする。 

重要監視パラメータ又は有効監視パラメータ（原子炉圧力容器内の温度，

圧力及び水位並びに原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量等）の計

測が困難となった場合又は計測範囲を超えた場合は，「「実用発電用原子炉に
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る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況について第 10.1

表 重大事故等対策における手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装に

関する手順等」の計器故障時の代替パラメータによる推定又は計器の計測範

囲を超えた場合の代替パラメータによる推定の対応手段等により推定ができ

る設計とする。 

計器故障時に，当該パラメータの他チャンネルの計器がある場合，他チャ

ンネルの計器により計測するとともに，重要代替監視パラメータが複数ある

場合は，推定する重要監視パラメータとの関係性がより直接的なパラメータ，

検出器の種類及び使用環境条件を踏まえた確からしさを考慮し，優先順位を

定める。推定手段及び優先順位を第 3.15－3 表に示す。 

(2) 計器電源喪失時に使用する設備

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪失等により計器電源が喪

失した場合において，計測設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替直流

電源設備又は可搬型直流電源設備を使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備）

・所内常設蓄電式直流電源設備（3.14 電源設備）

・常設代替直流電源設備（3.14 電源設備）

・可搬型直流電源設備（3.14 電源設備）

・代替所内電気設備（3.14 電源設備）

常設代替交流電源設備,可搬型代替交流電源設備,所内常設蓄電式直流電源

設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備に

ついては，「3.14 電源設備」に記載する。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電源が喪失した場合，特に

重要なパラメータとして，重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ

を計測する設備については，温度，圧力，水位及び流量に係るものについて，

乾電池を電源とした可搬型計測器により計測できる設計とする。 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測対象の選定を行う際の考

え方として，同一パラメータにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1つ

の適切なチャンネルを選定し計測又は監視するものとする。同一の物理量に

ついて，複数のパラメータがある場合は，いずれか 1つの適切なパラメータ

を選定し計測又は監視するものとする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型計測器
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(3) パラメータ記録時に使用する設備

原子炉格納容器内の温度，圧力，水位，水素濃度，放射線量率等想定され

る重大事故等の対応に必要となる重要監視パラメータ及び重要代替監視パラ

メータが計測又は監視及び記録できる設計とする。

重大事故等の対応に必要となるパラメータは，電磁的に記録，保存し，電

源喪失により保存した記録が失われないとともに帳票が出力できる設計とす

る。また，記録は必要な容量を保存できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）（ＳＰＤＳデータ収集サーバ，ＳＰ

ＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示装置）

計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様並びに重要監視パラメータ

及び重要代替監視パラメータを第 3.15－1 表及び第 3.15－2 表に，代替パラメ

ータによる主要パラメータの推定を第 3.15－3 表に示す。また，重大事故等対

処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用いる補助パラメータを第

3.15－4 表に示す。 

3.15.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

重要代替監視パラメータを計測する設備は，重要監視パラメータを計測する

設備と異なる物理量の計測又は測定原理とすることで，重要監視パラメータを

計測する設備に対して可能な限り多様性を持った計測方法により計測できる設

計とする。 

重要代替監視パラメータは重要監視パラメータと可能な限り位置的分散を図

る設計とする。 

重大事故等対処設備の補助パラメータは，代替する機能を有する設計基準事

故対処設備と可能な限り多様性及び独立性を有し，位置的分散を図る設計とす

る。 

重要監視パラメータを計測する設備及び重要代替監視パラメータ並びに重大

事故等対処設備の補助パラメータを計測する設備の電源は，共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常

設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能な設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「3.14 電源設備」にて記載する。 

3.15.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測する設備のうち，多

重性を有するパラメータの計測装置並びに重要監視パラメータ及び重要代替監

視パラメータの計測装置の間においては，パラメータ相互をヒューズ，アイソ
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レータ等により電気的に分離することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

重大事故等対処設備の補助パラメータは，電気的に分離することで，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，設計基準対象施設として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することで，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型計測器は，通常時に接続先の系統と分離された状態であること及び重

大事故等時は重大事故等対処設備として系統構成をすることにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.15.1.1.3 共用の禁止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，号炉の区分けなく通信連絡す

ることで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を共有・

考慮しながら総合的な管理（事故処理を含む。）を行うことができ，安全性の向

上を図る設計とする。 

また，安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，共用により悪影響を及

ぼさないよう，必要な容量を確保するとともに，号炉の区分けなく通信連絡が

可能な設計とする。 

 

3.15.1.1.4 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

常設の重大事故等対処設備のうち以下のパラメータを計測する設備は，設計

基準事故時の計測機能と兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の計測

範囲が，計器の不確かさを考慮しても設計基準を超える状態において発電用原

子炉施設の状態を推定できるため，設計基準事故対処設備と同仕様の設計とす

る。 

・原子炉圧力 

・原子炉水位（広帯域） 

・原子炉水位（燃料域） 

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

・高圧炉心スプレイポンプ出口流量 

・低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

・残留熱除去ポンプ出口流量 

・格納容器水素濃度 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

・格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェンバ） 

・中性子源領域計装 
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・平均出力領域計装

・残留熱除去系熱交換器入口温度

・残留熱除去系熱交換器出口温度

・残留熱除去系熱交換器冷却水流量

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力

・高圧炉心スプレイポンプ出口圧力

・残留熱除去ポンプ出口圧力

・低圧炉心スプレイポンプ出口圧力

・格納容器酸素濃度

・燃料プール水位・温度（ＳＡ）

常設の重大事故等対処設備のうち以下のパラメータを計測する設備は，計器

の不確かさを考慮しても設計基準を超える状態において発電用原子炉施設の状

態を推定できる設計とする。 

・原子炉圧力容器温度（ＳＡ）

・原子炉圧力（ＳＡ）

・原子炉水位（ＳＡ）

・高圧原子炉代替注水流量

・代替注水流量（常設）

・低圧原子炉代替注水流量

・低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用）

・格納容器代替スプレイ流量

・ペデスタル代替注水流量

・ペデスタル代替注水流量（狭帯域用）

・残留熱代替除去系原子炉注水流量

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

・ドライウェル温度（ＳＡ）

・ペデスタル温度（ＳＡ）

・ペデスタル水温度（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

・ドライウェル圧力（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）

・ドライウェル水位

・ペデスタル水位

・格納容器水素濃度（ＳＡ）

・スクラバ容器水位

・スクラバ容器圧力

・スクラバ容器温度
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・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

・低圧原子炉代替注水槽水位 

・低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

・残留熱代替除去系ポンプ出口圧力 

・原子炉建物水素濃度 

・静的触媒式水素処理装置入口温度 

・静的触媒式水素処理装置出口温度 

・格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

・燃料プール水位（ＳＡ） 

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ） 

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

重大事故等対処設備の補助パラメータは，重大事故等対処設備を活用する手

順等の着手の判断ができ，系統の目的に応じて必要となる計測範囲を有する設

計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，想定される重大事故等時に発

電所内の通信連絡をする必要のある場所に必要なデータ量を伝送することがで

きる設計とする。 

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，計器の不確かさを考慮しても設計基準

を超える状態において発電用原子炉施設の状態を推定できる設計とする。原子

炉格納容器の排出経路での水素濃度監視用として１セット１個使用する。保有

数は，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１個を加

えた合計２個保管する設計とする。 

可搬型計測器は，原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の温度，圧力，水位

及び流量（注水量）等の計測用として 1セット 30 個（測定時の故障を想定した

予備１個含む）使用する。保有数は，故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として 30 個を含めて合計 60 個を保管する設計とする。 

 

3.15.1.1.5 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータのうち以下のパラメータを

計測する設備は，原子炉格納容器内に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

・原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

・ドライウェル温度（ＳＡ） 

・ペデスタル温度（ＳＡ） 

・ペデスタル水温度（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

・ドライウェル水位 
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・ペデスタル水位

・中性子源領域計装

・平均出力領域計装

なお，中性子源領域計装及び平均出力領域計装については，想定される重大

事故等時初期における原子炉格納容器内の環境条件を考慮した設計とする。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ並びに重大事故等対処設備

の補助パラメータのうち以下のパラメータを計測する設備は，原子炉棟内に設

置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

・原子炉圧力

・原子炉圧力（ＳＡ）

・原子炉水位（広帯域）

・原子炉水位（燃料域）

・原子炉水位（ＳＡ）

・高圧原子炉代替注水流量

・低圧原子炉代替注水流量

・低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用）

・格納容器代替スプレイ流量

・ペデスタル代替注水流量

・ペデスタル代替注水流量（狭帯域用）

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量

・高圧炉心スプレイポンプ出口流量

・残留熱除去ポンプ出口流量

・低圧炉心スプレイポンプ出口流量

・残留熱代替除去系原子炉注水流量

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

・ドライウェル圧力（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）

・格納容器水素濃度（ＳＡ）

・格納容器水素濃度

・格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル）

・格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェンバ）

・残留熱除去系熱交換器入口温度

・残留熱除去系熱交換器出口温度

・残留熱除去系熱交換器冷却水流量

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力

・高圧炉心スプレイポンプ出口圧力

・残留熱除去ポンプ出口圧力

・低圧炉心スプレイポンプ出口圧力
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・原子炉建物水素濃度

・静的触媒式水素処理装置入口温度

・静的触媒式水素処理装置出口温度

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

・格納容器酸素濃度

・燃料プール水位・温度（ＳＡ）

・燃料プール水位（ＳＡ）

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）

・ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力（Ｂ系）

・ＲＣＷサージタンク水位

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ並びに重大事故等対処設備

の補助パラメータのうち以下のパラメータを計測する設備は，原子炉建物付属

棟内及びその他の建物内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件

を考慮した設計とする。 

・代替注水流量（常設）

・残留熱代替除去系ポンプ出口圧力

・スクラバ容器水位

・スクラバ容器圧力

・スクラバ容器温度

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ）

・低圧原子炉代替注水槽水位

・低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力

・燃料プール監視カメラ用冷却設備

・Ｃ－メタクラ母線電圧

・Ｄ－メタクラ母線電圧

・ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧

・Ｃ－ロードセンタ母線電圧

・Ｄ－ロードセンタ母線電圧

・緊急用メタクラ電圧

・ＳＡロードセンタ母線電圧

・Ａ－115V 系直流盤母線電圧

・Ｂ－115V 系直流盤母線電圧

・ＳＡ用 115V 系充電器盤蓄電池電圧

・230V 系直流盤（常用）母線電圧

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）電圧

・ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力（Ａ系）

・Ｎ２ガスボンベ圧力

・ＲＣＷ熱交換器出口温度
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・原子炉補機冷却ポンプ圧力

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータのうち以下のパラメータを

計測する設備は，屋外に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮した設計とする。 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（低レンジ）

・第１ベントフィルタ出口水素濃度

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のＳＰＤＳデータ収集サーバは，

廃棄物処理建物内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。ＳＰＤＳデータ収集サーバは，想定される重大事故等時に操

作を行う必要がない設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳ伝送サーバは，緊

急時対策所に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設

計とする。ＳＰＤＳ伝送サーバは，想定される重大事故等時に操作を行う必要

がない設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ表示装置は，

緊急時対策所に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した

設計とする。ＳＰＤＳデータ表示装置の操作は，想定される重大事故等時にお

いて，設置場所で可能な設計とする。 

可搬型計測器は，廃棄物処理建物内及び緊急時対策所内に保管し，想定され

る重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。可搬型計測器の操作

は，想定される重大事故等時において，設置場所で可能な設計とする。 

3.15.1.1.6 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

常設の重大事故等対処設備のうち，以下のパラメータを計測する設備は設計

基準対象施設として使用する場合と同じ構成で使用できる設計とする。 

・原子炉圧力

・原子炉水位（広帯域）

・原子炉水位（燃料域）

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量

・高圧炉心スプレイポンプ出口流量

・残留熱除去ポンプ出口流量

・低圧炉心スプレイポンプ出口流量

・格納容器水素濃度

・格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル）

・格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェンバ）

・中性子源領域計装

・平均出力領域計装

・残留熱除去系熱交換器入口温度
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・残留熱除去系熱交換器出口温度 

・残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

・高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

・残留熱除去ポンプ出口圧力 

・原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

・低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

・格納容器酸素濃度 

・燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

・Ｃ－メタクラ母線電圧 

・Ｄ－メタクラ母線電圧 

・ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧 

・Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

・Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

・Ａ－115V 系直流盤母線電圧 

・Ｂ－115V 系直流盤母線電圧 

・230V 系直流盤（常用）母線電圧 

・Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）電圧 

・Ｎ２ガスボンベ圧力 

・ＲＣＷサージタンク水位 

・ＲＣＷ熱交換器出口温度 

・原子炉補機冷却ポンプ圧力 

格納容器水素濃度及び格納容器酸素濃度は，設計基準対象施設として使用す

る場合と同じ構成で，重大事故等対処設備として使用できる設計とする。格納

容器水素濃度及び格納容器酸素濃度を計測するためのサンプリング装置は，中

央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

中性子源領域計装は，設計基準対象施設として使用する場合と同じ構成で，

重大事故等対処設備として使用できる設計とする。中性子源領域計装は，中央

制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

常設の重大事故等対処設備のうち，以下のパラメータを計測する設備は設計

基準対象施設と兼用せず，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とす

る。 

・原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

・原子炉圧力（ＳＡ） 

・原子炉水位（ＳＡ） 

・高圧原子炉代替注水流量 

・代替注水流量（常設） 

・低圧原子炉代替注水流量 

・低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用） 

・格納容器代替スプレイ流量 
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・ペデスタル代替注水流量

・ペデスタル代替注水流量（狭帯域用）

・残留熱代替除去系原子炉注水流量

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

・ドライウェル温度（ＳＡ）

・ペデスタル温度（ＳＡ）

・ペデスタル水温度（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

・ドライウェル圧力（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

・ドライウェル水位

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）

・ペデスタル水位

・格納容器水素濃度（ＳＡ）

・スクラバ容器水位

・スクラバ容器圧力

・スクラバ容器温度

・第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

・低圧原子炉代替注水槽水位

・低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力

・残留熱代替除去系ポンプ出口圧力

・原子炉建物水素濃度

・静的触媒式水素処理装置入口温度

・静的触媒式水素処理装置出口温度

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

・燃料プール水位（ＳＡ）

・燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）

・燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

・緊急用メタクラ電圧

・ＳＡロードセンタ母線電圧

・ＳＡ用 115V 系充電器盤蓄電池電圧

・ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力

格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）は，想定される重

大事故等時に切り替えることなく使用できる設計とする。格納容器水素濃度（Ｓ

Ａ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）を計測するためのサンプリング装置は，中

央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

燃料プール監視カメラ用冷却設備は，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。燃料プール監視カメラ用冷却設備は，原子炉

3.15-12

295



建物付属棟内で弁及び付属の操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

第１ベントフィルタ出口水素濃度は，想定される重大事故等時に切り替える

ことなく使用できる設計とする。第１ベントフィルタ出口水素濃度は，車両に

よる運搬，移動ができる設計とするとともに，接続規格を統一することにより，

確実に接続できる設計とする。第１ベントフィルタ出口水素濃度を計測するた

めのサンプリング装置は，屋外でサンプリング装置の弁及び付属の操作スイッ

チにより操作が可能な設計とし，中央制御室の操作スイッチにより操作が可能

な設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，想定される重大事故等時にお

いて，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処

設備として使用する設計とする。安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）の

うちＳＰＤＳデータ収集サーバ及びＳＰＤＳ伝送サーバは，常時伝送を行うた

め，通常操作を必要としない設計とする。安全パラメータ表示システム（ＳＰ

ＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ表示装置は，付属の操作スイッチにより緊急時対

策所内で操作が可能な設計とする。 

可搬型計測器は，設計基準対象施設とは兼用しないため，想定される重大事

故等時に切り替えることなく使用できる設計とする。可搬型計測器は，運転員

が携行して屋内のアクセスルートを通行できる設計とする。可搬型計測器の計

装ケーブルの接続は，ボルト・ネジ接続とし，接続規格を統一することにより，

一般的に使用される工具を用いて確実に接続できる設計とし，付属の操作スイ

ッチにより設置場所で操作が可能な設計とする。 

3.15.1.1.7 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ並びに重大事故等対処設備

の補助パラメータを計測する設備は，発電用原子炉の運転中又は停止中に，模

擬入力による機能・性能の確認（特性の確認）及び校正が可能な設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，発電用原子炉の運転中又は停

止中に，機能・性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。 

可搬型計測器は，発電用原子炉の運転中又は停止中に，模擬入力による性能

の確認が可能な設計とする。 
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第 3.15－1 表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 

(1) 原子炉圧力容器温度（ＳＡ）

個  数 2 

計測範囲 0～500℃ 

(2) 原子炉圧力

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 2 

計測範囲 0～10MPa[gage] 

(3) 原子炉圧力（ＳＡ）

個  数 1 

計測範囲  0～11MPa[gage] 

(4) 原子炉水位（広帯域）

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数     2

計測範囲     -400～150cm ※1

(5) 原子炉水位（燃料域）

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数     2

計測範囲     -800～-300cm ※1

(6) 原子炉水位（ＳＡ）

個  数 1 

計測範囲 -900～150cm ※1

(7) 高圧原子炉代替注水流量

個  数 1 

計測範囲 0～150m3/h 

(8) 代替注水流量（常設）

個  数 1 

計測範囲 0～300m3/h 
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(9) 低圧原子炉代替注水流量

個  数 2 

計測範囲 0～200m3/h 

(10) 低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用）

個  数 2 

計測範囲 0～50m3/h 

(11) 格納容器代替スプレイ流量

個  数 2 

計測範囲 0～150m3/h 

(12) ペデスタル代替注水流量

個  数 2 

計測範囲 0～150m3/h 

(13) ペデスタル代替注水流量（狭帯域用）

個  数 2 

計測範囲 0～50m3/h 

(14) 原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 1 

計測範囲 0～150m3/h 

(15) 高圧炉心スプレイポンプ出口流量

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 1 

計測範囲 0～1500m3/h 

(16) 残留熱除去ポンプ出口流量

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 3 

計測範囲 0～1500m3/h 

(17) 低圧炉心スプレイポンプ出口流量
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兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数     1 

計測範囲     0～1500m3/h 

 

(18) 残留熱代替除去系原子炉注水流量 

個  数     1 

計測範囲     0～50m3/h 

 

(19) 残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

個  数     1 

計測範囲     0～150m3/h 

 

(20) ドライウェル温度（ＳＡ） 

個  数     7 

計測範囲     0～300℃ 

 

(21) ペデスタル温度（ＳＡ） 

個  数     2 

計測範囲     0～300℃ 

 

(22) ペデスタル水温度（ＳＡ） 

個  数     2 

計測範囲     0～300℃ 

 

(23) サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

個  数     2 

計測範囲     0～200℃ 

 

(24) サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

個  数     2 

計測範囲     0～200℃ 

 

(25) ドライウェル圧力（ＳＡ） 

個  数     2 

計測範囲     0～1000kPa[abs] 

 

(26) サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）  

個  数     2 
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計測範囲 0～1000kPa[abs] 

(27) サプレッション・プール水位（ＳＡ）

個  数     1

計測範囲     -0.80～5.50m※2

(28) ドライウェル水位

個  数 3 

計測範囲 -3.0m，-1.0m，＋1.0m※3

(29) ペデスタル水位

個  数 4 

計測範囲 ＋0.1m，＋1.2m,＋2.4m，＋2.4m※4

(30) 格納容器水素濃度

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

個  数     1

計測範囲     0～5vol％/0～100vol％

(31) 格納容器水素濃度（ＳＡ）

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

個  数     1

計測範囲     0～100vol%

(32) 格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル）

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数     2

計測範囲     10-2～105Sv/h

(33) 格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェンバ）

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数     2

計測範囲     10-2～105Sv/h
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(34) 中性子源領域計装 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉中性子計装 

個  数     4 

計測範囲     10-1～106ｓ-1（1.0×103～1.0×109cm-2・ｓ-1） 

 

(35) 平均出力領域計装 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉中性子計装 

個  数     6※5 

計測範囲     0～125%（1.2×1012～2.8×1014cm-2・s-1） 

 

(36) スクラバ容器水位 

個  数     8 

計測範囲     

 

(37) スクラバ容器圧力 

個  数     4 

計測範囲     0～1MPa[gage] 

 

(38) スクラバ容器温度 

個  数     4 

計測範囲     0～300℃ 

 

(39) 第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数     2 

                  1 

計測範囲     10-2～105Sv/h 

10-3～104mSv/h 

 

(40) 第１ベントフィルタ出口水素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

個  数     1(予備 1) 

計測範囲     0～20vol%/0～100vol% 

 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(41) 残留熱除去系熱交換器入口温度

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 2 

計測範囲 0～200℃ 

(42) 残留熱除去系熱交換器出口温度

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 2 

計測範囲 0～200℃ 

(43) 残留熱除去系熱交換器冷却水流量

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 2 

計測範囲 0～1500m3/h 

(44) 残留熱除去ポンプ出口圧力

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 3 

計測範囲 0～4MPa[gage] 

(45) 低圧原子炉代替注水槽水位

個  数 1 

計測範囲 0～1500m3（0～12542mm） 

(46) 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力

個  数     2

計測範囲     0～4MPa[gage]

(47) 原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装

個  数 1 

計測範囲 0～10MPa[gage] 

(48) 高圧炉心スプレイポンプ出口圧力
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兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数     1 

計測範囲     0～12MPa[gage] 

 

(49) 低圧炉心スプレイポンプ出口圧力  

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

個  数     1 

計測範囲     0～5MPa[gage] 

 

(50) 残留熱代替除去系ポンプ出口圧力 

個  数     2 

計測範囲     0～3MPa[gage] 

 

(51) 原子炉建物水素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備 

個  数     1 

                  5 

計測範囲     0～10vol% 

0～20vol% 

 

(52) 静的触媒式水素処理装置入口温度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備 

個  数     2 

計測範囲     0～100℃ 

 

(53) 静的触媒式水素処理装置出口温度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉建物等の損傷を防止するための設備 

個  数     2 

計測範囲     0～400℃ 

 

(54) 格納容器酸素濃度 

兼用する設備は以下のとおり。 

・原子炉プラント・プロセス計装 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 
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個  数 1 

計測範囲 0～5vol％/0～25vol％ 

(55) 格納容器酸素濃度（ＳＡ）

兼用する設備は以下のとおり。 

・水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備

個  数 1 

計測範囲 0～25vol% 

(56) 燃料プール水位・温度（ＳＡ）

第 3.11－1 表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

(57) 燃料プール水位（ＳＡ）

第 3.11－1 表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

(58) 燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ）

第 3.11－1 表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

(59) 燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料プール監視カメラ用冷却設備を含む）

第 3.11－1 表 燃料プールの冷却等のための設備の主要機器仕様に記載する。 

(60) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

第 3.19－1 表 通信連絡を行うために必要な設備（固定型）の主要機器仕様に

記載する。 

(61) 可搬型計測器

個  数 30（予備 30） 

※1：基準点は気水分離器下端（原子炉圧力容器零レベルより 1328cm）

※2：基準点はサプレッション・プール通常水位(EL5610)。

※3：基準点は格納容器底面（EL10100）。

※4：基準点はコリウムシールド上表面(EL6706)。

※5：局部出力領域計装の検出器は 124 個であり，平均出力領域計装の各チャンネ

ルには 14 個又は 17 個の信号が入力される。
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第
3.
15
－

2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
１
／

1
8）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

① 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 温 度

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

２
 

０
～
50
0℃

 
最
大
値
：
 

3
02
℃

重
大
事
故
等
時
に
お
け
る
損
傷
炉
心
の
冷
却
状
態
を
把
握
し
，
適

切
に
対
応
す
る
た
め
の
判
断
基
準
（

30
0℃

）
に
対
し
て
，
 5
00
℃

ま
で
を
監
視
可
能
。
 

１
 

原
子
炉
圧
力

※
１
 

「
②
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
１
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度

※
１
 

「
⑫
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
の
確
保
（
残
留
熱
除
去
系
）
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

② 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 圧 力

原
子
炉
圧
力

※
２
 

２
 

０
～

10
M
Pa
［

ga
ge
］

 
最
大
値
：
 

8
.2
9
MP
a［

g
ag
e］

 

重
大

事
故

等
時

に
お

け
る

原
子

炉
圧

力
容

器
最

高
圧

力

（
8.
91
M
Pa
[
ga
g
e]
）
を
包
絡
す
る
範
囲
と
し
て
設
定
。
な
お
，
主

蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
の
手
動
操
作
に
よ
り
変
動
す
る
範
囲
に
つ
い

て
も
計
測
範
囲
に
包
絡
さ
れ
て
お
り
，
監
視
可
能
で
あ
る
。
 

１
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

０
～
11
M
Pa
[
ga
g
e]
 

最
大
値
：
 

8
.2
9
MP
a［

g
ag
e］

 

原
子
炉
圧
力
容
器
最
高
使
用
圧
力
（

8.
6
2M
P
a[
g
ag
e
]）

の
1.
2
倍
 

（
10
.3
4
MP
a
[g
a
ge
]）

を
監
視
可
能
。
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
１
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ

 
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
①
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ

 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
２
／

18
）

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

③ 原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 水 位

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
２
 

２
 

-
40
0～

1
50
c
m※

３

-
53
9～

1
32
c
m※

３
炉
心
の
冷
却
状
況
を
把
握
す
る
上
で
，
原
子
炉
水
位
制
御
範
囲
（
レ

ベ
ル
３
～
８
）
及
び
燃
料
棒
有
効
長
底
部
ま
で
監
視
可
能
で
あ
る
 

１
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
２

２
 

-
80
0～

－
30
0c
m
※
３

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

-
90
0～

1
50
c
m※

３

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

※
１
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

※
１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

※
１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

※
１
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

※
１
 

原
子
炉
圧
力

※
１
 

「
②
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
３
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

④ 原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量 （ １ ／ ２ ）  

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

１
 

０
～
15
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（

93
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
で
あ
る
。
 

１
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

１
 

０
～
15
0
m
3 /
h 

０
～
99
m
3
/h
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（

99
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

１
 

０
～

15
0
0m

3 /
h 

０
～

13
1
4m

3 /
h 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（

13
14
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

１
 

０
～
30
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（

25
0m

3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

－
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

２
 

０
～
20
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

大
量
送
水
車
を
用
い
た
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
お
け
る
最
大
注

水
量
（
70
m3
/h
）
を
監
視
可
能
。
ま
た
，
崩
壊
熱
相
当
の
注
水
量
（

12
m
3
/h
）
を

監
視
可
能
。
 

１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
 

２
 

０
～

50
m
3 /
h 

－
※
８
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

３
 

０
～

15
0
0m

3 /
h 

０
～

13
8
0m

3 /
h 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（
1
38
0
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

１
 

０
～

15
0
0m

3 /
h 

０
～

13
1
4m

3 /
h 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
の
最
大
注
水
量
（

13
14
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
 

１
 

０
～

50
m
3 /
h 

－
※
８
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
の
最
大
注
水
量
（

30
 
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

 
 
※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。
 

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。
 

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。
 

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。
 

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
４
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

④ 原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量 （ ２ ／ ２ ）

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１

「
⑧
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

※
１
 

「
⑭
水
源
の
確
保
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
１
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-25
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
５
／

1
8）

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑤ 原 子 炉 格 納 容 器 へ の 注 水 量

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
 

２
 

０
～
15
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

大
量
送
水
車
を
用
い
た
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
お
け
る
最
大

注
水
量
（
12
0m

3 /
h）

を
監
視
可
能
。
 

１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
 

２
 

０
～
15
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

大
量
送
水
車
を
用
い
た
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
お
け
る
最
大
注

水
量
（

12
0
m
3 /
h
）
を
監
視
可
能
。
ま
た
，
崩
壊
熱
相
当
の
注
水
量
（

12
m
3
/h
）

を
監
視
可
能
。
 

１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
 

２
 

０
～

50
m
3 /
h 

－
※
８
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
 

１
 

０
～
15
0
m
3 /
h 

－
※
８
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
最
大
注
水
量
（

12
0m

3 /
h
）
を
監
視

可
能
。
 

１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

※
１
 

「
⑭
水
源
の
確
保
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位

※
１

「
⑧
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位

※
１
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

※
１
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

「
⑭
水
源
の
確
保
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-26
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
６
／

1
8）

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑥ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 温 度

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

７
 

０
～

30
0℃

 
最
大
値
：
14
5℃

 
原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
温
度
（

20
0℃

）
を
監
視
可
能
。
 

１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～

30
0℃

 
最
大
値
：
14
5℃

 
原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
温
度
（

20
0℃

）
を
監
視
可
能
。
 

１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

２
 

０
～

30
0℃

 
－

※
８
 

ペ
デ
ス
タ
ル
に
溶
融
炉
心
が
落
下
し
た
場
合
に
お
け
る
原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
検
知
が
可
能
。
 

１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～

20
0℃

 
最
大
値
：
88
℃
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
温
度
（

20
0℃

）
を
監
視
可
能
。
 

１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～

20
0℃

 
最
大
値
：
88
℃
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
（
２

Pd
：
85
3k
Pa
［

ga
ge
］
）
に
お
け
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水
の
飽
和
温
度
（
約

17
8℃

）
を
監
視
可
能
。
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-27
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
７
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑦ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 圧 力

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～

10
0
0k
P
a［

ab
s］

 
最
大
値
：
 

3
24
k
Pa
[
ga
g
e]
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
（
２

Pd
：

85
3k
P
a［

ga
g
e］

）
を
監
視
可
能
。
 

１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

２
 

０
～

10
0
0k
P
a［

ab
s］

 
最
大
値
：
 

2
06
k
Pa
[
ga
g
e]
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑥
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-28
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
８
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑧ 原 子 炉 納 容 器 内 の 水 位  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
 

３
 

-
3.
0
m，

-1
.
0m
，

＋
1.
0m

※
５

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
お
い
て
，
ペ
デ
ス
タ
ル
に
溶
融
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
水
深
が

あ
る
こ
と
を
監
視
可
能
。
 

１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
２

１
 

-
0.
8
0～

5.
5
0m

※
４

-
0.
5～

0
m※

４

ウ
ェ
ッ
ト
ウ
ェ
ル
ベ
ン
ト
操
作
可
否
判
断
を
把
握
で
き
る
範
囲
を
監
視
可
能
。

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
を
水
源
と
す
る
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
起
動
時
に

想
定
さ
れ
る
変
動
（
低
下
）
水
位
：
－
0
.5
m
 に

つ
い
て
も
監
視
可
能
。
）

１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

４
 

＋
0.
1m
，
＋
1.
2
m,
 

＋
2.
4m
，
＋
2.
4
m※

６
 

－
※
８
 

重
大
事
故
等

時
に
お
い

て
，
ペ
デ

ス
タ

ル
に
溶
融

炉
心
の
冷

却
に
必
要

な
水

深

（
＋

2.
4
m）

が
あ
る
こ
と
を
監
視
可
能
。

 
１

 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

※
１
 

「
⑤
原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

※
１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

※
１
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

※
１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量

※
１
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

※
１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

※
１
 

「
⑭
水
源
の
確
保
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-29
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
９
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
 

（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑨ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の

水 素 濃 度

格
納
容
器
水
素
濃
度

※
２
 

１
 

０
～
５
vo
l％

/ 

０
～
10
0
vo
l％

 
０
～

2.
0
vo
l％

 
重
大
事
故
等
時
に
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
が
変
動
す
る
可
能
性
の
あ
る

範
囲
（
０
～

90
v
ol
％
（
ド
ラ
イ
条
件
）
）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

－
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

０
～
10
0
vo
l％

 
０
～

2.
0
vo
l％

 
重
大
事
故
等
時
に
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
が
変
動
す
る
可
能
性
の
あ
る

範
囲
（
０
～

90
v
ol
％
（
ド
ラ
イ
条
件
）
）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

－
 

⑩ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 放 射 線 量 率

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

２
 

1
0－

２
～

10
５
S
v/
h 

約
10
S
v/
h
未
満

※
９
 

炉
心
損
傷
の
判
断
値
（
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
は
約

10
Sv
/h
）

を
把
握
す
る
上
で
監
視
可
能
（
上
記
の
判
断
値
及
び
推
定
値
は
原
子
炉
停
止
後
の
経

過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
。
）
 

－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

２
 

1
0－

２
～

10
５
S
v/
h 

約
10
S
v/
h
未
満

※
９
 

炉
心
損
傷
の
判
断
値
（
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
は
約

10
Sv
/h
）

を
把
握
す
る
上
で
監
視
可
能
（
上
記
の
判
断
値
及
び
推
定
値
は
原
子
炉
停
止
後
の
経

過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
。
）
 

－
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-30
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（

10
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
 

（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑪ 未 臨 界 の 維 持 又 は 監 視  

中
性
子
源
領
域
計
装

※
２
 

４

10
-1
～
10

6  
ｓ

-1
 

（
1.
0×

10
3 ～

 

1
.0
×

10
9 

 
 
cm

-2
･ｓ

-1
）

 

定
格
出
力
の
 

約
21

倍
 

原
子
炉
の
停
止
時
か
ら
起
動
時
の
中
性
子
束
を
監
視
可
能
。
 

な
お
，
中
性
子
源
領
域
計
装
が
測
定
で
き
る
範
囲
を
超
え
た
場
合
は
，
平
均
領
域
計
装
に
よ
っ
て
監

視
可
能
。
 

－
 

平
均
出
力
領
域
計
装

※
２
 

６
 

※
７

０
～
12
5％

 

（
1.
2×

10
12
～

 

2
.8
×
10

14
 

 
 

cm
-2
･s

-1
）

 

原
子
炉
の
起
動
時
か
ら
定
格
出
力
運
転
時
の
中
性
子
束
を
監
視
可
能
。
 

な
お
，
設
計
基
準
事
故
及
び
重
大
事
故
等
時
，
一
時
的
に
計
測
範
囲
を
超
え
る
が
，
負
の
反
応
度
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
効
果
に
よ
り
短
期
間
で
あ
り
，
か
つ
出
力
上
昇
及
び
下
降
は
急
峻
で
あ
る
。

12
5％

を
超
え
た
領
域
で
そ
の
指
示
に
基
づ
き
操
作
を
伴
う
も
の
で
な
い
こ
と
か
ら
，
現
状
の
計
測
範
囲
で

も
運
転
監
視
上
影
響
は
な
い
。
ま
た
，
重
大
事
故
等
時
に
お
い
て
も
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
等
に

よ
り
中
性
子
束
は
低
下
す
る
た
め
，
現
状
の
計
測
範
囲
で
も
対
応
が
可
能
。
 

－
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-31
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
11
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

残 留 熱 代 替 除 去 系  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

「
⑥
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

「
⑫
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
の
確
保
（
残
留
熱
除
去
系
）
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

※
２
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量

※
２
 

「
⑤
原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
１
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

「
⑭
水
源
の
確
保
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑥
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
①
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

 
 
※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。
 

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。
 

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。
 

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。
 

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
12
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保

格 納 容 器 フ ィ ル タ ベ ン ト 系

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位

８
 

－
※
８
 

系
統
待
機
時
に
お
け
る
ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
の
範
囲
（

）
及
び
フ
ィ

ル
タ

装
置

機
能

維
持

の
た

め
の

系
統

運
転

時
の

下
限

水
位

か
ら

上
限

水
位

の
範

囲

（
）
を
監
視
可
能
。

１
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力

４
 

０
～
１
MP
a［

g
ag
e］

 
－

※
８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
実

施
時

に
，

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

の
最

高
圧

力

（
0.
85
3
MP
a
[g
a
ge
]）

が
監
視
可
能
。
 

１
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
温
度

４
 

0～
3
00
℃

 
－

※
８
 

格
納

容
器

ベ
ン

ト
実

施
時

に
，

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

の
最

高
使

用
温

度

（
20
0℃

）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

１
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
 

モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

２
 

1
0
-2
～

1
0
5 S
v
/h
 

－
※
８
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
実
施
時
（
炉
心
損
傷
し
て
い
る
場
合
）
に
，
想
定
さ
れ
る
第
１
ベ
ン

ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
の
最
大
放
射
線
量
率
（
約
３
×

10
２
 
Sv
/
h）

を
監
視
可
能
。

－
 

１
 

1
0
-3
～
1
0
4 m
S
v/
h 

－
※
８
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
実
施
時
（
炉
心
損
傷
し
て
い
な
い
場
合
）
に
，
想
定
さ
れ
る
第
１
ベ

ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
の
最
大
放
射
線
量
率
（
約

6.
5×

10
-
2 m
S
v/
h）

を
監
視
可
能
。

－
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度
 

１
 

０
～

20
v
ol
%
/ 

０
～

10
0
vo
l
% 

－
※
８
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
停
止
後
の
窒
素
に
よ
る
パ
ー
ジ
を
実
施
し
，
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ

出
口
配
管
内
に
滞
留
す
る
水
素
濃
度
が
可
燃
限
界
（

4v
o
l%
）
未
満
で
あ
る
こ
と
を
監
視

可
能
。
 

－
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

格
納
容
器
水
素
濃
度

※
１
 

「
⑨
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
13
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑫ 最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保

残 留 熱 除 去 系

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度

※
２
 

２
 

０
～
20
0℃

 
最
大
値
：
90
℃
 

残
留
熱
除
去
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
の
最

高
使
用
温
度
（

11
4℃

）
を
監
視
可
能
。

 
１
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

２
 

０
～
20
0℃

 
最
大
値
：
90
℃
 

残
留
熱
除
去
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
の
最

高
使
用
温
度
（

11
4℃

）
を
監
視
可
能
。

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
の
運
転
時

に
お
け
る
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度

の
最
高
使
用
温
度
（

18
5℃

）
を
監
視
可
能
。
 

１
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
①
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑥
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量
 

※
１
 

２
 

０
～
15
0
0m

3 /
h 

０
～
12
1
8m

3 /
h 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量
の
最
大
流
量
（

12
18
m3
/h
）
を
監
視
可
能
。
 

移
動
式
代
替
熱
交
換
器
設
備
の
最
大
流
量
（

60
0
m
3 /
h）

を
監
視
可
能
 

１
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

「
⑬
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
監
視
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
14
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑬ 格 納 容 器 バ イ パ ス の 監 視  

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 状 態  

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
２
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
２
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

原
子
炉
圧
力

※
２
 

「
②
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
①
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 状 態  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

「
⑥
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
温
度
」
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
 

（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

原 子 炉 建 物 内 の 状 態  

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

３
 

０
～
４
MP
a［

ga
ge
］
 

最
大
値
：

1
.0
M
Pa
[
ga
g
e]
 

残
留
熱
除
去
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
残
留
熱
除
去
系
系
統
の
最
高
使
用
圧
力

（
約

1.
9M
Pa
 
[g
a
ge
]）

を
監
視
可
能
。

 

１
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

１
 

０
～
５
MP
a［

ga
ge
］
 

最
大
値
：
 

2
.0
M
Pa
[
ga
g
e]
 
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
統
の
最

高
使
用
圧
力
（

2.
0M
Pa
 
[g
a
ge
]）

を
監
視
可
能
。
 

原
子
炉
圧
力

※
１
 

「
②
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

 
 
※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。
 

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。
 

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。
 

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。
 

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
 

 
 

3.15-35

318



第
3.
15
－

2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
15
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑭ 水 源 の 確 保 （ １ ／ ２ ）  

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

１
 

０
～
15
0
0m

3

（
０
～
12
54
2m
m）

 
－

※
８
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
の
底
部
か
ら
オ
ー
バ
ー
フ
ロ
ー
レ
ベ
ル
（

0～
12
3
8m

3 ）

を
監
視
可
能
で
あ
る
。
 

１
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
２

「
⑧
原
子
炉
格
納
容
器
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

※
１
 

「
④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
量
」
及
び
「
⑤
原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
注
水
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

※
１
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

※
１
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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2
表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（

16
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑭ 水 源 の 確 保 （ ２ ／ ２ ）  

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

１
 

０
～
10
M
Pa
［
ga
ge
］
 

最
大
値
：
 

9
.2
1
MP
a
[g
a
ge
] 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

統
の
最
高
使
用
圧
力
（

9.
21
MP
a
 [
g
ag
e
]）

を
監
視
可
能
。
 

１
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

１
 

０
～
12
M
Pa
［
ga
ge
］
 

最
大
値
：
 

9
.1
1
MP
a
[g
a
ge
] 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
運
転
時
に
お
け
る
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

統
の
最
高
使
用
圧
力
（

9.
11
MP
a
 [
g
ag
e
]）

を
監
視
可
能
。
 

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

「
⑬
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
監
視
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

２
 

０
～
４
MP
a［

ga
ge
］
 

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
お
け
る
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
の
最
高
使

用
圧
力
（

3.
92
M
Pa
 
[g
a
ge
]）

を
監
視
可
能
。
 

１
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

※
１
 

２
 

０
～
３
MP
a［

ga
ge
］
 

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
お
け
る
，
残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
の
最
高
使
用
圧

力
（

2.
5
MP
a
[g
a
ge
]）

を
監
視
可
能
。
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

※
１
 

「
③
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

※
１
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
1
7
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑮ 原 子 炉 建 物 内 の 水 素 濃 度

原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
 

１
 

５
 

０
～

10
v
ol
％

 

０
～

20
v
ol
％

 

－
※
８
 

重
大

事
故
等

時
に
お

い
て

，
原

子
炉
建

物
内

の
水

素
燃
焼

の
可

能
性

（
水
素

濃

度
：
４

vo
l
％
）
を
把
握
す
る
上
で
監
視
可
能
（
な
お
，
静
的
触
媒
式
水
素
処
理

装
置
に
て
，
原
子
炉
建
物
内
の
水
素
濃
度
を
可
燃
限
界
で
あ
る
４

vo
l
％
未
満
に

低
減
す
る
）
。
 

－
 

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
入
口
温
度

※
１

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
出
口
温
度

※
１
 

２
 

２
 

０
～
10
0℃

 

０
～
40
0℃

 

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
お
い
て
，
静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
作
動
時
に
想
定
さ
れ
る

温
度
を
監
視
可
能
。
 

１
 

１
 

⑯ 原 子 炉 格 納 容 器 内 の 酸 素 濃 度  

格
納
容
器
酸
素
濃
度

※
２
 

１
 

０
～
５
vo
l％

/ 

０
～

25
v
ol
％

 
4
.3
v
ol
％
以
下
 

重
大

事
故
等

時
に
お

い
て

，
原

子
炉
格

納
容

器
内

の
水
素

爆
発

を
防

止
す
る

た

め
，
可
燃
限
界
濃
度
（
酸
素
濃
度
：

5.
0
vo
l％

）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

－
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

０
～

25
v
ol
％

 
4
.3
v
ol
％
以
下
 

重
大

事
故
等

時
に
お

い
て

，
原

子
炉
格

納
容

器
内

の
水
素

爆
発

を
防

止
す
る

た

め
，
可
燃
限
界
濃
度
（
酸
素
濃
度
：

5.
0
vo
l％

）
を
計
測
可
能
な
範
囲
と
す
る
。
 

－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

※
１
 

「
⑩
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
放
射
線
量
率
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

※
１

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
 

「
⑦
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c
m）

。
 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（

EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-38
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表

 
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
（
重
大
事
故
等
対
処
設
備
）
（
1
8
／

18
）

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

個
数
 

計
測
範
囲
 

設
計
基
準
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
 

計
測
器
個
数
 

⑰ 燃 料 プ ー ル の 監 視

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

-
4.
3
0～

7.
3
0m

※
10

6
98
2
mm

※
10
 

重
大
事
故
等
時
に
よ
り
変
動
す
る
可
能
性
の
あ
る
燃
料
プ
ー
ル
上
部

か
ら
底
部
付
近
ま
で
の
範
囲
に
わ
た
り
水
位
を
監
視
可
能
。
 

－
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

※
11

-
10
0
0～

67
1
0m
m
※

10
6
98
2
mm

※
10
 

重
大
事
故
等
時
に
よ
り
変
動
す
る
可
能
性
の
あ
る
燃
料
プ
ー
ル
上
部

か
ら
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
近
傍
ま
で
の
範
囲
に
わ
た
り
水

位
を
監
視
可
能
。
 

１
 

０
～

15
0℃

 
最
大
値
：
 

6
5℃

 

重
大
事
故
等
時
に
よ
り
変
動
す
る
可
能
性
の
あ
る
燃
料
プ
ー
ル
の
温

度
を
監
視
可
能
。
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

1
0１

～
1
0８

mS
v
/h
 

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
よ
り
変
動
す
る
可
能
性
が
あ
る
放
射
線
量
率
の
範

囲
（
10

－
３
～

1
0７

mS
v
/h
）
に
わ
た
り
監
視
可
能
。
 

－
 

１
 

1
0－

３
～

10
４
m
Sv
/
h 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）

※
２
 

１
 

－
 

－
※
８
 

重
大
事
故
等
時
に
お
い
て
燃
料
プ
ー
ル
及
び
そ
の
周
辺
の
状
況
を
監

視
可
能
。
 

－
 

※
１
：
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
２
：
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
３
：
基
準
点
は
気
水
分
離
器
下
端
（
原
子
炉
圧
力
容
器
零
レ
ベ
ル
よ
り

13
2
8c

m）
。

 
※
４
：
基
準
点
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
通
常
水
位

(E
L
56
1
0)
。

※
５
：
基
準
点
は
格
納
容
器
底
面
（
EL
1
01
0
0）

。
 
※
６
：
基
準
点
は
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
表
面
（

EL
67
0
6）

。

※
７
：
局
部
出
力
領
域
計
装
の
検
出
器
は

12
4
個
で
あ
り
，
平
均
出
力
領
域
計
装
の
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
は

14
個
又
は

17
個
の
信
号
が
入
力
さ
れ
る
。

※
８
：
重
大
事
故
等
時
に
使
用
す
る
設
備
の
た
め
，
設
計
基
準
事
故
時
は
値
な
し
。

※
９
：
炉
心
損
傷
は
原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
に
お
け
る
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
レ
ベ
ル
の
値
で
判
断
す
る
。
原
子
炉
停
止
直
後
に
炉
心
損
傷
し
た
場
合
の
判
断
値
は
約

10
S
v/
h（

経
過
時
間
と
と
も
に
低
く
な
る
）
で
あ
り
設
計
基

準
で
は
炉
心
損
傷
し
な
い
こ
と
か
ら
こ
の
値
を
下
回
る
。
 

※
10
：
基
準
点
は
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
上
端
（
EL
3
55
1
8）

。
 
※

11
：
検
出
点
は
７
箇
所
。

3.15-39
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
１
／

16
）

分
類

 
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法

 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 温 度  

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 
①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す

る
。

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容

器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
温
度
を
推
定
す
る
。
ま
た
，
ス
ク
ラ
ム
後
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
に

到
達
す
る
ま
で
の
経
過
時
間
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
を
推
定
す
る
。

③
残
留
熱
除
去
系
が
運
転
状
態
で
あ
れ
ば
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
に
よ
り
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。

②
原
子
炉
圧
力

②
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

③
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

3.15-40
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
２
／

16
）

 
分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 圧 力  

原
子
炉
圧
力
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
原
子
炉
圧
力
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

③
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

③
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
原
子
炉
圧
力

①
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
圧
力
を
優
先
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

3.15-41
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
３
／

16
）

 
分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 水 位  

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン

ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口

流
量
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
原

子
炉
注
水
流
量
の
う
ち
機
器
動
作
状
態
に
あ
る
流
量
よ
り
，
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
変
化
量
を
考
慮

し
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
推
定
す
る
。

④
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
に
よ
り
主
蒸
気
配
管
よ
り
上
ま
で
注
水
し
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ

Ａ
）
と
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
差
圧
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
の
満
水
を
推
定
す
る
。 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

③
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

③
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

③
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

③
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

③
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

③
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

③
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

③
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

④
原
子
炉
圧
力

④
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

④
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃

料
域
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口

流
量
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
原

子
炉
注
水
流
量
の
う
ち
機
器
動
作
状
態
に
あ
る
流
量
よ
り
，
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
変
化
量
を
考
慮

し
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
推
定
す
る
。

③
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
の
注
水
に
よ
り
主
蒸
気
配
管
よ
り
上
ま
で
注
水
し
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ

Ａ
）
と
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
差
圧
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
の
満
水
を
推
定
す
る
。 

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
水
位
を
優
先
す
る
。
 

②
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

②
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

②
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

②
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

②
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

②
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

③
原
子
炉
圧
力

③
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

③
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

3.15-42
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
４
／

16
）

 
分
類

 
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法

 

原 子 炉 圧 力 容 器 へ の 注 水 量

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

 
①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

 
①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水

位
の
水
量
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た

上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
を
優
先
す
る
。

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域

用
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場

合
は
，
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口

 

流
量

 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口

 

流
量

 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 
①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口

 

流
量

 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水

 

流
量

 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水
位
変
化
に
よ
り
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

3.15-43

326



第
3.
1
5－

3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
５
／

16
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類

 
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１

 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法

 

原 子 炉 格 納 容 器 へ の 注 水 量

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

 
①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

①
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水

位
の
水
量
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。
な
お
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た

上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
よ
り
代
替
注

水
流
量
（
常
設
）
を
推
定
す
る
。

②
注
水
先
の
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
の
水

位
変
化
に
よ
り
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
環
境
悪
化
の
影
響
が
小
さ
い
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
を
優
先
す
る
。

 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

 
①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
注
水
先
の
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ

Ａ
）
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
よ
り
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
を
推
定
す
る
。 

①
注
水
先
の
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
の
変

化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域

用
）
 

①
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位

①
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場

合
は
，
注
水
先
の
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
及
び
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
の
変
化
に
よ
り
注
水
量
を
推
定
す
る
。

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ

レ
イ
流
量

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系

ポ
ン
プ
出
口
圧
力
か
ら
残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
を
用
い
て
流
量
を
推
定
し
，
こ
の
流
量
か
ら

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
を
差
し
引
い
て
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
を

推
定
す
る
。
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表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
６
／

16
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 温 度  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
に
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ

り
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
推
定
す
る
。

④
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
上
記
③
と
同
様
に
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

④
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
に
は
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ

り
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
推
定
す
る
。

④
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
上
記
③
と
同
様
に
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を

推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

④
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に

よ
り
推
定
す
る
。

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

（
Ｓ
Ａ
）

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に

よ
り
推
定
す
る
。

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
７
／

16
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 圧 力  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ

り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

③
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に

よ
り
推
定
す
る
。

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
８
／

16
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 水 位  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

②
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

②
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量

②
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

③
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

①
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
の
停
止
判
断
に
用
い
る
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
計
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル

代
替
注
水
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
の
う
ち
機
器
動
作
状
態
に
あ
る
流
量
に
よ
り
，

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
を
推
定
す
る
。

③
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
水
量
変
化
に
よ
り
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
位
を
推
定
す
る
。
な

お
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

（
Ｓ
Ａ
）

①
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

①
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

①
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量

①
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流

量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
の
う
ち
機
器
動
作
状
態
に

あ
る
流
量
に
よ
り
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

②
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
水
量
変
化
に
よ
り
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ

Ａ
）
を
推
定
す
る
。
な
お
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定

す
る
。

推
定
は
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域

用
）
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯

域
用
）
を
優
先
す
る
。
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
の
監
視
が
不
可
能
に
な
っ
た
場
合
は
，
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ

レ
イ
流
量
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
に
よ
り
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
を
推
定
す
る
。

③
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
水
量
変
化
に
よ
り
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
を
推
定
す
る
。
な
お
，

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
注
水
量
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

②
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）

②
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

②
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量

③
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（
９
／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 格 納 容 器 内 の

水 素 濃 度

格
納
容
器
水
素
濃
度
 

①
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
格
納
容
器
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す

る
。

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
格
納
容
器
水
素
濃
度

①
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
水
素
濃
度
に
よ
り
推
定
す

る
。

原 子 炉 格 納 容 器 内 の

放 射 線 量 率  

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド

ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
［
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
］

※
２

①
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン

ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
，
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
指
示
値
を
用
い
て
，
原
子
炉
格
納
容

器
内
の
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
［
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
］

※
２

①
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合

は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
，
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
指
示
値
を
用
い
て
，
原
子
炉
格
納
容

器
内
の
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

未 臨 界 の 維 持 又 は 監 視

中
性
子
源
領
域
計
装
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
平
均
出
力
領
域
計
装

①
中
性
子
源
領
域
計
装
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
中
性
子
源
領
域
計
装
の
監
視
が
不
可
能
に
な
っ
た
場
合
は
，
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
に
よ
り
全
制
御
棒
が
挿
入
状
態
に
あ
る
こ
と
が
確

認
で
き
る
場
合
は
，
未
臨
界
状
態
の
維
持
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
［
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
］

※
２

平
均
出
力
領
域
計
装
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
中
性
子
源
領
域
計
装

①
平
均
出
力
領
域
計
装
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
平
均
出
力
領
域
計
装
の
監
視
が
不
可
能
に
な
っ
た
場
合
は
，
中
性
子
源
領
域
計
装
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
に
よ
り
全
制
御
棒
が
挿
入
状
態
に
あ
る
こ
と
が
確

認
で
き
る
場
合
は
，
未
臨
界
状
態
の
維
持
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
［
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
］

※
２

［
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
］

※
２
 

①
中
性
子
源
領
域
計
装

②
平
均
出
力
領
域
計
装

①
制
御
棒
手
動
操
作
・
監
視
系
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
）
の
監
視
が
不
可
能
に
な
っ
た
場
合
は
，
中
性
子
源

領
域
計
装
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
推
定
す
る
。

推
定
は
，
低
出
力
領
域
を
監
視
す
る
中
性
子
源
領
域
計
装
を
優
先
す
る
。
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

10
／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。
 

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。
 

  
 

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

残 留 熱 代 替 除 去 系  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の

1
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に

よ
り
推
定
す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
熱
交
換
器
ユ
ニ
ッ
ト
の
熱
交
換

量
評
価
か
ら
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
 

流
量
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
の
水

位
変
化
に
よ
り
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
を
推
定
す
る
。
 

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ

出
口
圧
力
か
ら
残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
を
用
い
て
流
量
を
推
定
し
，
こ
の
流
量
か
ら
残
留
熱

代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
を
差
し
引
い
て
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
を
推
定
す

る
。

 

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
を
優
先
す
る
。
 

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
 

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ

レ
イ
流
量
 

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

 

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

 

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系

ポ
ン
プ
出
口
圧
力
か
ら
残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
を
用
い
て
流
量
を
推
定
し
，
こ
の
流
量
か
ら

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
を
差
し
引
い
て
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
を

推
定
す
る
。

 

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
冷
却
に
お
い
て
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
の
監
視
が
不

可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
，

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推

定
す
る
。
 

推
定
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
を
優
先
す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

1
1／

16
）

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

最 終 ヒ ー ト シ ン ク の 確 保  

格 納 容 器 フ ィ ル タ ベ ン ト 系

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
又
は
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
傾
向
監
視
に
よ
り
格
納
容
器
圧
力
逃
が
し
装
置
の
健
全
性
を
推
定
す

る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
温
度

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
ス
ク
ラ
バ
容
器
温
度
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線

モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ

ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃

度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
予
備

②
格
納
容
器
水
素
濃
度

②
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度
が
故
障
し
た
場
合
は
，
予
備
の
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃

度
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素

ガ
ス
が
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
配
管
内
を
通
過
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
水
素
濃
度
及
び
格
納

容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
予
備
を
優
先
す
る
。
 

残 留 熱 除 去 系

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
 

①
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
，

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定

す
る
。

残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
 

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度

①
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
の
監
視
が
不
可
能
に
な
っ
た
場
合
は
，
熱
交
換
器
ユ
ニ
ッ
ト
の
熱
交
換

量
評
価
か
ら
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
入
口
温
度
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
冷
却
水
流
量
に
よ
り
，
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推

定
す
る
。

推
定
は
，
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
を
優
先
す
る
。
 

②
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
冷
却
水
流
量

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 
①
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

①
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
か
ら

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
の
注
水
特
性
を
用
い
て
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

推
定
す
る
。
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

1
2／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

格 納 容 器 バ イ パ ス の 監 視  

原 子 炉 圧 力 容 器 内 の 状 態  

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン

ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

①
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉

水
位
（
燃
料
域
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

原
子
炉
圧
力
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
原
子
炉
圧
力
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

（
Ｓ
Ａ
）
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

③
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

③
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

③
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
原
子
炉
圧
力

①
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
水
位
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が
飽
和
状
態
に
あ
る
と
想
定
す
る
こ
と
で
，
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

（
Ｓ
Ａ
）
よ
り
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
圧
力
を
直
接
計
測
す
る
原
子
炉
圧
力
を
優
先
す
る
。
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）

②
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

原 子 炉 格 納 容 器 内 の 状 態  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し

て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。
 

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す
る
。

③
飽
和
温
度
／
圧
力
の
関
係
を
利
用
し
て
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

③
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

1
3／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

格 納 容 器 バ イ パ ス の 監 視  

原 子 炉 建 物 内 の 状 態

残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

①
原
子
炉
圧
力

①
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

の
低
下
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。

②
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視
パ
ラ
メ

ー
タ
）
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。
 

②
［
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
］

※
２

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ

 

出
口
圧
力

 

①
原
子
炉
圧
力

①
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力

（
Ｓ
Ａ
）
の
低
下
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。

②
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
エ
リ
ア
モ
ニ
タ
（
有
効
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
）
に
よ
り
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
の
発
生
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
原
子
炉
圧
力
，
原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。

 

②
［
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
］

※
２

3.15-52

335



第
3.
1
5－

3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

14
／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。
 

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。
 

        

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

水 源 の 確 保  

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

①
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

②
原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と

す
る
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
を
推
定
す
る
。
な
お
，
低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
水
位
を
推
定
す
る
。
 

②
注
水
先
の
原
子
炉
水
位
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
水
位
変
化
に
よ
り
低
圧
原
子
炉

代
替
注
水
槽
水
位
を
推
定
す
る
。
な
お
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
の
補
給
状
況
も
考
慮
し
た
上
で
水
位
を

推
定
す
る
。
 

②
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と
す
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
ポ
ン
プ
が
正
常
に
動
作
し
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
源
で
あ
る
低
圧
原
子
炉
代
替
注

水
槽
水
位
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と
す
る
ポ
ン
プ
の
代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
を
優
先
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

（
Ｓ
Ａ
）
 

①
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
 

①
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

①
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

①
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
 

①
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量

 

①
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量

 

②
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

②
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

②
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
 

②
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

②
残
留
熱
代
替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力

 

①
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
の
水
位
容
量
曲
線
を
用
い
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
へ
注
水
す
る
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量
，
原
子
炉

隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
と
経
過
時
間
よ
り
算
出
し

た
注
水
量
か
ら
推
定
す
る
。
 

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
を
水
源
と
す
る
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
残
留
熱
代

替
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
か
ら
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
，
残
留
熱
除

去
ポ
ン
プ
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
，
残
留
熱
代
替
除
去
ポ
ン
プ
が
正
常
に
動
作
し
て
い
る
こ
と
を
把

握
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
源
で
あ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
推
定
す
る
。
 

推
定
は
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
を
水
源
と
す
る
ポ
ン
プ
の
注
水
量
を
優
先
す
る
。
 

3.15-53
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3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

1
5／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

原 子 炉 建 物 内 の

水 素 濃 度

原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
 

①
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル

①
原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
の
１
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
故
障
し
た
場
合
は
，
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
よ
り
推
定
す
る
。

②
原
子
炉
建
物
水
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
入
口
温
度
及
び

静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
出
口
温
度
の
温
度
差
に
よ
り
推
定
す
る
。

推
定
は
，
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
優
先
す
る
。
 

②
静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
入
口
温
度

②
静
的
触
媒
式
水
素
処
理
装
置
出
口
温
度

原 子 炉 格 納 容 器 内 の

酸 素 濃 度

格
納
容
器
酸
素
濃
度
 

①
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
）

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
格
納
容
器
酸
素
濃
度
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
推
定
す

る
。

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
又
は
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
に
て
炉
心
損
傷
を
判
断
し
た
後
，
初
期
酸
素
濃
度
と
保
守
的
な
Ｇ
値
を
入
力
と
し
た

評
価
結
果
（
解
析
結
果
）
に
よ
り
格
納
容
器
酸
素
濃
度
を
推
定
す
る
。

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
格
納
容
器
内

圧
力
が
正
圧
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
で
，
事
故
後
の
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
空
気
（
酸
素
）
の
流

入
有
無
を
把
握
し
，
水
素
燃
焼
の
可
能
性
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
格
納
容
器
酸
素
濃
度

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
）

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

②
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）

①
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
酸
素
濃
度
に
よ
り
推
定
す

る
。

②
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
又
は
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
に
て
炉
心
損
傷
を
判
断
し
た
後
，
初
期
酸
素
濃
度
と
保
守
的
な
Ｇ
値
を
入
力
と
し
た

評
価
結
果
（
解
析
結
果
）
に
よ
り
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
推
定
す
る
。

②
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
格
納
容
器
内

圧
力
が
正
圧
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
で
，
事
故
後
の
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
空
気
（
酸
素
）
の
流

入
有
無
を
把
握
し
，
水
素
燃
焼
の
可
能
性
を
推
定
す
る
。

推
定
は
，
格
納
容
器
酸
素
濃
度
を
優
先
す
る
。
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第
3.
1
5
－

3
表
 
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
（

1
6／

16
）

 

※
１
：
代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
番
号
は
優
先
順
位
を
示
す
。
 

※
２
：
［
 
］
は
有
効
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
常
用
計
器
（
耐
震
性
又
は
耐
環
境
性
等
は
な
い
が
，
監
視
可
能
で
あ
れ
ば
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
が
可
能
な
計
器
）
を
示
す
。
 

分
類
 

主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

※
１
 

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
推
定
方
法
 

燃 料 プ ー ル の 監 視  

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
 

③
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に

よ
り
燃
料
プ
ー
ル
水
位
を
推
定
す
る
。
 

②
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル
水
位
を
推

定
す
る
。
 

③
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
 

③
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
に

よ
り
水
位
・
温
度
を
推
定
す
る
。
 

②
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
に
て
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
判

断
し
た
後
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
を
推
定
す
る
。
 

③
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
を
優
先
す
る
。
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ

（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

②
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場

合
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
て
水
位
を
計
測
し
た
後
，
水

位
と
放
射
線
率
の
関
係
に
よ
り
放
射
線
量
率
を
推
定
す
る
。
 

②
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
監
視
す
る
。
 

推
定
は
，
燃
料
プ
ー
ル
を
直
接
監
視
す
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
優
先
す
る
。
 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ
Ａ
）
 

①
燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
の
監
視
が
不
可
能
と
な
っ
た
場
合
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
，

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
，
燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
（
Ｓ

Ａ
）
に
て
，
燃
料
プ
ー
ル
の
状
態
を
推
定
す
る
。
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第 3.15－4 表 重大事故等対処設備を活用する手順の着手の判断基準として用い

る補助パラメータ 

分類 補助パラメータ 

電源関係 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）電圧 

Ａ－115V 系直流盤母線電圧 

Ｂ－115V 系直流盤母線電圧 

230V 系直流盤（常用）母線電圧 

ＳＡ用 115V 系充電器盤蓄電池電圧 

その他 

ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｎ２ガスボンベ圧力 

原子炉補機冷却ポンプ圧力 

ＲＣＷ熱交換器出口温度 

ＲＣＷサージタンク水位 
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第
3.
15
-1

図
(1
) 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
装
設
備
概
要
（
そ
の
１
）
 

3.15-57

340



第
3.
15
-1

図
(2
) 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
装
設
備
概
要
（
そ
の
２
）
 

3.15-58
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第
3.
15
-2

図
 
計
装
設
備
単
線
結
線
図

 

3.15-59
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第
3.
15
-3

図
 
安
全
パ
ラ
メ
ー
タ
表
示
シ
ス
テ
ム
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
Ｓ
）
に
よ
る
記
録

 
系
統
概
要
図
（
パ
ラ
メ
ー
タ
記
録
時
に
使
用
す
る
設
備
）
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